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研究要旨：

本研究は、国内 10 道県において侵襲性肺炎球菌感染症(IPD), 侵襲性インフルエンザ菌感

染症(IHD),侵襲性髄膜炎菌感染症(IMD),劇症型溶血性レンサ球菌感染症(STSS)の患者及び病

原体のサーベイランスを実施し、4 疾患の発生動向と原因菌の血清型等の関連性を明らかに

することにあり、これまで予防接種施策等に反映されるデータを取得してきている。今回は、

①COVID-19 パンデミック下での成人 IPD, IHD, STSS および全年齢での IMD サーベイランス

体制強化を図り、②IPD, IHD, IMD の血清群別の罹患率を監視するサーベイランス体制を構

築する。③IMD のリスク因子、STSS の 3 菌種別の侵入門戸不明例のリスク因子や本研究対象

細菌の細菌側因子他の解明を目指すとともに数理モデルを利用した解析を検討する。本年度

は、新型コロナウイルス感染症の流行が収束傾向となり、本研究における対象侵襲性細菌感

染症の届出数がコロナ禍以前の状況に戻りつつあることが明らかとなってきた。継続して、

対象感染症の情報・分離株の収集を進めているが、肺炎球菌株 235 株（R4 年度 179 株）、イ

ンフルエンザ菌株 79 株（R4 年度 33 株）、髄膜炎菌株 18 株（R4 年度 8 株）、劇症型レン

サ球菌感染症由来株 113 株（R4 年度 59 株）の細菌学的解析を実施した。また疫学解析で

は、侵襲性肺炎球菌感染症例において、コロナ禍では登録数の減少と季節性（冬期と春期に

おける報告数の増加）が改めて観察されつつある。侵襲性インフルエンザ菌感染症、侵襲性

髄膜炎菌感染症、劇症型溶血性レンサ球菌感染症についても同様にコロナ禍において減少し

ていた登録数の増加傾向が観察された。また数理モデルを用いた肺炎球菌ワクチンの費用対

効果について一定の解析が施行された。
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A. 研究目的

本研究は、国内 10 道県において侵襲性肺

炎球菌感染症(IPD), 侵襲性インフルエンザ

菌感染症(IHD),侵襲性髄膜炎菌感染症(IMD),

劇症型溶血性レンサ球菌感染症(STSS)の患

者及び病原体のサーベイランスを実施し、4

疾患の発生動向と原因菌の血清型等の関連

性を明らかにすることにあり、これまで予防

接種施策等に反映されるデータを取得して

きている。今回は、①COVID-19 パンデミッ

ク下での成人 IPD, IHD, STSS および全年齢

での IMD サーベイランス体制強化を図り、

②IPD, IHD, IMD の血清群別の罹患率を監視

するサーベイランス体制を構築する。③IMD

のリスク因子、STSS の 3 菌種別の侵入門戸

不明例のリスク因子や本研究対象細菌の細

菌側因子他の解明を目指すとともに数理モ

デルを利用した解析を検討する。

B. 研究方法

（登録症例） 国内の 10 道県（北海道、宮城

県、山形県、新潟県、三重県、奈良県、高知

県、福岡県、鹿児島県、沖縄県；全国の 18%

の人口を占める）において、NESID に届出さ

れた 15 歳以上の IPD, IHD, STSS 症例を登

録し、その基本情報を各自治体から研究分担

者に連絡する。IMD については、全国 47 都

道府県の全年齢の症例を対象とする。

（分離株の収集と検査）地衛研は医療機関で

分離された無菌的検体由来の菌株を収集後、

感染研での細菌学的解析、遺伝学的解析、ゲ

ノム解析に供する。原因菌の解析結果は感染

研から地衛研もしくは研究分担者を経由し

て医療機関の担当者に報告する。

（研究対象） IPD、IHD、IMD 症例：無菌的検

体から原因菌が分離された症例で、臨床的に

肺炎、敗血症、髄膜炎等と診断された症例。

STSS 症例：届出に必要な臨床症状と病原体

診断の方法に合致する症例

（患者情報の記録・収集）登録症例の年齢、

性別、併存症、予防接種歴等、病型、重症度、

転機等の患者情報、原因菌の性状等。

（倫理審査）これまでの研究と同様に本研究

申請についても研究期間に合わせた倫理審

査を実施した。

（その他）コロナ禍により 10 道県において

患者情報登録の遅滞が認められ、研究業務が

逼迫していることが推察された。このため

10 道県の研究分担者とウエブ会議等を開催

することで、各県のサーベイランスの課題を

把握し、課題解決を試みた。

C. 研究結果

1．成人侵襲性肺炎球菌感染症の細菌学的解



析

R6 年度研究では、特に成人肺炎球菌性髄膜

炎症例由来株を対象として解析を行った。

2013 年 4 月以後、10 道県で成人肺炎球菌

性髄膜炎症例 420 例が報告された。420 症

例の患者年齢は 15-100 歳、中央値は 72 歳

で、男女はそれぞれ 247 名と 173 名で、男

女比は 1.4:1 であった。42 名（10.0%）に肺

炎球菌ワクチンの接種歴があった。5 年以内

に PPSV23 を接種されていたのは 29 名

（6.9%）であった。また分離された肺炎球菌

株の血清型では、特に血清型 23A と 10A が多

く、それぞれ 17.9％、14.5％を占めていた。

髄膜炎症例由来肺炎球菌420株の薬剤感受性

試験において、ペニシリン感受性株（PSSP）

は、61.4％、ペニシリン耐性株（PRSP）は

38.6％であった。PRSP であった 87.9％は非

PPSV23 ワクチンタイプの分離菌により占め

られていた。血清型 23A、15A、35B の PRSP 

が多く、それぞれ 74 株、30 株、21 株であっ

た。他の薬剤では、エリスロマイシン、クリ

ンダマイシン、トスフロキサシンに耐性を示

す肺炎球菌はそれぞれの薬剤に対して耐性

率は 88.5%、74.4%、0.5％ であった。すべて

の髄膜炎由来株はバンコマイシンに感受性

を示した。

2．成人侵襲性インフルエンザ菌感染症の細

菌学的解析

2024 年に 10 道県にて収集された成人の侵襲

性感染症由来インフルエンザ菌 75 株につい

て、莢膜型別解析を行った結果、a、b、e、ｆ

型が各 1 株であり、残りの 71 株は non-

typable Haemophilus influenzae （NTHi）で

あった。E-test 法で薬剤感受性の測定を行っ

た 74 株のうち、β -lactamase 産生菌株 13

株（17.3%）を含む 42 株（56.8%）がアンピシ

リン非感受性を示した。またβ-lactamase 産

生性に基づく分類では、BLPARが13株（17.6%）、

BLNAR が 26 株（35.1%）、残りの 35 株（47.3%）

が BLNAS であった。2022 年から 2024 年に分

離された株を用いてドライプレート法によ

り薬剤感受性を測定した結果、レボフロキサ

シン耐性率は 3.8%、クラリスロマイシン耐性

率は 11.5%であった。キノロン耐性メカニズ

ムについて詳細を検討したところ、レボフロ

キ サ シ ン 耐 性 株 は GyrA の quinolone 

resistance-determining region（QRDR）に 2

か所かつ ParCの QRDRに一か所変異を保有し

ていた。

3．侵襲性髄膜炎菌感染症の細菌学的解析

2020 年から COVID-19 の影響により激減して

いた国内の IMD 症例も 2023 年度から増加傾

向にあり、その起炎菌株の回収数も大幅に増

加し、2024 年度は 61 症例の IMD 起炎菌株

（IMD 株）を回収し、解析した。血清学的解

析の結果は Y ；43 株（70%）、B ；15 株（24％）、

W ；2 株（3％）、C；1 株（1％）であった。

分子疫学的解析では、血清群 B は ST-2057 

(ST-2057 complex) が 10 株、ST-34, ST-687、

ST-485、ST-1572、 ST-11110 が一株ずつであ

った。一方、血清群 Y は ST-1655 (ST-23 

complex) が 10 株、ST-1466 が 8 株、ST-3857

株が 2 株、ST-767 が 1 株であった。残りの

ST-11 は血清群 C の 1 株、血清群 W の株 21 株

の合計 3 株であった。また、薬剤感受性試験

から、血清群 Y の ST-3587 株がペニシリン G 

(PCG) に対して32µg/mlの高度耐性を示した

為、さらに解析を進めたところ、染色体上に

β-lactamase 遺伝子を保持することが明ら

かとなった。ST-3587 髄膜炎菌株は 2018 年に



フランスで初めて検出され、その後欧米で広

く分離報告があるがアジア圏では検出され

てこなかった。しかし、2024 年に日本国内で

今回の 2株が IMD 起因菌株として分離された

ことから、β-lactamase 産生 ST-3567 髄膜

炎菌株がアジア圏まで拡がっていることが

示された

4．成人の劇症型溶血性レンサ球菌感染症の

細菌学的解析

2023年後半より、A群レンサ球菌による劇症

型溶血性レンサ球菌感染症の報告が増加し、

引き続き2024年度はA群レンサ球菌が多く

分離された。２０２４年には１０道県から劇

症型溶血性レンサ球菌感染症の患者由来株

３０７株を収集した。道県別では、北海道６

２株、山形県２０株、宮城県２１株、新潟県

４４株、三重県３４株、奈良県６株、高知県

１株、福岡県６８株、鹿児島県１５株、沖縄

県３６株であった。そのうちＡ群レンサ球菌

によるものが１６９株、Ｇ群レンサ球菌によ

るものが９９株、Ｂ群レンサ球菌によるもの

が３９株であった。それらから、まずＡ群レ

ンサ球菌のemm遺伝子型を決定した。その

結果、最も多い型はemm1型で１０２株, 次
いでemm12型が１６株、emm49型が１５株、

emm89型が１４株であった。次にＧ群レン

サ球菌のemm遺伝子型を決定した。その結

果、最も多い型はstG485が３０株、次いでs

tG6792で２２株であった。Ｂ群レンサ球菌

の血清型では、最も多い型はIb型１２株、次

いでIa型とV型７株であった。これらの結果

と地域性を検討したが、特異的な遺伝子型あ

るいは血清型を示す劇症型溶血性レンサ球

菌感染症由来菌株の地域特異的な集積は認

められなかった。

5．北海道における成人の侵襲性細菌感染症

平成25年度より先行事業において北海道全

域（約522万人）を対象とする所管の行政機

関と連携したサーベイランスシステムを構

築しており、12年目となる今年度も継続して

症例の集積を行った。政令指定都市である札

幌市、中核市として位置づけされ直轄する保

健所を持つ旭川市、函館市、小樽市は保健所

を中心とした協力体制を継続した。北海道の

直轄下にある保健所がカバーする地域は道

衛研を介さずに直接菌株を国立感染症研究

所に送付し、患者情報は分担研究者が回収す

る体制として運用した。令和6年度は侵襲性

肺炎球菌感染症、侵襲性インフルエンザ菌感

染症は前年同様であったが、劇症型溶血性レ

ンサ球菌感染症は増加した。今後も注視が必

要である。

6．山形県における成人の侵襲性細菌感染症

侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)，侵襲性インフ

ルエンザ菌感染症(IHD)，侵襲性髄膜炎菌感

染症(IMD)，劇症型溶血性レンサ球菌感染症

(STSS)は，重症化率・致命率が高い侵襲性細

菌感染症である。本研究では，侵襲性細菌感

染症の診療および感染対策，疫学調査に活用

することを目的として，前年度に続いて山形

県における成人の侵襲性細菌感染症の発生

動向サーベイランスを行なった。

今年度も年3回に分けて山形県内の協力医療

機関における成人の侵襲性細菌感染症の菌

株を収集した。今年度の検討対象例となった

のは，IPD が 25 例，IHD が 1 例，STSS が 16

例収集された。今年度も IMD 症例の収集はな

かった。

山形県において今年度の IPD の症例数は 25



例であった。これは新型コロナウイルス感染

症(COVID-19)パンデミックであった過去4年

間と比較すると大幅に増加した。25 例の IPD

から 12 種類の血清型の肺炎球菌が分離され

た。血清型の内訳は，3 および 10A がそれぞ

れ 4 例，次いで 23A が 3 例，そして 6C，15A，

22F，33F，35B がそれぞれ 2 例であり，その

他の血清型は 1 例ずつの分離であった。これ

らの血清型における，肺炎球菌ワクチンのカ

バー率は，23 価莢膜多糖体肺炎球菌ワクチン

(PPSV23)が 56.0%，20 価タンパク結合型ワク

チン(PCV20)は 56.0%，15 価タンパク結合型

ワクチン(PCV15)は 40.0%であった。

以前の研究も含めて本サーベイランスによ

って継続的にデータが蓄積されている。この

データは侵襲性細菌感染症の診療を続ける

上で極めて有用であり，その情報を地域の医

療現場だけでなく，社会にも還元することで，

ワクチン接種の意義を広く伝えることがで

きると考えられる。

7．宮城県における成人の侵襲性細菌感染症

肺炎球菌とインフルエンザ菌は成人の市中

肺炎の主要な原因菌であり，しばしば菌血症

を合併する．我々は，2013 年より宮城県にお

ける侵襲性肺炎球菌感染症（ invasive 

pneumococcal disease：IPD）と侵襲性インフ

ルエンザ菌感染症（invasive Haemophilus 

infeluenzae disease：IHD）について，宮城

県内の各病院の協力を得てサーベイランス

システムを構築し，患者情報収集と菌株の解

析を継続してきた．2016 年度からは IPD と

IHD に加えて，劇症型溶血性連鎖球菌感染症

（streptococcal toxic shock syndrome: 

STSS）と侵襲性髄膜炎菌感染症（invasive 

meningococcal disease: IMD）もサーベイラ

ンスの対象とした．2024 年（自 1 月 1 日，至

12 月 31 日）は，宮城県において 38 例の IPD

症例が報告された．その中で成人例は 32 例

であった．32 例のうち 21 例で患者情報を収

集し（2024 年 12 月 31 日現在，以下同じ），

菌株の解析を完了した．2024 年に宮城県で発

生したIPD症例由来の肺炎球菌の莢膜血清型

のワクチンのカバー率は，結合型 7 価ワクチ

ン（PCV7）0 %，結合型 13 価ワクチン（PCV13）

30.0%，多糖型 23 価ワクチン（PPSV23）45.0 %

であった．成人の IHD の報告は 2 例であり、

2 例とも菌株と患者調査票を収集した。成人

の STSS は 24 例が報告され，8 例の臨床情報

と菌株とが収集できた．2024 年は宮城県にお

いては IMD の報告はなかった．

8．新潟県における成人の侵襲性細菌感染症

新潟県内においては 2020 年度から侵襲性肺

炎球菌感染症の頻度が年々減少する状況が

あったが 2023 年になり発生数の増加がみら

れ 2024 年も継続して増加した。侵襲性イン

フルエンザ菌感染症も同様で発生数は増加

した。劇症型連鎖球菌感染症においては 2020

年においても有意な減少なくその後も年々

増加の傾向があり 2024 年は過去最高の報告

数であった。

2020 年からの新型コロナウイルス感染症の

広がりにともなう新しい生活様式（ユニバー

サルマスク、3 密回避等）の効果でヒトーヒ

ト間の飛沫感染を主たる感染経路にする感

染症が減少したものが5類移行の前くらいか

ら集会等以前の状況に近づいたことがこれ

らの感染症の発生動向に影響をあたえたと

考えている。肺炎球菌ワクチンの影響につい

ては非ワクチン株（NVT）による発生割合が

2024 年は減少している。コロナ禍で PPSV23



ないしPCVの接種が減少したことに起因する

のか他の地域のデータと合わせて慎重に検

討する必要がある。

9．三重県における成人の侵襲性細菌感染症

三重県在住者では、令和 6 年度は IPD 7 例、

IHD 3 例、STSS 23 例、IMD 1 例が集積され

た。今年度の IPD 莢膜型は 35B 型:2 例,3 型:2

例,m19A：1 例、23B：1 例、15A:1 例であった。

令和 5 年度と比較し、IPD は少なく、STSS は

多く検出された。侵襲性細菌感染症全体の発

生数は増加しており、今年度も COVID-19 に

対する感染対策の緩和が影響しているもの

と推察される。

10．奈良県における成人の侵襲性細菌感染症

奈良県内で微生物検査室を有する9医療機関

を対象に，成人の侵襲性肺炎球菌感染症

（IPD），侵襲性インフルエンザ菌感染症

（IHD），劇症型溶血性レンサ球菌感染症

（STSS）および侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）

の臨床情報および菌株を収集する体制を整

備した．IPD は 2024 年は NESID 届出件数 28

件で成人（18 歳以上）例 22 件のうち男性 14

件、女性 8件で平均年齢は 72.7歳であった。

回収された 6 株の肺炎球菌の血清型は 3 と

19A が 2 株、15B が 1 株、35B が 1 株であっ

た。IHD は 12 件、STSS は 19 件の届出があり、

IMD は届出がなかった。菌株の収集が遅れて

おり、引き続き症例および菌株の検討を継続

する予定である。

11．高知県における成人の侵襲性細菌感染症

令和 6 年 1 月から 12 月までの 12 か月間に

IPD は 19 例の届け出があった。血清型は 6 例

で判明した。その結果判明した前年度のワク

チンカバー率は 15.3%であった。IHD は 9 例

の届出があり、そのうち血清型が判明した 4

例は NTHi で 1 例が f あった。STSS は 7 例の

届出があり、うち 4 例は A 群溶血性連鎖球菌

(GAS)であった。期間内に IMD の届出はなか

った。IPD の件数は COVID-19 の流行以降減少

傾向であったが、感染対策の緩和に伴い増加

傾向であり、IHD についても増加傾向であっ

た。SSTS も他地域で増加傾向であった GAS の

頻度が増加している。COVID-19 への感染対策

の緩和の影響でこれらの侵襲性細菌感染症

の増加がみられている可能性があり、今後も

動向を注視していく必要があると考えられ

る。

12．福岡県における成人の侵襲性細菌感染症

福岡県の侵襲性細菌感染症患者より分離さ

れた肺炎球菌、インフルエンザ菌,

溶血性連鎖球菌および髄膜炎菌の収集、集積

を行い、菌株の細菌学的解析を行った。2024

年 4 月～2025 年 3 月の間に福岡県では 69 症

例（菌血症を伴う肺炎 48 例、菌血症を伴う髄

膜炎 7 例、その他の菌血症 17 例）より肺炎

球菌 69 株（血液由来 62 株、髄液由来 7 株）

が分離、集積された。肺炎球菌の優位な血清

型は 3（14 株）,19A（8 株）, 22F（5 株）で

あり、23 価肺炎球菌ワクチンのカバー率は

63.8%と上昇傾向であった。69 症例中 15 例

（21.7%）が早期に死亡していた。インフルエ

ンザ菌は 18 症例（菌血症を伴う肺炎 9 例、

菌血症 6 例）より 18 株分離され、血清型は

全て non-typeable であった。溶血性連鎖球

菌は劇症型溶血性レンサ球菌感染症 45 症例

より 45 株が分離され、Lancefield 血清型は

G 群 18 株、A 群 23 株、B群 4 株であった。



13．鹿児島県における成人の侵襲性細菌感染

症

2024 年 1 月～12 月の鹿児島県の成人侵襲性

肺炎球菌感染症（IPD）は 15 人みられ、髄膜

炎 3 人、菌血症 7 人、菌血症を伴う肺炎 5 人

だった。65歳以上のIPD患者は13人であり、

65 歳以上の人口 10 万人あたりの罹患率は

2.5 と 2023 年と同じであった。収集した 13

株の血清型は、PCV15・20／PPSV23 タイプ 5

株（3 型 3 株、19F 型 1 株、19A 型 1 株）、

PCV20／PPSV23 タイプ 4 株（10A 型 2 株、15B

型 2 株）、PPSV23 非含有タイプ 4 株（15A 型・

23A 型・23B 型・35B 型各 1 株）であった。侵

襲性インフルエンザ菌感染症は 5 人で 2023

年の 6 人から 1 人減少、劇症型溶血性レンサ

球菌感染症は 17人で 2023 年の 6人から大き

く増加した。侵襲性髄膜炎菌感染症はみられ

なかった。大腸菌については、2023 年 6 月～

2024 年 5 月 1 年間の鹿児島大学病院の大腸

菌尿路感染症患者における菌血症合併率が

17.6％（27/153）であった。

14．沖縄県における成人の侵襲性細菌感染症

（IPD）沖縄県で分離される肺炎球菌の血清

型は、15A、10A、19A 型が多く、近年は 35B も

増加傾向である。2024 年度のワクチンカバー

率は PPSV23、PCV20 で 44％、PCV15 が 11％と

2023 年と比較し、カバー率が低下していた。

（IHD）2024 年度は 11 例解析した。病型は大

多数で菌血症と肺炎の合併症であった。莢膜

型は全てで Non-typable であった。（STSS）。

2024 年は 22 例解析され、A 群 7 例、B 群 7

例、G 群 8 例だった。壊死性筋膜炎が 8 例で

みられていた。（IMD）2024 年度は 3 例解析

が行われた。血清型はY2例（血液から分離）、

B1 例（喀痰から分離）であった。血清型 B で

はキノロンに非感性であった。

IPD の肺炎球菌血清型は近年ワクチンに含ま

れていない 15A、35B が増加している。15A は

ペニシリンやカルバペネムに低感受性を示

すことが多く、感受性結果でもペニシリン非

感受性率やカルバペム非感性率が増加して

いる。今後の動向を注視したい。

新型コロナウイルス感染症流行が始まった

2020 年度以降、IPD、IHD、STSS とも報告数は

激減していたが 2022 年度以降報告数が増加

しており、2024 年度は IHD、STSS で法ウ国数

の増加が顕著であった。

2024 年度から沖縄県・衛生環境研究所関係

部署担当者と連携を強化し、菌株・調査票回

収耐性を強化体制の再整備を行った。

15．侵襲性肺炎球菌感染症の疫学情報解析

2013 年 4 月から 2024 年 12 月に研究班に登

録された、IPD 症例の記述と解析を行った。

登録数は 2020～22年の COVID-19パンデミッ

ク期間に減少したが、2023 年以降は増加傾向

にあり、2023 年は 222 例、2024 年は 269 例

であった。

2023～24 年登録例の原因血清型は、血清型

3(71例)、19A(44例)、35B(43例)、15A(42例)、

23A(41 例)の順に多く、血清型 3 は、2013～

2024 年の期間を通じて高い割合で推移した。

35B, 15A, 23A の検出割合は、本研究班開始

当初の 2013～16 年と比較して増加した。

15 歳以上の IPD 患者は、男性が女性よりやや

多く、65 歳以上の高齢者が約 7 割と大半を占

めた。基礎疾患に免疫不全を有する者の割合

は 2～3 割であり、病型別では肺炎が最も多

く約 6 割を占めた。これらの特徴は、PPSV23, 

PCV13, PCV20, PCV21 のそれぞれに含まれる

血清型による患者においても同様の結果で



あった。

16．侵襲性インフルエンザ菌感染症の疫学情

報解析

侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD）の疫学

情報の記述と解析を行った。感染症サーベイ

ランスシステム（NESID）において、全国にお

ける 15 歳以上の IHD の届出数は、COVID-19

流行後にIHDの新規発生数が大きく減少した

ことを示唆する傾向がみられ、研究班で収集

された症例数も同様の傾向であった。年齢・

性別・病型・基礎疾患等の基本属性、致命率

及び菌株における莢膜型やβ-lactamase 産

生については COVID-19 流行前後で、大きな

変化は見られなかった。また、米国と同様に、

日本においても妊娠出産年齢女性でIHDの報

告が一定程度あり、リスク因子の探索と対策

の構築が重要と考えられた。引き続き、研究

班で収集された情報や菌株の解析をするこ

とで、今後の IHD の発生動向を把握する必要

があると考えられた。

17．侵襲性髄膜炎菌感染症の強化サーベイラ

ンス

感染症発生動向調査に基づく国内の侵襲性

髄膜炎菌感染症（Invasive Meningococcal 

Disease: IMD）の報告数（図 1）は、報告の

対象となった 2013 年から 2019 年までは年

間 20～40 例程度であったが、2020 年の新型

コロナウイルス感染症（COVID-19）流行開始

後に減少した。しかし、2023 年の報告数は 21 

例と COVID-19 流行開始前の水準に戻り、

2024 年の報告数は過去最多の 66 例となっ

た。2022 年 1 月～2024 年 12 月の３年間に感

染症発生動向調査への届出があったIMDは95

例で、これらすべての症例が調査対象であり

調査票を管轄自治体に送った。そのうち有効

な回答が得られた症例は 74 例（回収率 78%）

であった。回答のあった症例のうち、男性：

47 例 64％＞女性：27 例 36％、年齢の中央

値は 53 歳（範囲：0-88 歳）、年齢分布は成

人（特に 40 歳以上）に多く小児や 10 代の割

合は少なく、発症 30 日以内の死亡例は 4 例

であった。菌株の血清群が検査され、情報を

得られた株数は 66 例であり、Y 群が最も多く

37 例（56%）次いで B 群 23 例（35％）とであ

った。基礎疾患をもつ症例は 37 例（50%）で

あった。70 例（95％）に入院歴（入院なしの

内訳は、死亡２例と不明２例）があり、26 例

（35％）が ICU に入室した。入院期間の中央

値は 13 日（範囲:0‐90 日）で後遺症を 7 例

（9％）に認めた。最も多い病型は菌血症で半

分を占め、髄膜炎との併発と併せて全体の

70％であった。髄膜炎のみは 26％であった。

共同生活ありの回答のうち寮・社会福祉施設

は 5%だった。発症前 1 か月以内のマスギャザ

リングへの参加歴は 12％で認められた。海外

渡航歴の例は少なく（4％）、MSM（Men who 

have Sex with Men）は認めていない。MCV4

接種者は 4％にとどまった。濃厚接触者に対

して予防内服実施との回答を得られたのは

47 例（64%）であった。

これらの結果や最近の耐性菌の出現傾向、ワ

クチンの変更などを考慮し、ガイドラインの

改訂を実施した。

18．劇症型溶血性レンサ球菌感染症の疫学

劇 症 型 溶 血 性 レ ン サ 球 菌 感 染 症

(Streptococcal toxic shock syndrome, 

STSS)について、STSS は感染症法の 5 類感染

症全数報告対象疾患であり、致命率も高く、

社会的に注目されている。新型コロナウイル



ス感染症流行後は、その発生動向が注目され

ている。また、これまでの疫学研究では、STSS

の疫学、特に菌種別の疫学的特徴について調

べられたものは少ない。本研究班では、感染

症発生動向調査事業では収集できない STSS

患者の疫学的情報を国内 10 道県の協力のも

と収集した。2016 年 9 月 14 日以降に診断さ

れ、2025 年 1 月 31 日までに 694 例の調査票

(第 1～3 版)を収集した。このうち、感染症発

生動向調査の届出基準を満たす症例 599 例、

菌種別の内訳は、S. pyogenes 223 例、S.

agalactiae 106 例、S. dysgalactiae subsp. 

equisimilis (SDSE) 266 例 、その他の菌種

4 例であった。また、そのうち転帰が判明し

ている症例492例を対象に死亡に関するリス

ク要因の検討を行った。

報告数について、S. pyogenes は、新型コロ

ナウイルス感染症流行開始後である 2020 年

以降減少していたが、2023 年 10 月以降増加

した。一方、S. agalactiae の報告数は、ほ

ぼ横ばい、SDSE の報告数は、やや増加傾向が

疑われた。またS. pyogenes、S. agalactiae、

SDSE の致命率はそれぞれ 50％、52％、59％で

あった。

死亡に関連したリスク因子としては、S. 

pyogenes では高齢、SDSE では高齢、施設長期

入所、要支援・介護であることが挙げられた。

19．成人侵襲性肺炎球菌感染症の罹患率の推

移とウイルス感染症の役割

成人 IPD サーベイランスにおいて、COVID-19

流行後(2023-24 年)の 65 歳以上の IPD 罹患

率(/ 10 万人)は 2023 年には 2.26,2024 年に

は 2.39 と再増加したが、未だパンデミック

前(2017-19 年)の罹患率 4.26 より低いレベ

ルであった。一方、感染症発生動向調査にお

いて、2024 年 12 月〜2025 年 1 月に高齢者の

IPD 報告数の急増が確認された。この所見は

COVID-19 パンデミック前の高齢者のインフ

ルエンザの流行とIPD患者報告との関連性の

評価から、高齢者の IPD 報告数が急増した原

因は、高齢者におけるインフルエンザ報告数

の増加と関連性があることが推察された。ま

た、成人 IPD 症例における COVID-19 の合併

例は 2020-22 年に 15 例(4%)、2023 年に 8 例

(5%)が報告された。それぞれの致命率は約

25％であり、COVID-19 の合併のない IPD 症例

の致命率（14〜21％）より高かった。

20．収集データを用いた数理モデルによる解

析

2024 年度は、2023 年度までに集約した疫学

データおよび知見をもとに、成人の侵襲性肺

炎球菌感染症（IPD）に対するワクチン接種プ

ログラムの費用対効果分析を進めた。

まず、2024 年 4 月の研究班会議において、

これまでに構築した数理モデルを活用し、小

児から成人への間接効果を考慮した暫定的

な費用対効果モデルの試算結果を提示した。

このモデルは、肺炎球菌の血清型分布や疾患

発生率、医療費、ワクチン接種率など、日本

の公的統計や先行研究のデータを用いて構

築されたものである。

提示した結果は、パラメータの設定により

費用対効果比が大きく変動することを示し

ており、今後の精緻な分析に向けて、より現

実的で信頼性の高いパラメータの選定が重

要であることが確認された。そのため、モデ

ルで使用する各種パラメータについて、日本

の実態に即した値を設定するため、以下の作

業を進めた。

 疾患負荷（発症率、重症化率、死亡率）



の再検討

 医療費（入院・外来費用）の最新デー

タへの更新

 ワクチン効果（直接効果・間接効果）

の文献レビューによる補強

また、費用対効果モデルの信頼性を高める

ために、感度分析を実施した。これにより、

各パラメータの変動が最終的な費用対効果

比にどの程度影響を与えるかを数値的に評

価し、政策決定における不確実性の幅を明ら

かにした。

加えて、医療費や転帰データの精度向上を

目指し、NDB（レセプト情報・特定健診等情報

データベース）の活用についても検討を行っ

た。2024 年度中に NDB データの一部を取得

し、IPD 患者の診療実態や医療資源の使用状

況について基礎的な把握を進めた。ただし、

これらのデータを費用対効果モデルに反映

するかについては、今後の分析状況や必要性

を踏まえて慎重に判断する方針である。

21．肺炎球菌分離株に対するワクチン免疫血

清の細菌学的免疫学的検討

肺炎球菌は肺炎の主な起炎菌であり、しばし

ば、菌血症や髄膜炎などの侵襲性肺炎球菌感

染症（invasive pneumococcal disease; IPD）

を引きおこす。肺炎球菌は菌体表層に存在す

る莢膜のポリサッカライドの違いにより、約

100 種類の血清型に分類される。現行の肺炎

球菌莢膜ポリサッカライドワクチンはカバ

ーする血清型に対する有効性が高いものの、

ワクチンに含まれない血清型によるIPDの増

加が懸念されている。本研究では、現行肺炎

球菌ワクチンの感染防御効果を多角的に解

析する目的で、細菌学・免疫学的観点から、

23 価肺炎球菌ポリサッカライドワクチン

（PPSV23）免疫血清を介した補体の沈着活性

を解析した。今年度は昨年度に引き続き、成

人 IPD 由来菌株を用いて、昨年度構築した方

法を用いて解析を行った。PPSV23 血清型のう

ち、成人 IPD 症例から分離された 20 血清型

の菌株を用いて解析を行った結果、一部の血

清型の菌株を除いて、多くの血清型の菌株に

て PPSV23免疫血清による補体 C3沈着の増加

を認めた。今後も細菌学的・免疫学的観点か

ら、現行肺炎球菌ワクチンの感染防御効果を

明らかにしたい。

22．侵襲性 A 群溶血性レンサ球菌感染症サー

ベイランス研究

国内の溶血性レンサ球菌感染症は、感染症発

生動向調査により5類全数把握疾患である劇

症 型 溶 血 性 レ ン サ 球 菌 感 染 症

（streptococcal toxic shock syndrome: 

STSS）と、小児科定点把握疾患である A 群溶

血性レンサ球菌（GAS）咽頭炎にて、サーベイ

ランスが実施されている。2023 年秋頃より

GAS による STSS 症例の届出数、GAS 咽頭炎の

小児科定点当たり報告数が増加し、従来株よ

り病原性や伝播性が高いとされる S. 

pyogenes M1UK lineage の関東地方での集積

が国内で初めて確認された。一方海外では、

通常無菌的部位からのGASの検出を症例定義

とした侵襲性 A 群溶血性レンサ球菌感染症

（iGAS）の届出数増加が報告されているが、

海外での症例定義は我が国と異なるため、国

内外の届け出数を単純に比較することが難

しい。

本研究は、国内での実態がわかっていない

iGAS の疫学を明らかにすることを目的にし

ている。協力機関における iGAS 症例の疫学・

臨床情報と分離株を収集し、疫学的・細菌学



的解析結果から症例の疫学的特徴について

検討した。また、検査会社の協力を得て、非

侵襲性検体由来菌株についても収集し、細菌

学的解析を実施した。

非侵襲性検体由来菌株（30 都道県、198 株）

の収集結果から、iGAS 分離株の emm1 型の分

布と、STSS の分布に関連性はみられなかった。

また、非侵襲性感染と STSS 分離株ともに多

い型もあれば、非侵襲性感染では多いが STSS

分離株では少ない型が存在した。GAS 症例の

なかで emm1 型における M1UK lineage が占め

る割合は高かった。一方、菌株の検査結果と

質問紙票の両者が収集できたのは２症例で、

ともに emm1 型の M1UK lineage であった。こ

れらのことから、M1UK lineage が全国的に拡

大している可能性が示唆された。

今回、研究期間が短く、十分な症例数を集め

ることは難しかったため、iGAS の実態把握に

つながる知見を見出すことはできなかった。

国内における近年の GAS による STSS 症例の

届出数の増加傾向を鑑みると、iGAS 症例に関

する情報収集の基盤を構築し、継続した調査

を行っていくことは、引き続き重要な課題で

あると考える。

D. 考察

2024 年度は、前年度に新型コロナウイルス

感染症が 5 類感染症へと移行し、その流行時

の感染対策が緩和されたことに起因すると

想像される他の感染症発生が目につく状況

となってきた。

日本では PPSV23 が 1988 年に薬事承認

され、2014 年 10 月から B 類疾病として

65 歳以上の成人対象に定期接種が始まった。

また、PCV13、PCV15、PCV20 の 65 歳以上の

成人への適応も相次ぎ承認された。本研究の

複数地域における成人肺炎球菌髄膜炎の疫

学調査は、PPSV23 が定期接種の対象になる

前後の期間を含む形で 2013 年に始まった

ため、PPSV23 の直接効果および小児のPCVに

よる間接効果をリアルタイム、かつ正確に反

映することが期待されている。本研究班の調

査結果では、成人の髄膜炎の原因菌の 38.6% 

は PRSP であった。また、これら PRSP の

87.9%は PPSV23 非含有血清型であった。今

後、PRSP による髄膜炎の罹患率の変動が懸

念され、継続的な観測が必要である。さらに、

88.5%の分離菌はエリスロマイシン耐性であ

り、懸念すべきことである。一方、すべての

髄膜炎由来株はバンコマイシンに感受性を

示したことから、PRSP による髄膜炎の治療

に有用であることが示唆される。分離された

肺炎球菌株血清型のうち血清型 3 は、2022 年

を除く全ての年で最も多く検出された。血清

型 3 は、65 歳以上の成人等を対象とした定期

接種ワクチン(PPSV23)、65 歳以上の成人を含

むハイリスク者を対象とした任意接種ワク

チン(PCV13, PCV15, PCV20)、小児の定期接

種ワクチン(PCV13, PCV15, PCV20)のいずれ

にも既に含まれている血清型であり、対応法

について更に検討する必要がある。また 2023

～24 年の 35B, 15A, 23A の検出割合は、研究

開始当初の2013～16年と比較して増加した。

これらの血清型は、これまで国内で使用され

てきた肺炎球菌ワクチンには含まれない。成

人に特化して設計された PCV21 は、これら 3

種の血清型を含む。PCV21 は、日本国内にお

ける製造販売承認申請中であり、PCV21 導入

後の肺炎球菌血清型の動向が注目される。

侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株の多

くは莢膜を持たない NTHi であり、これまで



の成人における侵襲性感染症由来インフル

エンザ菌株の傾向と変わらなかったが、2024

年は本研究班での調査開始以降初めてa型株

が分離された。BLNAR および BLPAR を合わせ

た ABPC 耐性株の割合は 52.7%であり、これま

での傾向と同様でえあった。レボフロキサシ

ンやクラリスロマイシン耐性率は高くはな

いが、今後注視していく必要が考えられた。

IHD の届け出数は 2020 年から 2022 年まで

は減少したが、2023 年以降、再増加した。IHD

の届出数は 2019 年に比べて 2020 年は 53.4%

減少したが、厚生労働省院内感染対策サーベ

イランス事業（JANIS）における全国の血液培

養検査数は、2019 年に比べて 2020 年は 7.4%

の減少にとどまっているとされ(Kajihara T, 

et al. J Infect. 2024; 89: 106201)、検査

数の減少に比べて届出数は大きく減少して

いた。また、報告数は少ないものの、15-49 歳

では妊娠に関連した症例が報告されており、

流産または死産となった症例も報告されて

いた。2008年から2019年にかけて米国では、

無莢膜型 IHD を発症した妊娠出産年齢（15-

44 歳）の女性 400 人中 105 人（27.0%）が妊

娠または産後１か月以内に診断され、死亡例

はいなかったものの、うち 52 人（54.7%）が

流産または死産となったと報告されており

(Sara SE, et al. Clin Infect Dis. 2023; 

76: 1889)、日本においても同様に注意すべ

きグループであると考えられ、今後、これら

に着目した解析が必要である。

侵襲性髄膜炎菌感染症では、本年度も IMD

株及び non-IMD 株の収集を積極的に遂行し、

本年度は IMD 株の血清学的及び分子疫学的

解析、薬剤感受性試験を実施した。

COVID-19 パンデミックの 2020〜2021 年

度は IMD 株の解析数はわずか 5 株のみであ

ったが、2022 年度は 8 株、2023 年度は 18

株、そして本年度は 61 株と大幅に増加し、

明らかに COVID-19 収束後の IMD 拡大が確

認される結果となったと考えられた。地方

自治体別では大阪が最も多く、次いで東京

という結果となったが、IMD 症例の報告数

は東京が最も多く、すなわち東京都におけ

る IMD 起炎菌株の回収率が芳しくないこと

に起因している。IMD 報告数は人口に比例

して増加する傾向が認められ、人口の多い

自治体では IMD 症例数も多い。しかし、大

阪を除いた、比較的人口の多い自治体にお

ける IMD 起炎菌株の回収率は芳しくない傾

向が認められ、国内の IMD の全貌をより詳

細に解明するには、地方自治体の衛研に依

存した形の起炎菌株の回収方法を再検討す

る必要性が考えられた。日本国内の IMD の

起因菌の内訳は、IMD 報告数の激増にも関

わらず、昨年度同様に ST-2057 及び ST-1655

という、日本での主要な B 群及び Y 群の髄

膜炎菌株が多くを占めることが明らかとな

った。この結果から IMD 報告数の激増はイ

ンバウンド増加による海外由来株の流入に

一義的には起因しない可能性が示唆された。

一方で、B 群 ST-1572 及び ST-11110、Y 群

ST-1466、ST-3587、ST-767 といったコロナ

禍前まで 30年以上日本国内で検出されてこ

なかった遺伝子型に分類される髄膜炎菌株

も検出された。この結果から、COVID-19 収

束後の IMD 拡大は海外流入株にも起因する

可能性が明らかとなった。特に、ST-1466 株

はアメリカ CDC の報告によると、アメリカ

でも IMD 起因菌株や性感染症起炎菌株とし

てその分離数が増加していることが報告さ

れており、ST-1466 株の日本国内での増加は



世界的な傾向を反映したものだと推測され

た。また、 ST-3587 株は染色体上に -

lactamase 遺伝子を保持する -lactamase 産

生株であり、PCG を含む -lactam 剤に対し

て高度の耐性を示した。ST-3587 髄膜炎菌株

は 2018 年にフランスで初めて検出され、そ

の後欧米で広く分離報告があるがアジア圏

では検出されてこなかった。しかし、2024 年

に日本国内で 2 例の IMD 起炎菌株として分

離されたことから、-lactamase 産生 ST-

3567 髄膜炎菌株がアジア圏まで拡がってい

ることが示された。また、日本国内では

PCG は IMD 治療薬及び予防内服薬の第一

選択薬ではないが、髄膜炎菌の薬剤感受性

試験が終了した症例に対して治療や退院後

の予後においての処方例があり、ST-3587 

髄膜炎菌株の出現は国内における IMD 対

策において依然憂慮すべきであると考えら

れた。2023 年 5 月に感染症法において

COVID-19 が 5 類相当に変更され、インバン

ド増加に伴う IMD 増加も予想された。2023

年度の IMD 起炎菌株としては ST-2057 及び

ST-1655 髄膜炎菌株が大多数であったため、

インバウンド増加の影響は少ないと考えら

れた。しかし、2024 年度は ST-2057 及び ST-

1655 髄膜炎菌株が大多数という 2023 年度

の傾向が認められる一方で、海外流入株が

増加している傾向も認められた。日本では

2025 年 4 月に大阪関西万博が開催され、更

なる海外株の流入の可能性も十分に予想さ

れる。今後も引き続き IMD 起因菌株の解析

を遂行する必要があると考えられた。IMD

における疫学的解析では 2022 年 1 月～2024

年 12 月の３年間の IMD 強化サーベイラン

スの結果をまとめた。感染症発生動向調査

に報告された症例のうち約８割で詳細な情

報が収集された。海外からの報告と比較し、

国内の IMD の疫学は小児や 10 代の症例割

合が低く、一方高齢者の占める割合は高い

という特徴はこれまでの本邦の報告と同様

であった。一方、血清型については Y 群の

割合が最も高いが、現在国内で使用できる

ワクチンでは予防できない B 群が 3 割 5 分

程度存在し、その割合はこれまでの報告よ

り高かった。諸外国の IMD の報告に比べて、

IMD のハイリスクである複数人数との生活

形態をとっている割合が多いという点では

共通していたが、学生寮などの集団での生

活形態であった人は少なく、家族との同居

が多かった。一方、無脾症、補体欠損症、HIV

感染症などの基礎疾患を持つ患者や、マス

ギャザリングへの参加、MSM といった海外

からの報告で多く認められる IMD のハイリ

スク因子を有している患者は少なかった。

しかし、2025 年４月に日本国際博覧会（大

阪・関西万博）を控え今後海外から国内への

人の流入が増加することが予想される。万

博に向けての感染症リスク評価においても

IMD は大会に関連した集団発生、大規模事

例かつ重症度の高い症例の発生が懸念され

ることから注意すべき感染症として挙げら

れている。日本において４価（A,C,Y,W）の

髄膜炎菌ワクチンは承認されているものの、

血清群 B をカバーするワクチンは承認され

ていない。現状、血清群 B 群は Y 群に続い

て 2 番目に割合が高く、以前よりその割合

は増加している。血清群 B 群による事例が

発生した際の迅速な公衆衛生対応の一環と

して血清群 B を含むワクチンが使用可能と

なるよう国内での承認が待たれる。

2024 年度の劇症型溶血性レンサ球菌感染症



由来株解析においては、劇症型溶血性レンサ

球菌感染症由来のＡ群レンサ球菌は emm1 型

が、Ｇ群レンサ球菌は stG485 型が最も多か

った。それぞれの emm 型について道県別にみ

ると、特定の道県で分離されておらず、特定

の遺伝子型が特定の県で増えていなかった。

疫学的な解析においては、今年度研究として

感染症発生動向調査届出条件をみたす STSS

について、菌種別の疫学的特徴と、転帰の違

いによる疫学的特徴について引き続き検討

を行った。感染症発生動向調査届出基準を満

たす症例は 599 例、かつ転帰が判明している

症例は 492 例(2016 年 9月-2025 年 1月)であ

った。全体の致命率は 54.7%であり、S. 

pyogenes、S. agalactiae、SDSE では、それ

ぞれ 50％、52％、59％であった。報告数は、

特に S. pyogenes で、新型コロナウイルス感

染症流行開始後である 2020 年以降の減少傾

向であったが、2023 年 10 月以降増加した。

届出に必要な症状では、ショック症状、腎不

全、DIC、軟部組織炎が多いが、S. agalactiae

は、軟部組織炎が他の菌種に比べて少なかっ

た。症状と転帰の関連では、腎不全、肝不全、

中枢神経症状、急性呼吸窮迫症候群がある者

が死亡する傾向、軟部組織炎のある者で死亡

が減少する傾向を認めた。属性と転帰との関

連では、高齢、施設長期入所、要支援・介護

に該当する者が死亡する傾向が認められた。

基礎疾患と転帰との関連では、リンパ浮腫を

含む四肢浮腫のある者で死亡が減少する傾

向を認めた。また今年度は追加研究課題とし

て、侵襲性 A 群溶血性レンサ球菌感染症の実

態把握のための研究を実施した。本研究では、

無菌的検体からGASが分離された症例につい

て、菌株解析と質問紙票を用いて情報収集を

行い、症例の疫学的特徴について検討した。

また、比較対象として非侵襲性検体由来菌株

についても収集し、細菌学的解析を実施した。

非侵襲性検体由来菌株の収集結果から、iGAS

分離株の emm 型の分布と、STSS の分布に関連

性はみられなかった。また、非侵襲性感染と

STSS 分離株ともに多い型もあれば、非侵襲性

感染では多いが STSS 分離株では少ない型が

存在した。GAS 症例のなかで emm1 型における

M1UK lineage が占める割合は高かった。一方、

菌株の検査結果と質問紙票ともに収集でき

た症例は 2 例のみだったため、疫学的解析を

実施するには、症例数が不十分だった。しか

し、ともに emm1 型の M1UK lineage であり、

上述の結果も踏まえると、M1UK lineage が全

国的に拡大している可能性が示唆された。こ

の研究は、年度途中の開始となり、症例数を

十分に集めることはできなかったため、研究

の限界として、症例を記述的にまとめた結果

にとどまり、iGAS の疫学を検討するに至らな

かったことが挙げられ、継続した解析が望ま

れる。

侵襲性肺炎球菌感染症例におけるウイルス

感染症の影響を検討したところ、わが国の成

人IPDの罹患率がパンデミック中と比較して、

2023 年、2024 年と増加した。特に 65 歳以上

ではその変化は明確であった。2023 年 5 月に

は COVID-19 は 2 類相当の全数把握疾患から

5 類定点把握疾患に引き下げとなったことで

COVID-19 封じ込め対策は緩和された。この対

策緩和は 2023 年、2024 年の 65 歳以上の IPD

罹患率の増加に関与した推察される。さらに、

パンデミック期間中に減少していたインフ

ルエンザ後の IPD 発症の割合が、パンデミッ

ク後には有意に増加していたことが明らか

となった。この所見は、2023 年、2024 年の 65



歳以上のIPDの再増加にインフルエンザの二

次感染が関与したことを示唆している。また、

2024 年の 65 歳以上の IPD 増加が限定的であ

った理由としては、2023/24 のインフルエン

ザシーズンにおける 65 歳以上のインフルエ

ンザ罹患割合が少なかったこと等が一因と

推察される。一方、2024-25 年のインルエン

ザシーズンにおいて、高齢者の報告数が増加

したことが今回の顕著なIPDの報告の増加が

感染症発生動向として確認された。

本研究で収集データを用いた数理モデルに

よる肺炎球菌ワクチンの費用対効果分析で

は、パラメータの設定により費用対効果比が

大きく変動することを示しており、また費用

対効果モデルの信頼性を高めるために、感度

分析を実施した。これにより、各パラメータ

の変動が最終的な費用対効果比にどの程度

影響を与えるかを数値的に評価し、政策決定

における不確実性の幅を明らかにした。

本研究で分離された侵襲性肺炎球菌感染症

由来株に対する免疫学的解析では、現行肺炎

球菌ワクチンの感染防御効果を多角的に解

析する目的で、細菌学・免疫学的観点から、

PPSV23 免疫血清を介した補体の沈着活性を

解析した。昨年度に引き続き、成人 IPD 由来

の PPSV23 血清型の菌株に対する、PPSV23 免

疫血清を介する補体沈着活性を解析した。今

年度は昨年度、補体沈着活性の増強作用を認

めなかった菌株についての再評価を行った。

その結果、血清型 3 や 23F などの菌株では、

PPSV23 免疫血清を介する補体 C3 沈着の増強

効果を認めた。一方で、血清型 7F の菌株やそ

の他、ごく一部の菌株では、PPSV23 免疫血清

を介する補体沈着の増強作用が認められず、

PPSV23 免疫血清存在下で、むしろ補体沈着活

性が低下した。PPSV23 免疫血清非存在下にお

いても、菌株への補体沈着が高いことが、そ

のような結果をもたらしたと考えられる。

E. 結論

前年度に引き続き、コロナ禍において報

告数の減少がみられた侵襲性細菌感染症が

コロナ収束とともに増加へ転じている様子

が確認された。コロナ禍前後における侵襲

性細菌感染症の変化についてより詳細を解

析し実態を明らかにすることが可能となっ

た。現行ワクチンが有効でない肺炎球菌血

清型や、日本に導入されていない髄膜炎菌

血清群 B に対するワクチン、非常に重症な

劇症型溶血性レンサ球菌感染症に対するワ

クチンなど、今後の開発を検討する結果が

得られている。一方で有効性や導入後の費

用対効果の観点からの議論、ワクチンに頼

らない感染予防ガイドラインの策定等、多

岐に渡る感染対策を考案する上で、基礎デ

ータとなる病原体情報を含む詳細な感染症

サーベイランスを引き続き進めることが重

要である。
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分担研究報告書

2024年の10道県における劇症型溶血性レンサ球菌感染症患者分離株の遺伝子型の分布

研究分担者 池辺 忠義 国立感染症研究所 細菌第一部

Ａ．研究目的
       劇症型溶血性レンサ球菌感染症は、発病からの病状の進行が急激かつ劇的で、死に
至る可能性の高いことが知られている｡その主な原因菌は、β溶血性レンサ球菌であり、小児
に咽頭炎などを引き起こすありふれた病原体である。近年、劇症型溶血性レンサ球菌感染症の
報告数が増加している。しかしながら、どのような菌種でどのような型が流行しているか明ら
かでない。そこで、本研究では、１０道県における劇症型溶血性レンサ球菌感染症に注目し、
劇症型溶血性レンサ球菌感染症由来株の型別を行うことを目的とした。

Ｂ．研究方法
  １．生物材料と培養方法
劇症型溶血性レンサ球菌感染症患者分離株が、１０道県より集められた。劇症型溶血性レンサ
球菌感染症の診断基準は、Working Group on Severe Streptococcal Infections (1993) Def
ining the group A streptococcal toxic shock syndrome. JAMA 269:390–391.に基づいて定
められた感染症法の診断基準に従った。溶血性レンサ球菌の生育には、固形培地としてコロン
ビア５％羊血液寒天培地（Becton Dickinson）を使用した。
２．ゲノムＤＮＡの調製
血液寒天培地に塗末した菌を90µLのＴＥ(pH8.0)に懸だく後、mutanolysin (Sigma)を添加し、
３７℃で１時間処理した後、ＤＮＡ精製キットを用いて精製した。
３．emm遺伝子型別
アメリカCDCのホームページの方法に従い、primer 1（TATT（C/G）GCTTAGAAAATTAA）、prime
r 2（GCAAGTTCTTCAGCTTGTTT）を用いて、PCRによりemm遺伝子を増幅する。得られたPCR産物を
High Pure PCR Product purification kit (Roche)を用いて精製し、emm seq2 (TATTCGCTTAG
AAAATTAAAAACAGG)プライマーを用いてシーケンス反応を行い、sephadex G-50を用いて精製後、
塩基配列を決定した。決定した塩基配列をBlast-emm検索サイト（http://www.cdc.gov/ncido
d/biotech/strep/strepblast.htm）に必要事項を入力ご送信し、emm遺伝子型を決定した。
（倫理面への配慮）
Helsinki宣言に法り、患者の尊厳を守り、症例記録票では患者氏名は連結可能匿名化するため、
プライバシーは保護される。患者情報については診療録から匿名化して情報を抽出し、解析お
よび発表において個々の患者が同定されることはないため、患者に対する不利益は無い。また、
インフォームドコンセントの必要性は該当しない。

Ｃ．研究結果
１．１０道県から分離された劇症型溶血性レンサ球菌感染症患者分離株の群別

２０２４年に１０道県から劇症型溶血性レンサ球菌感染症の患者由来株３０７株を収集した。
道県別では、北海道６２株、山形県２０株、宮城県２１株、新潟県４４株、三重県３４株、奈
良県６株、高知県１株、福岡県６８株、鹿児島県１５株、沖縄県３６株であった。そのうちＡ
群レンサ球菌によるものが１６９株、Ｇ群レンサ球菌によるものが９９株、Ｂ群レンサ球菌に
よるものが３９株であった（表１）。

２．Ａ群レンサ球菌のemm遺伝子型
Ａ群レンサ球菌のemm遺伝子型を決定した。その結果、最も多い型はemm1型で１０２株, 次い
でemm12型が１６株、emm49型が１５株、emm89型が１４株であった。
３．Ｇ群レンサ球菌のemm遺伝子型
Ｇ群レンサ球菌のemm遺伝子型を決定した。その結果、最も多い型はstG485が３０株、次いで
stG6792で２２株であった。
４．Ｂ群レンサ球菌の血清型
Ｂ群レンサ球菌の血清型を決定した。その結果、最も多い型はIb型１２株、次いでIa型とV型
７株であった。

Ｄ．考察
劇症型溶血性レンサ球菌感染症由来のＡ群レンサ球菌はemm1型が、Ｇ群レンサ球菌はstG48



5型が最も多かった。それぞれのemm型について道県別にみると、特定の道県で分離されておら
ず、特定の遺伝子型が特定の県で増えていなかった。

Ｅ．結論
・１０道県で３０７症例の劇症型溶血性レンサ球菌感染症由来株を収集した。
・特定の遺伝子型が特定の県で増えている傾向は見られなかった。
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表１．2023年に10道県で分離された劇症型レンサ球菌感染症患者分離株

A群 B群 G群 計

北海道 39 6 17 62

山形県 6 1 13 20

宮城県 13 1 7 21

新潟県 21 4 19 44

三重県 16 6 12 34

奈良県 6 0 0 6

高知県 1 0 0 1

福岡県 37 12 19 68

鹿児島県 10 3 2 15

沖縄県 20 6 10 36

計 169 39 99 307
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成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

侵襲性髄膜炎菌感染症起炎菌の細菌学的解析

R6（2024）年度国内で分離された髄膜炎菌の

血清学的及び分子疫学的解析、薬剤感受性試験

研究分担者 高橋英之 国立感染症研究所 潜在感染研究部（細菌第一部併任） 室長

研究要旨

日本における侵襲性髄膜炎菌感染症の実態に関しては不明な点が多い。本研究では

10 道県（北海道、宮城、山形、新潟、三重、奈良、高知、福岡、鹿児島、沖縄）の

みならず全国における侵襲性髄膜炎菌感染症 (IMD) のサーベイランスネットワー

クの拡大を図り、IMD の原因菌 (IMD 株) の積極的収集とその血清学的及び分子疫

学的解析を試みた。また、性感染症由来株や健康保菌者由来株といった、IMD 由来

ではない (non-IMD) 株の解析も実施した。

Ａ．研究目的

侵 襲 性 髄 膜 炎 菌 感 染 症 (Invasive 

meningococcal Diseases : IMD) は海外において

はヒトーヒト感染による集団感染事例が多く

報告され、致命率が他の感染症に比べて高いた

め、危険視されている。一方で日本では、

COVID-19 流行前は年間 40 例程度の稀少感染

症となっており、COVID-19 流行期においては

年間数例にまで激減した。しかし、コロナ禍明

けの 2022 年から徐々に増加し、今年度はほぼ

コロナ禍前と同じ水準に達した。しかし、その

増加がインバウンド増加に伴う海外流入株に

起因するのか、国内での人の流動増加によるの

かは不明であった。

そこで、本研究においては国立感染症研究所

実地疫学研究センターの福住宗久博士と共同

で、感染症法で 5 類の全数報告となっている

NESID に報告された IMD の把握と、その原因

株の収集及びその血清学的及分子疫学的解析

を行ない、IMD の疫学情報及びその原因菌の情

報を統合させた IMD のサーベイランシステム

の構築を試みた。分担研究者は国内髄膜炎菌株

の収集を実施し、IMD 起炎菌の血清学的及分子

疫学的解析を実施した。

B. 研究方法

1） 菌株の収集

各 10 道県のみならず全国の同県衛生研

究所、保健所の協力を得て菌株を血液寒天

培地・常温で国立感染症研究所の方へ輸送

する手配を行なった。

2) 菌の生育方法
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輸送された髄膜炎菌は直ちにGC寒天培地

に塗布後、37℃、5% CO2 条件下で一晩培養

した。蘇生培養された菌は凍結保存し、一部

を解析に用いた。

3) 菌体の処理(DNA サンプルの調製)

プレート上の菌体 1l loop 分を 100 l の

TE に懸濁した。そこから DNA の抽出は

DNeasy Blood & Tissue Kit (QIAGEN)を用い

て添付プロトコール通り行い、200 l の AE

で溶出後、精製後 A260 にて濃度測定を行な

い、実験に供した。

4）血清群型別

a）ＰＣＲ反応液の調製

以下の表に従って 6 本の PCR 反応液を調製

する。

鋳型 DNA       0.25l

10 x ExTaq buffer 2.5 l

2.5mM dNTPs     2 l

primers-1 (100M) 0.25 l 表 1

      primers-2 (100M) 0.25 l 参照

ExTaq polymerase 0.25 l

H2O             19.5 l

b) PCR 反応

PCR Thermal Cycler Veriti (Applied Biosystems) 

を用いて以下のプロトコールに従って PCR

反応を行なった。

94℃×3min.

55℃×30sec.     2 cycles

72℃×20sec.

↓

94℃×40sec.

55℃×30sec.35 cycles

72℃×20sec.

↓

72℃×10min.

c) 結果の確認

10 l の 40% glycerol-dye を加えた後、そ

の反応液 5 l を 2 % アガロースゲル

(~0.001％ RedSafe を含む)で 100 V で 30 

分電気泳動し、短波長 LED 照射条件下で

結果を確認した。

5) 髄膜炎菌の遺伝子型同定

検査方法

a）sequence 鋳型 DNA の調製

1. 前項「髄膜炎菌の血清型同定- PCR 法-鋳

型 DNA の調製」で調製した染色体 DNA を

鋳型 DNA として用いて以下の表に従って

7 本の PCR 反応液を調製した。

鋳型 DNA       0.25l

10 X ExTaq buffer 2.5 l

2.5mM dNTPs     2 l

primers-1 (100 M) 0.25l 表 2

      primers-2 (100 M) 0.25 l 参照

ExTaq polymerase 0.25 l

H2O             19.5 l

b) PCR 反応

PCR Thermal Cycler Veriti (Applied Biosystems)

を用いて以下のプロトコールに従って PCR

反応を行なった。

ア）abcZ, adk, fumC, gdh

94℃×4 分
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94℃×30 秒

60℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

58℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

56℃×1 分 20 サイクル

72℃×1 分

4℃

イ）aroE, pdhE, pgm

94℃×4 分

94℃×30 秒

70℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

68℃×1 分 5 サイクル

72℃×1 分

94℃×30 秒

66℃×1 分 20 サイクル

72℃×1 分

4℃

c) PCR 産物の精製

Fast Gene Gel / PCR Extraction Kit （日本ジ

ェネテックス）を用いて精製し、シークエ

ンス用の鋳型 DNA 25 l を調製した。

d) Sequence reaction

以下の表に従って 14 本の PCR 反応液を調製

した。

鋳型 DNA       2 l

primer (4M)    1 l     

(表 3 に示すプライマーに対応)

BigDye v3.1 4 l

H20 4 l

94℃×4 分

94℃×20 秒

50℃×30 秒 30 サイクル

60℃×4 分

反応物 (〜10 l) は Sephadex G50 によって

精製し、10 l の Formaldehyde を混和し、

100 ℃で 2 分インキュベーション後、すぐに

氷冷した。Applied Biosystem 3500 Genetic 

Analyzer に供して塩基配列を解読した。

e) Sequence の解析

得られた DNA の塩基配列を DNA 塩基配列ソ

フト、GENETYX-MAC (Genetyx)によって塩基

配列を解析し、以下の入力配列領域を用いて

最終確認した。

abcZ 433 bp

adk 465 bp

aroE 490 bp

fumC 465 bp

gdh 501 bp

pdhC 480 bp

pgm 450 bp

さらには、Multi locus sequence typing (MLST)

を行なうために英国オックスフォード大学の

ホームページに設置されるサイト、

http://mlst.zoo.ox.ac.uk./ にアクセスし、7 つの

遺伝子座についてそれぞれの allele ナンバーを

同定後、別ページに再度アクセスし、それら

のナンバーを入力して遺伝子型 (Sequence 

Type : ST) を同定した。
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6）薬剤感受性試験

GC 寒天培地で一晩培養した新鮮培養菌

を 4 mL P B S に懸濁し、OD600 が 0.25 にな

るように調製した。その菌懸濁液に滅菌ス

ワブを浸し、過剰な水分は内壁に押し付け

て除去した後に、血液加ミューラーヒント

ン寒天培地（日本 BD）の表面全体にシャ

ーレを 60 度ずつ回転させながらムラなく 3

回塗布し（下図を参照）、培地表面が乾い

たのを確認して E-test ストリップ（ビオメ

リュー）を置いた。その寒天培地を 37℃、

5％CO2）で約 24h 培養後、阻止帯から MIC

値を読み取った。各抗菌薬 MIC 値は、

European Committee on Antimicrobial 

Susceptibility Testing (EUCAST) の clinical 

breakpoints を基に感性・耐性を判定した。

C. 研究結果

2020年からCOVID-19の影響により激減して

いた国内の IMD 症例も 2023 年度は増加傾向に

あり、その起炎菌株の回収数も大幅に増加し、

本年度は 61 症例の IMD 起炎菌株（IMD 株）を

回収し、解析した（図 1）。分離株の自治体別

回収数は大阪府が最も多く、次いで東京であっ

た（図 2）。

それらの IMD 株の血清学的及び分子疫学的

解析を実施した。血清学的解析の結果は Y ；

43 株（70%）、B ；15 株（24％）、W ；2 株

（3％）、C；1 株（1％）であった（図 3）。分

子疫学的解析の結果、血清群 B は ST-2057 (ST-

2057 complex) が 10 株、ST-34, ST-687、ST-485、

ST-1572、ST-11110 が一株ずつであった（図 4、

表 4）。一方、血清群 Y は ST-1655 (ST-23 

complex) が 10 株、ST-1466 が 8 株、ST-3857 株

が 2 株、ST-767 が 1 株であった (図 4、表 4）。

残りの ST-11 は血清群 C の 1 株、血清群 W の

株 21 株の合計 3 株であった (図 4、表 4)。ま

た、薬剤感受性試験（全ての結果の表示は省略）

の結果、血清群 Y の ST-3587 株がペニシリン

G (PCG) に対して 32g/ml の高度耐性を示し

た為（図 5）、さらに解析を進めた。その結果、

複数種の -lactam 剤に耐性を示し、その阻害

剤であるスルバクタム及びクラブラン酸によ

ってその耐性が軽減された（図 5）。一方で、

第三セフェム系には感受性を示した。更に

Whole genome sequence を解読し、海外分離 ST-

3587 株と比較した結果、東京株 NIID927（20024

年 6 月分離）と滋賀株 NIID946（2024 年 12 月

分離)の 2 株と同一の海外株は認められず、

NIID927 と NIID946 も同一株でないことが明

らかとなった（図 6）。

D. 考察

本年度も IMD 株及び non-IMD 株の収集を積

極的に遂行し、本年度は IMD 株の血清学的及

び分子疫学的解析、薬剤感受性試験（一部の結

果は未掲載）を実施した。

COVID-19パンデミックの 2020〜2021年度は

IMD 株の解析数はわずか 5 株のみであったが、

2022 年度は 8 株、2023 年度は 18 株、そして本

年度は 61 株と大幅に増加し（図 1）、明らかに

COVID-19 収束後の IMD 拡大が確認される結

果となったと考えられた。地方自治体別では大

阪が最も多く、次いで東京という結果となった

（図 2）が、IMD 症例の報告数は東京が最も多
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く、すなわち東京都における IMD 起炎菌株の

回収率が芳しくないことに起因し、図 2 のよう

な結果となった。IMD 報告数は人口に比例して

増加する傾向が認められ、人口の多い自治体で

は IMD 症例数も多い（IMD 疫学チーム報告書

参照）。しかし、大阪を除いた、比較的人口の

多い自治体における IMD 起炎菌株の回収率は

芳しくない傾向が認められ、国内の IMD の全

貌をより詳細に解明するには、地方自治体の衛

研に依存した形の起炎菌株の回収方法を再検

討する必要性が考えられた。

日本国内の IMD の起炎菌の内訳は、IMD 報

告数の激増にも関わらず、昨年度同様に ST-

2057 及び ST-1655 という、日本での主要な B

群及び Y 群の髄膜炎菌株が多くを占めること

が明らかとなった。この結果から MD 報告数の

激増はインバウンド増加による海外由来株の

流入に一義的には起因しない可能性が示唆さ

れた。一方で、B 群 ST-1572 及び ST-11110、Y

群 ST-1466、ST-3587、ST-767 といったコロナ

禍前まで 30 年以上日本国内で検出されてこな

かった遺伝子型に分類される髄膜炎菌株も検

出された（表 4）。この結果から、COVID-19 収

束後の IMD 拡大は海外流入株も起因すること

が明らかとなった。特に、ST-1466 株はアメリ

カ CDC の報告によると、アメリカでも IMD 起

炎菌株や性感染症起炎菌株としてその分離数

が増加していることが報告されており、ST-

1466 株の日本国内での増加は世界的な傾向を

反映したものだと推測された。また、ST-3587

株は染色体上に-lactamase 遺伝子を保持する

-lactamase 産生株であり、PCG を含む -

lactam 剤に対して高度の耐性を示した（図 5）。

ST-3587 髄膜炎菌株は 2018 年にフランスで初

めて検出され、その後欧米で広く分離報告があ

るがアジア圏では検出されてこなかった。しか

し、2024 年に日本国内で 2 例の IMD 起炎菌株

として分離されたことから、-lactamase 産生

ST-3567髄膜炎菌株がアジア圏まで拡がってい

ることが示された（論文発表 Takahashi et al, 

2025 参照）。また、日本国内では PCG は IMD 

治療薬及び予防内服薬の第一選択薬ではない

が、髄膜炎菌の薬剤感受性試験が終了した症例

に対して治療や退院後の予後においての処方

例があり、ST-3587 髄膜炎菌株の出現は国内に

おける IMD 対策において依然憂慮すべきであ

ると考えられた。

2023 年 5 月に感染症法において COVID-19 が

5 類相当に変更され、インバンド増加に伴う

IMD 増加も予想された。2023 年度の IMD 起炎

菌株としては ST-2057 及び ST-1655 髄膜炎菌

株が大多数であったため、インバウンド増加の

影響は少ないと考えられた。しかし、2024 年度

は ST-2057 及び ST-1655 髄膜炎菌株が大多数

という 2023 年度の傾向が認められる一方で、

海外流入株が増加している傾向も認められた。

日本では 2025 年 4 月に大阪関西万博が開催さ

れ、更なる海外株の流入の可能性も十分に予想

される。今後も引き続き IMD 起炎菌株の解析

を遂行する必要があると考えられた。

E. 結論

2024 年度の国内分離 IMD 症例の急増は国

内由来株による症例の増加と海外流入株によ

る更なる増加の複合的要素に起因すると推定

された。

F．健康危険情報

なし
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G．研究発表

1. 論文発表

Takahashi H, Ohama Y, Horiba K, Fukusumi M, 

Sunagawa T, Ariyoshi T, Koide M, Shimuta K, Saito 

R, Akeda Y. Emergence of high-level penicillin-

resistant Neisseria meningitidis harboring ROB-1-

type -lactamase gene in Japan. J Infect Chemother. 

102679. doi: 10.1016/j.jiac.2025.102679, 2025.

Shimuta K, Ohama Y, Ito S, Hoshina S, Takahashi 

H, Igawa G, Dorin Yamamoto M, Akeda Y, Ohnishi 

M. Emergence of ceftriaxone-

resistant Neisseria gonorrhoeae through horizontal 

gene transfer among Neisseria spp. Journal of 

Infectious Diseases. jiaf008. doi: 

10.1093/infdis/jiaf008, 2025.

T Kobayashi M, Kamiya H, Fukusumi M, Takahashi 

H, Akeda Y, Suzuki M, Sunagawa T. Epidemiology 

of invasive meningococcal disease, Japan, 2013 to 

2023. Euro Surveillance. 2400136. doi: 

10.2807/1560-7917.ES.2024.29.46.2400136., 2025.

Ishikawa K, Takahashi H, Akeda Y, Mori N.

Emerging Meningococcal B Meningitis in Japan: A 

Case Report of a 50-Year-Old Japanese Man with 

Diabetes. American Journal of Case Report., 

e943973. doi: 10.12659/AJCR.943973., 2024.

2. 学会発表

高橋英之、森田昌知、神谷元、福住宗久、安田

満、大濱侑季、志牟田健、大西真、齋藤良一、

明 田 幸 宏 、 Emergence of ciprofloxacin- and 

penicillin- resistant meningococcal isolates in Japan 

and its genetic features、第 97 回細菌学会総会、

札幌、2024 年 8 月
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1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし
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表1 血清群型別用PCRプライマー

表2 遺伝子型別用の鋳型調製PCRプライマー

同定因子
プライマー

名
塩基配列 長さ

crgA（陽性コ

ントロール）

crgA-1 
crgA-2 

5'-GCTGGCGCCGCTGGCAACAAAATTC-3' 
5'-CTTCTGCAGATTGCGGCGTGCCGT-3' 

25mer
24mer

血清群A
orf2(A)-1 
orf2(A)-2 

5'-CGCAATAGGTGTATATATTCTTCC-3' 
5'-CGTAATAGTTTCGTATGCCTTCTT-3' 

24mer
24mer

血清群B
siaD(B)-1 
siaD(B)-2 

5'-GGATCATTTCAGTGTTTTCCACCA-3' 
5'-GCATGCTGGAGGAATAAGCATTAA-3' 

24mer
24mer

血清群C
siaD(C)-1 
siaD(C)-2 

5'-TCAAATGAGTTTGCGAATAGAAGGT-3' 
5'-CAATCACGATTTGCCCAATTGAC-3' 

25mer
23mer

血清群Y
siaD(Y)-1 
siaD(Y)-2 

5'-CTCAAAGCGAAGGCTTTGGTTA -3' 
5'-CTGAAGCGTTTTCATTATAATTGCTAA -3' 

22mer
27mer

血清群W
siaD(W)-1 
siaD(W)-2 

5'-CAGAAAGTGAGGGATTTCCATA-3' 
5'-CACAACCATTTTCATTATAGTTACTGT-3' 

22mer
27mer

abcZ
P1 - ATTCGTTTATGTACCGCAGG

P2 - GTTGATTTCTGCCTGTTCGG

adk
P1 - ATGGCAGTTTTGTGCAGTTGG

P2 - GATTTAAACAGCGATTGC

aroE
P1 - ACGCATTTGCGCCGACATC

P2 - ATCAGGGCTTTTTTCAGGTT

fumC
P1 - CACCGAACACGACACGATCG

P2 - ACGACCAGTTCGTCAAACTC

gdh
P1 - ATCAATACCGATGTGGCGCGT

P2 -GGTTTTCATCTGCGTATAGA

pdhC
P1 - GGTTTCCAACGTATCGGCGAC

P2 - ATCGGCTTTGATGCCGTATTT

pgm
P1 - CTTCAAAGCCTACGACATCCG

P2- CGGATTGCTTTCGATGACGGC
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表3 遺伝子型別用のシークエンスPCRプライマー
                                                                                          

abcZ
P1-ATTCGTTTATGTACCGCAGG

S2-GAGAACGAGCCGGGATAGGA

adk
S1-AGGCTGGCACGCCCTTGG

S2;CAATACTTCGGCTTTCACGG

aroE
S1-GCGGTCAACTACGCTGATT

S2-ATGATGTTGCCGTACACATA

fumC
S1-TCCGGCTTGCCGTTTGTCAG

S2-TTGTAGGCGGTTTTGGCGAC

gdh
S1-GTGGCGCGTTATTTCAAAGA

S2-CTGCCTTCAAAAATATGGCT

pdhC
S1-TCTACTACATCACCCTGATG

P2-ATCGGCTTTGATGCCGTATTT

pgm
S1-CGGCGATGCCGACCGCTTGG

S2-GGTGATGATTTCGGTTGCGCC
                                                                                          

図1 2016〜2024年度の I M D 及び non-I M D 株の回収（解析）数

赤が IMD、青が non-IMD 株の数を示す。
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図2 2024年度国内分離 IMD 株の地方自治体別の内訳

数字はその株数を示す。

図3 2024年度国内分離 IMD 株の血清群

数字はその株数を示す。
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図4 2024年度国内分離 IMD 株の遺伝子型の内訳

数字はその株数を示す。

表4 2024年度国内分離 IMD 株の遺伝子型の内訳とその血清群

遺伝子型 株数 血清群

2057 10

B

34 1
687 1

485 1

1572 1

11110 1

1655 32

Y1466 8
3587 2
767 1
11 3 C & W

赤字は -lactamase 産生株で、以降の図5及び6で更に解析結果を示す。
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図5 ST-3587 IMD 株の薬剤感受性試験の結果
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図6 海外分離ST-3587株と国内ST-3587 IMD 2株（東京株NIID927、滋賀株NIID946）のWGS比較

による分子系統樹解析の解析結果

青ボックスは キノロン耐性を示すgyrA T91I変異、黄ボックスはアンピシリン耐性を示す5つのpenA
変異（F504L, A510V, I515V, H541N, I566V）、赤ボックスは -lactamase 遺伝子の有無を示す。
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（分担）研究報告書

成人の肺炎球菌性髄膜炎患者由来株の細菌学的特徴

研究分担者 常 彬 国立感染症研究所細菌第一部

                                                                                                

                                            
Ａ．研究目的

侵襲性肺炎球菌感染症 (IPD) は、ワクチン接種
により予防可能な疾患である。現在、成人用肺炎球
菌ワクチンには、23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカラ
イドワクチン (PPSV23: 血清型 1、2、3、4、5、6B、
7F、8、9N、9V、10A、11A、12F、14、15B、17F、
18C、19A、19F、20、22F、23F、33F を含む)、沈
降 13 価肺炎球菌結合型ワクチン (PCV13: 血清
型 4、6B、9V、14、18C、19F、23F、1、3、5、6A、
7F、19A を含む)、沈降 15 価肺炎球菌結合型ワク
チン (PCV15: PCV13 に血清型 22F、33F を含む)、
沈 降 20 価 肺 炎 球 菌 結合 型 ワ ク チ ン (PCV20:
PCV15 に血清型 10A、11A、12F、15B および 8 
を追加) および沈降 21 価肺炎球菌結合型ワクチ
ン (PCV21: 血清型 3、6A、7F、19A、22F、33F、
9N、10A、11A、12F、8、17F、20A、15A、15C、
16F、23A、23B、24F、31、35B を含む)の 5 種類
がある。このうち、日本では PPSV23、PCV13、
PCV15 および PCV20 の成人への使用が承認され

ており(2024 年 10 月に PCV13 から PCV20 に切
り替え)、PCV21 は承認申請中である。各ワクチン
に含まれる血清型は表１に示す。
  2013 年 4 月、IPD は五類感染症に追加され、感
染症法に基づく感染症発生動向調査の対象になっ
た。2014 年 10 月、PPSV23 が 65 歳以上の成人
を対象に定期接種（B 類疾病）が始まった。また、
2020 年 4 月から、60 歳から 65 歳未満の方で、心
臓、腎臓、呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活活
動が極度に制限される程度の障害やヒト免疫不全
ウイルスによる免疫の機能に日常生活がほとんど
不可能な程度の障害がある方が接種対象に追加さ
れた。一方、成人の各種 PCV ワクチンは、これま
でのところ任意接種となっている。成人における
PPSV23 や 各種 PCV ワクチンの接種率の増加
によって、今後の IPD の罹患率の減少が予想され
る。本分担研究は、研究期間の 2013 年 4 月以後
の日本国内 10 道県（北海道、山形県、宮城県、新
潟県、三重県、奈良県、高知県、福岡県、鹿児島県、

研究要旨
2013 年 4 月以後、10 道県の成人の侵襲性肺炎球菌性髄膜炎 414 例

から分離された肺炎球菌の細菌学的解析を行い、その特徴をまとめた。血
清型別の解析では、血清型 23A および 10A 型の分離率がもっとも高
く、それぞれ 17.9% と 14.5% であった。薬剤感受性試験では、38.6% 髄
膜炎由来肺炎球菌はペニシリン G に耐性 (PRSP) を示した。また、もっ
と多く分離された PRSP は 23A、15A、35B 型で、23 価肺炎球菌莢膜ポ
リサッカライドワクチンに含まれていない血清型は 87.9%を占めた。髄
膜炎由来菌の 2.2% と 2.5% がそれぞれセフォタキシムとパニペネムに
耐性を示した。エリスロマイシン、クリンダマイシン、トスフロキサシン
に対する耐性率は 88.5%、74.4%、0.5%であった。すべての分離菌はバン
コマイシンに感受性であったが、臨 床 現 場 で は 難 治 性 に な る 症 例 が
あ る こ と が 懸 念 さ れ る 。今後も、肺炎球菌性髄膜炎症例については継



沖縄県）の成人髄膜炎症例から分離された肺炎球菌
の細菌学的解析を行い、その特徴を報告する。

Ｂ．研究方法
1: 成人髄膜炎症例由来肺炎球菌

2013 年 4 月以後、10 道県で報告された成人 IP
D 症例 3,163 例のうち、髄膜炎と診断された症例
由来 414 検体 (肺炎球菌 412 株および臨床検体
2 検体) を解析対象とした。

肺炎球菌は 5% ヒツジ血液寒天培地にて 37ºC、
5% CO2 の条件下で一晩培養したものを用いて解
析を行った。臨床検体 (髄液) は、検体から直接に
DNA を抽出・精製し、解析に用いた。

2: 血清型別
肺炎球菌の血清型は Statens Serum Institut 製

抗血清を用いて、莢膜膨潤法により決定した。臨
床検体の血清型別は、Multiplex PCR 法で行っ
た。また、血清型 11E 型肺炎球菌は新しく 11A 
型から分けられた血清型で、現在販売されている
抗血清および Multiplex PCR 法では 11A と 11E 
を区別できないため、11A/E と記入した。また、
lytA 遺伝子解析では肺炎球菌と特定されが、すべ
ての抗血清と反応せず、墨汁染色では莢膜が見ら
れない菌株は non-typeable (NT)と判定した。

3: 薬剤感受性試験
肺炎球菌の薬剤感受性試験は微量液体希釈法に

よって行った。薬剤感受性試験の結果は、2008 年
から使用されている CLSI の基準で判定された（表
2）。トスフロキサシンに対する感受性の基準はレポ
フロキサシンの判定基準を用いて判定した。

本報告書のすべての集計は症例数をもとに行っ
た。

（倫理面への配慮）
該当無し。

Ｃ．研究結果

1：成人肺炎球菌性髄膜炎症例の背景
2013 年 4 月以後、10 道県で成人肺炎球菌性髄

膜炎症例 420 例が報告された。420 症例の患者年

齢は 15-100 歳、中央値は 72 歳で、男女はそれぞ
れ 247 名と 173 名で、男女比は 1.4:1 であった。
42 名（10.0%）に肺炎球菌ワクチンの接種歴があっ
た。5 年以内に PPSV23 を接種されていたのは
29 名（6.9%）であった。

2：成人髄膜炎由来肺炎球菌の血清型分布
  肺炎球菌が分離された 412 症例および髄液が得
られた 2 症例の検体について血清型別を行った。各
血清型肺炎球菌による髄膜炎症例数を図 1 に示し
ている。血清型 23A 型と 10A 型肺炎球菌による症
例はそれぞれ 74 例と 60 例で、髄膜炎全症例の
17.9% と 14.5% を占めて、最も多かった（図 1）。
その他、血清型 3 型、35B 型、15A 型、12F 型など
も 多 く 分 離 さ れ て い た 。 髄 膜 炎 症 例 に お け る
PCV13、PCV15、PCV20、PCV21 および PPSV23
含む血清型肺炎球菌の分離率は、それぞれ 15.2%、
19.3%、46.9%、82.9% と 47.3% であった（図 1）。  

肺炎球菌ワクチン接種歴のある 42 症例のうち 41
症例から原因菌が分離され、血清型は 6B 型: 3 症例;
10A 型: 3 症例; 3 型: 2 症例; 11A/E 型: 2 症例; 7F 型: 
1 症例; 19F 型: 1 症例; 15B 型: 1 症例; 22F 型: 1 症
例; 23A 型: 13 症例; 15A 型: 4 症例; 34 型: 4 症例;
35B 型: 3 症例; 15C 型: 1 症例; 6C 型: 1 症例; 24F 型: 
1 症例であった。そのうち、PPSV23 含有肺炎球菌
による症例は 11 例 (44.0%) であった。

3：成人髄膜炎由来肺炎球菌の薬剤感受性
髄膜炎症例由来肺炎球菌 420 症例のうち、407

症例由来株の薬剤感受性試験を実施した。肺炎球
菌のペニシリン G に対する MIC（最小発育阻止濃
度）の分布を図 2 に示す。その結果、ペニシリン G 
感受性肺炎球菌 (PSSP) とペニシリン G 耐性肺
炎球菌 (PRSP) はそれぞれ 250 株 (61.4%) と
157 株 (38.6%) で あ っ た 。 PRSP の 87.9% 
（138/157）は、非 PPSV23 ワクチンタイプの分
離菌により占められていた (図 1)。血清型 23A、
15A、35B の PRSP が多く、それぞれ 74 株、30
株、21 株であった。

肺炎球菌 407 株のうち、27 株 (6.6%) がセフォ
タキシムに対する低感受性 (MIC=1 g/mL) であ



り、 9 株 (2.2%) が耐性 (MIC≧2 g/mL)であっ
た。耐性菌の血清型は、35B 型 (3 株)、15A 型 (2
株)、23A 型 (2 株)、10A 型 (1 株)、23B 型 (1
株) であった。メロペネム低感受性菌 (MIC=0.5 
g/mL)の分離率は 9.1％ (37/407)であった。MIC 
は 1 g/mL 以上の耐性菌は 10 症例より分離され、
耐性率は 2.5％ (10/407)であった。メロペネム耐
性菌の血清型は 35B 型 (5 株)、23A 型 (3 株)、
15A 型 (1 株)、23B 型 (1 株)であった。

エリスロマイシン、クリンダマイシン、トスフロ
キサシンに耐性を示す肺炎球菌はそれぞれ 360、
303、2 症例から分離され、耐性率は 88.5%、74.4%、
0.5％ であった。すべての髄膜炎由来株はバンコマ
イシンに感受性を示した。

Ｄ．考察

日本では PPSV23 が 1988 年に薬事承認され、
2014 年 10 月から B 類疾病として 65 歳以上の
成人対象に定期接種が始まった。また、PCV13、
PCV15、PCV20 の 65 歳以上の成人への適応も相
次ぎ承認された。本研究の複数地域における成人肺
炎球菌髄膜炎の疫学調査は、PPSV23 が定期接種の
対象になる前後の期間を含む形で 2013 年に始ま
ったため、PPSV23 の直接効果および小児の PCV
による間接効果をリアルタイム、かつ正確に反映す
ることが期待されている。

本分担研究の調査結果では、成人の髄膜炎の原因
菌の 38.6% は PRSP であった。また、これら
PRSP の 87.9%は PPSV23 非含有血清型であっ
た。今後、PRSP による髄膜炎の罹患率の変動が懸
念され、継続的な観測が必要である。さらに、88.5%
の分離菌はエリスロマイシン耐性であり、懸念すべ
きことである。一方、すべての髄膜炎由来株はバン
コマイシンに感受性を示したことから、PRSP によ
る髄膜炎の治療に有用であることが示唆される。

Ｅ．結論
2013 年 4 月以後の成人髄膜炎由来肺炎球菌の

半数以上は、PPSV23 および PCV20 にも含まれな

い血清型であり、新たなワクチン導入の必要性が
示唆された。ワクチンによる肺炎球菌性髄膜炎の
予防効果を評価するために、今後も成人 IPD およ
び髄膜炎症例の原因菌の収集および血清型を含め
た細菌学的解析を継続する必要がある。

1.  論文発表

①. Katayama Y, Morita M, Chang B, Katagiri D,
Ishikane M, Yamada G, Mezaki K, Kurokawa 

M, Takano H, Akeda Y. Identification and chara
cterization of a novel α-haemolytic streptococci, 
Streptococcus parapneumoniae sp. nov., which ca
used bacteremia with pyelonephritis. Internationa
l Journal of Medical Microbiology, 315, 151625, 
2024.
②. Tamura K, Shimbashi R, Kasamatsu A, Chan
g B, Gotoh K, Tanabe Y, Kuronuma K, Oshima 
K, Maruyama T, Nakamatsu M, Abe S, Kasahara
K, Nishi J, Arakawa Y, Kinjo Y, Suzuki M, Ake

da Y, Oishi K, and the Adult IPD Study Group.
Unveiling the role of preceding seasonal influen

za in the development of bacteremic pneumococ
cal pneumonia in older adults before the COVI
D-19 pandemic in Japan. International Journal o
f Infectious Diseases, 143:107024, 2024.

2.  学会発表
   なし。
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入）

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況
  （予定を含む。）

1. 特許取得
なし。

2. 実用新案登録
なし。

3.その他
なし。
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分担研究報告書

成人の侵襲性インフルエンザ菌感染症の細菌学的解析

研究分担者：林原 絵美子  （国立感染症研究所細菌第二部 室長）
研究協力者：久保田 眞由美 （国立感染症研究所細菌第二部 主任研究官）

A．研究目的
インフルエンザ菌は有莢膜株と無莢膜株に
分けられ、特に有莢膜 b 型（Hib）株はか
つて乳児や小児において髄膜炎等を引き起
こす主要な侵襲性細菌感染症起因菌の一つ
であった。小児を対象とした Hib ワクチン
の導入（日本では 2008 年に承認、2013 年
より定期接種化）により、小児における侵
襲性インフルエンザ菌感染症の罹患率は劇
的に減少した。本研究班は予防接種施策等
に反映できる有用な情報を提供することを
目的として侵襲性細菌感染症の発生動向と
その原因菌の莢膜型別等の細菌学的背景と
の関連性を明らかにするため、2013 年度よ
り継続して積極的サーベイランスを行って
いる。インフルエンザ菌に関してはこれま
でに成人の侵襲性細菌感染症の原因として
分離されるインフルエンザ菌株の多くが無
莢膜株であることを明らかにしてきた。本

年度においても 10 道県において侵襲性細
菌感染症の原因菌として分離されたインフ
ルエンザ菌株を収集し、血清型別や薬剤感
受性などの細菌学的解析、及びゲノム解析
を行った。

B．研究方法
1. 菌株と臨床情報の収集
2024 年に 10 道県の医療機関で成人の侵襲
性感染症の原因菌として分離されたインフ
ルエンザ菌株を収集した。菌株と臨床情報
は保健所あるいは地方衛生研究所等を介し
て国立感染症研究所（感染研）に送付され
た。
2. 菌株の莢膜型別解析

莢膜型別はインフルエンザ菌莢膜型別用
免疫血清「生研」（デンカ株式会社）を用
いて判別した。また、ゲノム解析（後述）
により得られたゲノム情報により、血清型

研究要旨
2024年に10道県にて収集された成人の侵襲性感染症由来インフルエンザ菌75株につい
て、莢膜型別解析を行った結果、a、b、e、ｆ型が各1株であり、残りの71株はnon-typable 
Haemophilus influenzae （NTHi）であった。E-test法で薬剤感受性の測定を行った74株
のうち、β -lactamase 産生菌株13株（17.3%）を含む42株（56.8%）がアンピシリン非
感受性を示した。2022年から2024年に分離された株を用いてドライプレート法により薬
剤感受性を測定した結果、レボフロキサシン耐性率は3.8%、クラリスロマイシン耐性率
は11.5%であった。



別解析の結果と莢膜関連遺伝子情報の同一
性を確認した。
3. β-lactamase 産生の有無と薬剤感受性
解析

β-lactamase 産生はセフィナーゼディス
ク（日本ベクトン・ディッキンソン株式会
社）を用いニトロセフィン法により検査し
た。薬剤感受性は E-test（ビオメリュー・
ジャパン株式会社）を用いて測定した。ア
ンピシリン（ABPC）の最小発育阻止濃度
がストリップ目盛りが 1.5µg/ml 以上の時
ABPC 耐性とし、β-lactamase が陽性の場
合 BLPAR（β-lactamase-producing 
ampicillin resistant）、β-lactamase が陰性
の場合は BLNAR（β-lactamase-
nonproducing ampicillin -resistant）と分類
した。アンピシリン感受性の場合は
BLNAS（β-lactamase-nonproducing 
ampicillin -susceptible）とした。また 2022
年から 2024 年に分離された 130 株につい
てドライプレート（栄研化学）を用いて薬
剤感受性を測定した。

C．研究結果
1. 侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株
の莢膜型別解析
2024 年に 10 道県の医療機関で成人の侵襲
性感染症の原因菌として分離されたインフ
ルエンザ菌株は 75 株であった。莢膜型別
解析を行った結果、a、b、e、ｆ型が各 1
株であり、残りの 71 株は non-typable 
Haemophilus influenzae （NTHi）であっ
た（表１）。

2. 侵襲性感染症インフルエンザ菌由来株
の薬剤感受性と薬剤耐性機構

2024 年の間に 10 道県の医療機関で成人侵
襲性感染症の原因菌として分離されたイン
フルエンザ菌株 75 株のうち 74 株で薬剤感
受性試験を行った結果、BLPAR が 13 株
（17.6%）、BLNAR が 26 株（35.1%）、残
りの 35 株（47.3%）が BLNAS であった
（図 1）。2022 年から 2024 年に分離された
130 株についてドライプレート法によって
感受性試験を行った結果、アンピシリン・
クラブラン酸、ピペラシリン・タゾバクタ
ム、レボフロキサシン、クラリスロマイシ
ン、アジスロマイシンの耐性率はそれぞ
れ、39.2%、0%、3.8%、11.5%、5.4%で
あった（図 2）。アンピシリン・クラブラン
酸耐性株の多くは PBP3 変異を複数もって
いた（図 2）。レボフロキサシン耐性株は
GyrA の quinolone resistance-determining 
region（QRDR）に 2 か所かつ ParC の
QRDR に一か所変異を保有していた。

D．考察
侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株の

多くは莢膜を持たない NTHi であり、これ
までの成人における侵襲性感染症由来イン
フルエンザ菌株の傾向と変わらなかった
が、2024 年は本研究班での調査開始以降初
めて a 型株が分離された。BLNAR および
BLPAR を合わせた ABPC 耐性株の割合は
52.7%であり、これまでの傾向と同様でえ
あった。レボフロキサシンやクラリスロマ
イシン耐性率は高くはないが、今後注視し
ていく必要が考えられた。

E. 結論
侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株に

ついて、継続的に莢膜型別、薬剤感受性情
報、遺伝的背景を調べることは、今後のイ



ンフルエンザ菌感染症に対する予防接種施
策等に反映できる有用な情報であり、調査
の継続が重要であると考えられた。

F. 研究発表
1. 論文発表

なし

2. 学会発表
1. 久保田眞由美、林原絵美子、加藤博史、
見理 剛、大島謙吾、阿部修一、笠原
敬、西 順一郎、仲松正司、明田幸宏、大
石和徳、成人の侵襲性感染症由来
Haemophilus influenzae の細菌学的解析、
第 36 回日本臨床微生物学会総会・学術集
会（2025 年 1 月、名古屋）

表１. 侵襲性感染症由来インフルエンザ
菌株の年度ごとの莢膜型別株数

年

図 2.  侵襲性感染症由来インフルエンザ菌株のβ‑ラクタム系、キノロン系、マクロライド系
抗菌薬感受性
AMPC/CVA,：アンピシリン・クラブラン酸、PIPC/TAZ：ピペラシリン・タゾバクタム、LVFX：レボフロキサシン、
CAM：クラリスロマイシン、AZM：アジスロマイシン
sPBPs：PBP3 に変異無し、low‑rPBPs：PBP3 に 1 変異、high‑rPBPs：PBP3 に 2 変異以上、Bla (+)：β‑ラクタマーゼ陽
性
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G. 知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得：なし
2. 実用新案登録：なし
3. その他：なし
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（分担）研究報告書

厚生労働科研「成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究
研究分担者： 木下 諒、 国立感染症研究所感染症疫学センター 主任研究官

研究協力者 北村 則子、 国立感染症研究所感染症疫学センター 主任研究官

      Pieter de Boer、 国立感染症研究所感染症疫学センター 協力研究員 (RIVM, Health Economist)

担当：収集データを用いた数理モデルによる解析

2024 年度は、2023 年度までに集約した疫学データおよび知見をもとに、成人の侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）

に対するワクチン接種プログラムの費用対効果分析を進めた。

まず、2024 年 4 月の研究班会議において、これまでに構築した数理モデルを活用し、小児から成人への間接

効果を考慮した暫定的な費用対効果モデルの試算結果を提示した。このモデルは、肺炎球菌の血清型分布や疾

患発生率、医療費、ワクチン接種率など、日本の公的統計や先行研究のデータを用いて構築されたものである。

提示した結果は、パラメータの設定により費用対効果比が大きく変動することを示しており、今後の精緻な

分析に向けて、より現実的で信頼性の高いパラメータの選定が重要であることが確認された。そのため、モデ

ルで使用する各種パラメータについて、日本の実態に即した値を設定するため、以下の作業を進めた：

 疾患負荷（発症率、重症化率、死亡率）の再検討

 医療費（入院・外来費用）の最新データへの更新

 ワクチン効果（直接効果・間接効果）の文献レビューによる補強

また、費用対効果モデルの信頼性を高めるために、感度分析を実施した。これにより、各パラメータの変動

が最終的な費用対効果比にどの程度影響を与えるかを数値的に評価し、政策決定における不確実性の幅を明ら

かにした。

加えて、医療費や転帰データの精度向上を目指し、NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース）の活

用についても検討を行った。2024 年度中に NDB データの一部を取得し、IPD 患者の診療実態や医療資源の使用

状況について基礎的な把握を進めた。ただし、これらのデータを費用対効果モデルに反映するかについては、

今後の分析状況や必要性を踏まえて慎重に判断する方針である。

現在、本研究の成果を取りまとめた学術論文の執筆を進めており、2024 年度内での論文投稿を目指している。

論文では、これまでの数理モデルの構築過程や感度分析の結果に加え、日本のワクチン政策に対する示唆を含

めた内容を予定している。
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成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの充実化に資する研究に関する研究

研究分担者 大島 謙吾 東北大学病院 総合感染症科

研究要旨

肺炎球菌とインフルエンザ菌は成人の市中肺炎の主要な原因菌であり，しばしば菌血

症を合併する．我々は，2013 年より宮城県における侵襲性肺炎球菌感染症（invasive 

pneumococcal disease：IPD）と侵襲性インフルエンザ菌感染症（invasive Haemophilus 

infeluenzae disease：IHD）について，宮城県内の各病院の協力を得てサーベイランス

システムを構築し，患者情報収集と菌株の解析を継続してきた．2016 年度からは IPD と

IHD に加えて，劇症型溶血性連鎖球菌感染症（streptococcal toxic shock syndrome: 

STSS）と侵襲性髄膜炎菌感染症（invasive meningococcal disease: IMD）もサーベイラ

ンスの対象とした．2024 年（自 1 月 1 日，至 12 月 31 日）は，宮城県において 38 例の

IPD 症例が報告された．その中で成人例は 32 例であった．32 例のうち 21 例で患者情報

を収集し（2024 年 12 月 31 日現在，以下同じ），菌株の解析を完了した．2024 年に宮城

県で発生した IPD 症例由来の肺炎球菌の莢膜血清型のワクチンのカバー率は，結合型 7

価ワクチン（PCV7）0 %，結合型 13 価ワクチン（PCV13）30.0%，多糖型 23 価ワクチン

（PPSV23）45.0 %であった．成人の IHD の報告は 2 例であり、2 例とも菌株と患者調査

票を収集した。成人の STSS は 24 例が報告され，8 例の臨床情報と菌株とが収集できた．

2024 年は宮城県においては IMD の報告はなかった．

A. 研究目的

肺炎球菌およびインフルエンザ菌は成人の市中肺炎の主要な原因菌であり，しばしば

菌血症を合併する．小児では 2013 年 11 月からは，13 価のワクチンが導入された．一方，

成人においては，23 価多糖型肺炎球菌ワクチン（PPSV23）が，2014 年 10 月から，65 歳

以上の高齢者に PPSV23 の定期接種が開始された．このようなワクチン行政を背景にし

て，成人における IPD のサーベイランス体制の確立と人口ベースにおける PPSV23 の有

効性を評価することが求められている．加えて，インフルエンザ菌についても小児にお

いて H. influenzae type B（Hib）ワクチンの普及によって Hib 感染症が激減した．そ

の一方で国内外において相対的に侵襲性 non-typeable H. influenzae 感染症が漸増し

つつあり，その疫学的調査が課題となっている. また，劇症型溶血性連鎖球菌感染症

(STSS)は，急速に進行する皮膚軟部組織感染症として，成人にもしばしば発症し，急激

に多臓器不全に至る．侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は Neisseria meningitidis（髄膜炎

菌）によって引き起こされる感染症で，無菌部位からの髄膜炎菌の証明によって診断さ

れる．IMD は，本邦においては稀な感染症ではあるが，その予後は不良である．髄膜炎菌

は飛沫によって感染するため，接触者には化学予防を行う必要があり，公衆衛生上のイ



ンパクトの大きい．STSS と IMD とは感染症法によって 5 類感染症に定められているが，

共に頻度が低い疾患ということもあり，成人における十分な疫学データが得られていな

いとい

う現状がある．このような背景を踏まえて，本研究の目的は

1） PPSV23 及び PCV13 の接種の普及による成人の IPD の原因莢膜型の推移を，宮城

県において調査すること

2） 成人における IHD の患者発生動向，臨床像及び原因菌の血清型分布の動向を宮

城県において調査すること

3） 宮城県における成人の STSS と IMD の疫学データを把握すること

である。

B. 研究方法

1．サーベイランスシステムおよび菌株・患者情報収集体制

感染症 5 類全数把握疾患として届け出がされた情報（NESID）をもとに本研究分担者に

患者発生医療機関，患者年齢についての情報提供を受ける．この情報提供に基づいて発

生医療機関の協力者へ連絡を行い，患者調査票の記入と菌株の保存と輸送を依頼する．

（倫理面への配慮）

研究代表である国立感染症研究所および分担研究者の所属機関である東北大学病院にお

いて倫理委員会の承認を得た．基本的に連結不可能な匿名化されたデータを元に解析を

行った。

C. 研究結果

1. IPD，IHD，STSS および IMD におけるサーベイランスシステムおよび患者情報，菌株

確保の体制について

宮城県においては 2024 年 1 月 1日-12 月 31 日の期間に 38 例の IPD が感染症法 5類全

数把握疾患として届け出られた．この中で，15 歳以上の IPD 症例は 32 例であった．IPD

については，12 の医療機関から報告され，そのうち 10 の医療機関が研究協力機関であ

った．2024 年 12 月末日の時点で，IPD については各医療機関の協力により，32 例中 21

例で菌株と患者調査票の回収が完了した．IHD については，当該期間中に 2 例の報告が

あり 2 例とも菌株と患者調査票を回収できた．STSS については，当該期間中に 13 例の

報告があり，4 例で菌株と患者調査票を回収できた．IMD については当該期間に，宮城県

における報告はなかった．

2. 宮城県における IPD 21 症例の解析（2024 年報告分）

宮城県における 2024 年の成人の IPD 症例の平均年齢は 75.5 歳（調査票が得られた症

例のみ対象）で，男女比は 2：1 であった．病型は菌血症をともなう肺炎が 16 例，髄膜



炎（菌血症を伴う髄膜炎含む）が 2 例，化膿性関節炎，胆管炎，発熱性好中球減少症が

各々1 例であった.

3. 2024 年の宮城県における IPD 症例由来の肺炎球菌の莢膜血清型

2024 年の宮城県における IPD 症例から分離された肺炎球菌の莢膜血清型の PCV7 の

カバー率は 0%，PCV13, PPSV23 についてはそれぞれ 30%, 45.0%であった．2024 年に

おけるワクチンカバー率の推移を図 1 に示す．

4. 2024 年の宮城県における IPD 症例由来の肺炎球菌の薬剤感受性

宮城県における 2023 年の IPD 症例から分離された肺炎球菌では，PRSP は 0 株であっ

たが PISP は 7 株（33.3％）であった（非髄膜炎基準）

5. 2024 年の宮城県における IHD 症例由来のインフルエンザ桿菌菌株の解析

宮城県における 2024 年の IHD 症例は 2 例報告され，2 例とも成人であった．2 例と

も菌株と患者調査票を回収し，解析を行った．血清型はいずれも NTHi であった。

6. 宮城県における STSS 4 症例の解析（2024 年報告分）

宮城県において 2023 年に報告された STSS 症例は 24 例であった．そのうち，16 例の

菌株と患者調査票を回収することが出来た．起因微生物は 10 例が Streptococcus 

pyogenes 3 例が Streptococcus dysgalactiae subsp. equisimilis であり，2 例が S. 

agalactiae であった．1 例は同定不明であった．死亡例は 7 例（43.8％）であった．

7. 2024 年の宮城県における STSS 症例由来の菌株の薬剤感受性

宮城県において 2024 年に報告された菌株の薬剤感受性検査ではペニシリン系抗菌薬

への耐性は確認されなかった．

Ｄ．考察

各侵襲性細菌感染症の報告数はいずれも新型コロナウイルス感染症の流行期に一時的

に低調となったが回復基調にある．これは 2023 年 5 月 8 日の新型コロナウイルス感染

症が 5 類感染症に移行したことにより，マスクの着用頻度が減じたためと思われる．こ

の影響は気道感染する肺炎球菌感染症に顕著に表れた。

E. 結論

2024 年においては，2023 年に引き続いて患者調査票による臨床情報の収集と菌株の譲

渡，輸送，解析を継続することが出来た．各侵襲性細菌感染症とも 2023 年と比較して報

告数が増加した．特に、侵襲性肺炎球菌感染症とは別に、劇症型溶結連鎖球菌感染症の



報告数は新型コロナウイルス感染症流行前を凌ぐ報告件数であった．

図 1 2024年 IPD 症例菌株の血清型
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新潟県における侵襲性細菌感染症の動向
分担研究報告書

研究分担者 田邊 嘉也 新潟県立新発田病院（新潟大学 非常勤講師）
研究協力者 津畑 千佳子 新潟南病院（新潟大学 特別研究員）

研究要旨
これまでの大石班から引き続く形でのサーベイランスの検討でこれまで構築した新潟県

内各施設との情報収集に関する連携システムは継続できており、確実な検体送付が行われ
ている。

新潟県内においては 2020 年度から侵襲性肺炎球菌感染症の頻度が年々減少する状況があ
ったが 2023 年になり発生数の増加がみられ 2024 年も継続して増加した。侵襲性インフル
エンザ菌感染症も同様で発生数は増加した。劇症型連鎖球菌感染症においては 2020 年のお
いても有意な減少なくその後も年々増加の傾向があり 2024 年は過去最高の報告数であっ
た。

2020 年からの新型コロナウイルス感染症の広がりにともなう新しい生活様式（ユニバー
サルマスク、3 密回避等）の効果でヒトーヒト間の飛沫感染を主たる感染経路にする感染症
が減少したものが 5 類移行の前くらいから集会等以前の状況に近づいたことがこれらの感
染症の発生動向に影響をあたえたと考えている。肺炎球菌ワクチンの影響については非ワ
クチン株（NVT）による発生割合が 2024 年は減少している。コロナ禍で PPSV23 ないし
PCV の接種が減少したことに起因するのか他の地域のデータと合わせて慎重に検討する必
要がある。

Ａ．研究目的
  1 道 9 県において各医療機関からの IPD、IHD、STSS および IMD 分離菌株を地方衛生
研究所経由で国立感染症研究所に収集する流れを構築しその発生動向を確認する。

分担研究者はとくに新潟県内の各侵襲性感染症患者の情報収集、菌株収集のシステム構
築を行った。収集情報としては年齢、性別、併存症、病型（肺炎、髄膜炎その他）、ならび
に使用抗菌薬、予後である。また、IPD についてはワクチン接種歴の有無を確認する。

Ｂ．研究方法
1.登録症例；県単位のネットワークによる成人における IPD および IHD、STSS、IMD 症



例について全数登録する。
2. 分離菌の収集と検査：医療機関で分離された血液、髄液などの無菌的検体あるいは喀痰
由来菌株を地方衛生研究所経由で送付し、血清型および MLST 検査を実施する。

5 類全数把握疾患として各施設から届けられる報告書に基づき、新潟県管轄保健所ならびに
新潟市保健所から症例発生について連絡をいただき、その後各報告症例について主治医に
対して診療情報の提供を依頼する。

追加臨床情報収集については新潟県内の感染対策の地域ネットワーク（新潟医療関連感
染制御コンソーシアム Consortium against Health care Associated Infection in Niigata：
CHAIN）を利用して検査技師にも協力を依頼する。       
（倫理面への配慮）
  研究主体である国立感染症研究所の倫理委員会の承認を得た上で、本研究は既存の診療
情報を用いる研究であるため、インフォームドコンセントの必要性は該当しない。診療録
情報の不足について主治医に問い合わせを行う場合があるが、過去の診療情報を補完する
ものであり、疫学研究の倫理指針（平成 20 年 12 月 1 日改定 ）に照らして研究参加の同意
は必ずしも必要ない。しかし、施設によっては流行予測調査参加同意書を作成し患者より
同意を得た上で菌株の移動をおこなう。研究計画については内容を感染研・感染症疫学セ
ンターのホームページ（http://www.nih.go.jp/niid/ja/from-idsc.html）に公表し、患者
から拒否の申し出があった場合にはこれに対応する。

Ｃ．研究結果
1)サーベイランス体制の構築について

菌株の収集や臨床情報の取得については前研究班で構築した体制をそのまま利用した。
保健所ならびに県内の感染制御ネットワーク（新潟医療関連感染制御コンソーシアム

Consortium against Health care Associated Infection in Niigata：CHAIN）と連携して行
うことを継続した（図１）。県内の主要な施設は網羅されており、報告例の把握と菌株の提
出率は高い状態を維持できている。

CHAIN を活用することにより、報告や菌株保存ならびに提出への流れを個人の医師の意
識にたよることなく ICT により組織的に対応することができ、報告率、菌株の補足率を上
げることが可能となった。
2) IPD について

2017 年をピークに減少に転じたが新型コロナウイルス感染症の流行がはじまった 2020
年からその減少の程度が顕著となった。しかし 2023 年度になり増加には転じその増加割合
としては 80 代以上の高齢者でより顕著であった。（図 2a.b）。血清型置換も徐々に進み今年
度は NVT の増加が顕著であった（図 3）。
3)他の侵襲性感染症について



IHD 報告書作成時点の報告数は過去 3 年で 2 例、2 例、1 例と非常に少なかったが今年
度は 2023 年 12 月末までで 4 例と増加している（図 4）。STSS については IPD、IHD とは
異なり明らかな減少は見られずむしろ増加といってよい状況であったが今年度はほぼ横ば
いで推移しているが血清型で G 群が大きく減少し A 群、B 群が増加していた（図 5a,b）。
IMD は今年度も報告がなかった。

Ｄ．考察
新潟県は侵襲性肺炎球菌のサーベイランス開始当初から報告書、菌株の提出率いずれも

高率で推移している。この点は感染制御コンソーシアム（CHAIN）の存在が大きい。多忙
である医師に診断後の報告書提出、菌株保存の指示を依頼する形ではなく ICT を中心とし
たチームで診断後の報告、菌株保存から提出について分担することが重要である。

令和 2 年からの感染症発生動向については「新型コロナウイルス感染症」を抜きに考え
ることはできない。今年度は長期にわたった生活制限がほぼ解除されたことで新たな発生
動向の傾向が出現した。侵襲性肺炎球菌およびインフルエンザ菌感染症が明らかに増加に
転じている。また STSS についてはコロナ禍においても発生数の減少は見られておらずヒト
ーヒト感染でかつ飛沫感染が主な感染経路である肺炎球菌感染症、およびインフルエンザ
菌感染症とは異なる感染様式が影響したものと考える。一方で今年度は全国的には過去最
高レベルでの報告数となったようだが当県においてはそこまで増加は顕著ではないが原因
菌株の血清型に変化がみられており今後の動向には注目したい。

IPD 発生におけるワクチンの効果を評価するのは難しいが、小児において PCV7 から
PCV13 そして今後 PCV20 が定期接種開始となることで成人の PPSV23 と小児の PCV の
影響のどちらがより効果があるのか検討することができる可能性がある。今後も本サーベ
イランスの重要性は変わらず非常に重要なものと考える。

Ｅ．結論
R6 年度は引き続き IPD、IHD の発生数の増加傾向が持続した他にこれまで減少がみられ

なかった STSS の報告数が全国的には過去最高レベルでの増加に転じた他、血清型の変化が
みられており今後の動向にはさらに注目する必要がある。

Ｆ．健康危険情報
  なし

Ｇ．研究発表
1.  論文発表
なし

2.  学会発表



なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
  （予定を含む。）
1. 特許取得
なし

2. 実用新案登録
なし

3.その他
なし
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「成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究」班

総合研究報告書

福岡県における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランス

分担研究者   後藤 憲志 （久留米大学医学部 感染制御学講座）

研究要旨 福岡県の侵襲性細菌感染症患者より分離された肺炎球菌、インフルエンザ菌,
溶血性連鎖球菌および髄膜炎菌の収集、集積を行い、菌株の細菌学的解析を行った。2024 年 4 月～

2025 年 3 月の間に福岡県では 69 症例（菌血症を伴う肺炎 48 例、菌血症を伴う髄膜炎 7 例、その他

の菌血症 17 例）より肺炎球菌 69 株（血液由来 62 株、髄液由来 7 株）が分離、集積された。肺炎

球菌の優位な血清型は 3（14 株）,19A（8 株）, 22F（5 株）であり、23 価肺炎球菌ワクチンのカバ

ー率は 63.8%と上昇傾向であった。69 症例中 15 例（21.7%）が早期に死亡していた。インフルエン

ザ菌は 18 症例（菌血症を伴う肺炎 9 例、菌血症 6 例）より 18 株分離され、血清型は全て non-typeable
であった。溶血性連鎖球菌は劇症型溶血性レンサ球菌感染症45症例より45株が分離され、Lancefield
血清型は G 群 18 株、A 群 23 株、B 群 4 株であった。

A. 研究目的

肺炎は 2011 年日本人の死亡原因の第 3 位の

疾患となった。肺炎球菌およびインフルエンザ

菌は成人の市中肺炎の主要な原因菌であり、特

に肺炎球菌はしばしば重症肺炎を惹起する。23
価肺炎球菌ワクチン（PPV23）はワクチン含有

血清型による侵襲性肺炎球菌感染症(invasive 
pneumococcal disease: IPD)および高齢者の肺炎

球菌性肺炎の予防効果が報告されている。平成

26 年 10 月より PPV23 は高齢者への定期接種が

開始されたこともあり、成人に対する侵襲性肺

炎球菌感染症サーベイランス体制の構築と人

口ベースでの PPV23 の有効性評価が求められ

ている。また成人でも新たな結合型肺炎球菌ワ

クチンも使用可能となり侵襲性感染症分離株

の疫学は重要である。本研究は福岡県の医療機

関での IPD 患者からの分離株を解析し、福岡県

の IPDおよび侵襲性インフルエンザ菌感染症の

実態を明らかにし、かつ PPV23 及び PCV 導入

後の肺炎球菌血清型の推移を追跡することを

目的とする。また、同様に侵襲性溶血性連鎖球

菌感染症についても解析を行う。

B. 研究方法

福岡県の医療機関での IPD 患者、侵襲性イ

ンフルエンザ菌感染症患者および侵襲性溶血

性連鎖球菌感染症患者から分離された肺炎球

菌、インフルエンザ菌および溶血性連鎖球菌を

国立感染症研究所に輸送し、血清型などについ

て解析した。

本研究に関しては久留米大学倫理委員会で承

認(研究番号:22522)を受けている。対象症例

が発生した他の施設では、研究の目的を含め

て、研究の実施についての情報を通知または

公開していただいている。

C. 研究結果

2024 年 4 月～2025 年 3 月の間に福岡県では

肺炎球菌は 69 症例（菌血症を伴う肺炎 48 例、

菌血症を伴う髄膜炎 7 例、その他の菌血症 17
例、）から分離、集積された。肺炎球菌の優位

な血清型は 3（14 株）が最も多く, 続いて 19A
（7 株）, 11A/E と 22F（それぞれ 5 株）の順で

あった。20 価、23 価肺炎球菌ワクチンのカバ

ー率は 52.2%, 63.8%であった。2019 年の福岡県

で分離された肺炎球菌における同ワクチンの

カバー率は 57.1%であったため PPV23のワクチ

ンのカバー率は回復してきていることが明ら

かとなった。調査表提出時には予後不明の症例

も多かったが、69 症例中 15 例（21.7%）は早期

に死亡していた。69 症例中 2 例に PPV23 接種

歴があった。死亡例のうち１例は PPV23 を接種

していた。

インフルエンザ菌は 18 症例（菌血症を伴う

肺炎 9 例、菌血症 6 例）より 18 株分離され、

血清型は全て nontypeable であった。溶血性連鎖

球菌は劇症型溶血性レンサ球菌感染症 51 症例

より 51 株が分離され、Lancefield 血清型は G 群

14 株、A 群 27 株、B 群 10 株であり、Penicillin 



G に対する MIC は全て 0.06μg/ml 以下に保た

れていた。福岡県では 17 例の死亡例が発生し

ていた。A 群連鎖球菌感染症において M1UK 系
統株が 9 株分離されており、今後の動向に注意

が必要である

D. 考察

肺炎球菌ワクチンの血清型カバー率は以前

に比べ一時低下傾向であったが、本年度は 60%

台に回復していた。しかしながら侵襲性肺炎球

菌感染症の致命率は現在も高いことが判明し

た。福岡県では 2015 年度以降血清型 12F の肺

炎球菌が急増していたが、COVID-19 発生以降

の 2020 年度以降はほとんどみられなくなり、

代わりに血清型 3及び 19A の肺炎球菌が増加し

ている。また、成人における侵襲性インフルエ

ンザ菌感染症は病原性が強いと考えられてい

た莢膜保有株ではなく、全体の数は少ないが

Non typeable が優位となっていることが明らか

となった。劇症型溶血性レンサ球菌感染症は A
群と G 群が優位であることが判明した。死亡症

例が 17 例発生しており今後も発生動向に注意

が必要である。

E. 結論

PPV23 の高齢者への定期接種の有効性につ

いての解析や有意な血清型の推移、今後新たに

導入されるワクチンの予防効果を詳細に検討

するために今後も継続した菌株の集積、経時的

な解析が必要と考えられる。また無莢膜型イン

フルエンザ菌による侵襲性細菌感染症が増加

傾向であり、溶血性連鎖球菌についても継続し

た調査と経時的な解析が必要である。

F. 研究発表

1. 論文発表
1. Gotoh K, and Kakimoto K. Transition of 

yellow fever immunization environment 
in Japan. J Infect Chemother. 2025 Mar 
21:102685.doi:10.1016/j.jiac.2025.10268
5.

2. Tamura K, Shimbashi R, Kasamatsu A, 
Chang B, Gotoh K, Tanabe Y, Kuronuma 
K, Oshima K, Maruyama T, Nakamatsu 
M, Abe S, Kasahara K, Nishi J, Arakawa 
Y, Kinjo Y, Suzuki M, Akeda Y, Oishi K; 
Adult IPD Study Group. Unveiling the 
role of preceding seasonal influenza in the 
development of bacteremic pneumococcal 

pneumonia in older adults before the 
COVID-19 pandemic in Japan. Int J 
Infect Dis. 2024 Jun: 143:107024.  doi: 
10.1016/j.ijid.2024.107024.  Epub 2024 
Apr 5.

3. Miya Andou, Masaki Tominaga, Ryuta 
Nishikomori, Kenji Gotoh, Nobukazu 
Komatsu Masanobu Matsuoka, Tomotaka 
Kawayama and Tomoaki Hoshino STAT1 
Mutations in Chronic Mucocutaneous 
Candidiasis Diagnosed in an Adult. Intern 
Med 63: 1269-1271, 2024

4. Tanamachi C, Iwahashi J, Togo A, Ohta 
K, Miura M, Sakamoto T, Gotoh K, 
Horita R, Kamei K, and Watanabe H. 
Molecular analysis for potential 
hospital-acquired infection caused by 
Aspergillus tubingensis through the 
environment. Kurume Med J. 2024 Jan 
16.doi:10.2739/10.2739/ 
kurumemedj.MS6934013.

5. 山口璃紗、三宅 淳、田代尚崇、屋宮
清仁、後藤憲志、大園秀一、山下裕史
朗「小児科病棟で 1 か月半の間に発生
した Gordonia 属菌菌血症 2 症例の検
討」小児感染免疫 36: 271-276, 2024.

2. 学会発表

1. Gotoh K. Epidemiology and Current Status 
of Drug-Resistant Bacterial Infections in 
Japan. The Meeting of the 20th Shanghai 
International Forum of Infection Control 
(SIFIC). Shanghai, China, 2024.7.27.

2. Gotoh K. A New Era in Environmental 
Infection Control. The Meeting of the 20th 
Shanghai International Forum of Infection 
Control (SIFIC). Shanghai, China, 
2024.7.26.

3. 後藤憲志「シンポジウム 1、コロナ後の

渡航者対応は変わってきたか？ 渡航

医学の Overview」 第 56 回日本小児感

染症学会総会・学術集会、長崎、
2024.11.16.

4. 宮﨑裕之、三宅 淳、屋宮清仁、後藤

憲志「過去 17 年間における MR ワクチ

ン接種者追跡調査の接種後 1 ヶ月の健

康調査のまとめ」第 56 回日本小児感染

症学会総会・学術集会、長崎、2024.11.17.
5. 三宅 淳、宮﨑裕之、屋宮清仁、後藤

憲志「小児科病棟において 1 か月半の



間に発生した Gordonia 属菌血症 2 症例

の分子生物学的検討」第 56 回日本小児

感染症学会総会・学術集会、長崎、
2024.11.16.

6. 多々良一彰、後藤憲志、渡邊 浩「シ

ンポジウム 1、基礎研究と実臨床から考

える感染症治療、咽頭炎・扁桃炎の治

療戦略ーA 群β溶血性レンサ球菌感染

症を中心にー 」第 94 回日本感染症学

会西日本地方会学術集会・第 72 回日本

化学療法学会西日本支部総会 合同開

催、神戸、2024.11.14.
7. 三浦美穂、片山英希、森田真介、酒井

義朗、天本雄大、堀田史乃、宮﨑裕之、

後藤憲志、渡邊 浩「シンポジウム、

国境を超え医療機関に侵入する薬剤耐

性菌にどう立ち向かうか、国境を越え

医療機関に侵入する薬剤耐性菌への対

応～久留米大学病院の事例～」第 16 回

私立医科大学病院感染対策協議会総会、

大阪、2024.8.10.
8. 岩橋 潤、清水明子、後藤憲志、更田

宏史、新開規弘、川村尚久、渡邊 浩

「Candida parapsilosis 産生バイオフィ

ルムに対する微酸性次亜塩素酸水の殺

菌効果」第 38 回日本バイオフィルム学

会学術集会、大阪、2024.7.26.
9. 三宅 淳、尾宮清仁、後藤憲志、渡邊

浩 「播種性 BCG 菌感染症を契機に診

断に至った McLeod 症候群合併の X 連

鎖性慢性肉芽腫症の乳児例」第 98 回日

本感染症学会学術講演会、第 72 回日本

化学療法学会総会 合同学会、神戸 、
2024.6.29.  

3． 著書、総説

1. なし

G. 知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得
なし

2. 実用新案登録
  なし

3. その他

研究成果の刊行に関する一覧表
                                                                                       
         



      書籍                                                                             
         

著者氏名 論文タイトル名 書籍全体の
編集者名

書 籍 名 出版社名 出版地 出版年 ページ

                                                                                     

      雑誌                                                    

発表者氏名 論文タイトル名 発表誌名 巻号 ページ 出版年

Gotoh K, and Ka
kimoto K. 

Transition of yellow fever
immunization environmen

t in Japan.
Infect Chemother
apy. 

21:10268
5

doi: 
10.1016/j.jia
c.

2025

Tamura K, Shimb
ashi R, Kasamatsu
A, Chang B, Go

toh K, Tanabe Y,
Kuronuma K, Os

hima K, Maruyam
a T, Nakamatsu 
M, Abe S, Kasah
ara K, Nishi J, A
rakawa Y, Kinjo 
Y, Suzuki M, Ak
eda Y, Oishi K

Adult IPD Study Group. 
Unveiling the role of 
preceding seasonal 
influenza in the 
development of bacteremic 
pneumococcal pneumonia 
in older adults before the 
COVID-19 pandemic in 
Japan.

Int J Infect Dis. Jun: 143:
107024.

doi: 10.101
6/j.ijid.2024.
107024.

2024



Miya Andou, Mas
aki Tominaga, Ry
uta Nishikomori, 
Kenji Gotoh, Nob
ukazu Komatsu M
asanobu Matsuoka,
Tomotaka Kaway

ama and Tomoaki
Hoshino

STAT1 Mutations in Chro
nic Mucocutaneous Candid
iasis Diagnosed in an Adu
lt.

Intern Med 63 1269-1271 2024

Tanamachi C, 
Iwahashi J, Togo 
A, Ohta K, Miura 
M, Sakamoto T, 
Gotoh K, Horita 
R, Kamei K, and 
Watanabe H.

Molecular analysis for 
potential hospital-acqui
red infection caused by
Aspergillus tubingensi

s through the environ
ment. 

Kurume Med 
J.

Jan 16 doi:10.273
9/10.2739/

2024



厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

（分担）研究報告書

奈良県における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランス強化のための研究（22HA 1007）

研究分担者 笠原 敬 奈良県立医科大学感染症内科学講座

Ａ．研究目的

奈良県における成人のIPD，IHD，STSS，
IMDの人口ベースの罹患率を経時的に評価
する．患者情報および分離菌株を収集し，上
記感染症の危険因子や予後などの臨床的特徴
や，薬剤感受性率やワクチンのカバー率など
の細菌学的特徴を明らかにする．

Ｂ．研究方法

奈良県内で院内に微生物検査室を有する9
施設でIPD，IHD，STSS，IMDが発生した場

合，菌株を国立感染症研究所に送付して細菌

学的検討を行った（図 1）．また患者情報は

主治医が記入し，国立感染症研究センターを

経由して研究分担者に送付され，臨床的検討

を行った．本研究における菌株・研究調査票

の送付の流れと検査結果還元の流れを示す

（図 2，図 3）．

図 1 本研究における研究協力病院

図 2 菌株・研究調査票送付の流れ

図 3 検査結果還元の流れ

（倫理面への配慮）

本研究は，国立感染症研究所および奈良県

立医科大学の倫理審査委員会での承認がなさ

れている．必要な検体は研究参加前に採取し，

保存されている菌株を用いるため，予想され

る不利益はない．また患者情報・菌株送付の

いずれにおいても連結不可能・匿名化されて

いる．

Ｃ．研究結果

所轄保健所感染症発生届

菌株収集対象医療機関

国立感染症研究所

菌株および研究調査票

菌株収集対象外医療機関

国立感染症研究所

研究班（笠原・明田）

協力医療機関

研究要旨

奈良県内で微生物検査室を有する 9 医療機関を対象に，成人の侵襲性肺炎球菌

感染症（IPD），侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD），劇症型溶血性レンサ

球菌感染症（STSS）および侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）の臨床情報および

菌株を収集する体制を整備した．IPD は 2024 年は NESID 届出件数 28 件で

成人（18 歳以上）例 22 件のうち男性 14 件、女性 8 件で平均年齢は 72.7 歳

であった。回収された 6 株の肺炎球菌の血清型は 3 と 19A が 2 株、15B が 1
株、35B が 1 株であった。IHD は 12 件、STSS は 19 件の届出があり、IMD
は届出がなかった。

菌株の収集が遅れており、引き続き症例および菌株の検討を継続する予定であ

る。



(1) IPDについて

IPD は 2024 年は NESIDで全 28 件の届出

があった。このうち 6 件は 18 歳未満の小児

例であった。成人例 22 件のうち男性 14 件、

女性 8 件であり、平均年齢は 72.7 歳であっ

た。推定される奈良県における人口 10 万人

あたりの発生頻度は成人人口を 115万人とす

ると、5 類全数届出となった 2013 年 4 月か

ら 2022 年 12 月 31 日までの間に成人の侵襲

性肺炎球菌感染症（invasive pneumococcal 
diseases, IPD）は奈良県で 238 件報告され

た．推定される奈良県における人口 10 万人

あたりの発生頻度は成人人口を 115万人とす

ると，1.9 件となる（図 4）。2024 年は 6 株

の肺炎球菌を回収した。血清型は 6B、35B が

それぞれ 2 株、その他 11A/E、19A、22F、
23A、31、34、35B が 15A, 16F, 31, 33F が

1 株ずつであった。それぞれの株の MLST と

血清型、薬剤感受性を示す（図 5）。

図 4 奈良県における人口 10 万人あたりの

IPD 発生頻度

図 5 2021 年に分離された肺炎球菌の MLST
と薬剤感受性検査結果

(2) IHDについて

IHD は 2024 年は NESID で 12 件の届出

があり、男性が 9 件、平均年齢は 75.3 歳であ

った。IHD の発生頻度を図 6 に示す。

図 6 奈良県における人口 10 万人あたりの

IHD 発生頻度

(3) STSSについて

STSS は 2024 年は NESID で 20 件の届出

があり、このうち 19 件が成人であった（平均

年齢 62.7 歳、男性 11 件、女性 8 件）。現時

点で 4 株収集し、全て S. pyogenes である。

STSS の発生頻度は 1.7 件であった。なお

NESID 上の届出では A 群が 8 件、B 群が 1
件、G 群が 7 件であった。

(4) IMDについて

2021 年の NESID における IMD の報告は

なかった。

Ｄ．考察

奈良県福祉医療部，奈良県保健研究センタ

ー，保健所，医療機関担当者の協力のもと，

奈良県内で微生物検査室を有する9医療機関

においてIPD，IHD，STSS，IMD患者の患者

情報および菌株を収集する体制を整備した．

IPDは2023年と比べて減少したが、IHDお

よびSTSSはいずれも2023年と比べ増加し、

特にIHDは過去最多となった。

IPDで分離された肺炎球菌の血清型の肺炎

球菌ワクチンカバー率は2023年に分離され

た株（全17株）で7価が11.8%、13価が23.5%、

23価が41.2%、21価（PCV21）が70.6%であ

った。

1.6 
1.7 

1.9 

2.8 

2.3 

1.7 

1.3 
1.1 

1.6 

2.8 

1.9 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0

5

10

15

20

25

30

35

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

罹
患
率
（
人
口
１
０
万
人
あ
た
り
）

患
者
数

患者数 罹患率

LVFX MICEM MICPCG MIC血清型MLST
2≥8≤0.053180
1≥8119A3111
1≥80.0319A3111
2≥80.0335234
1≥8215B63
14135B558

0.09 
0.17 

0.52 

0.17 
0.26 0.26 

0.35 

0.09 

0.26 

0.78 

1.04 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0

2

4

6

8

10

12

14

20142015201620172018201920202021202220232024

罹
患
率
（
人
口
１
０
万
人
あ
た
り
）

患
者
数

患者数 罹患率

0.2 0.2 

0.4 

0.9 

1.3 

0.8 0.7 0.7 

1.9 

1.1 

1.7 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0

5

10

15

20

25

2014 2015 20162017 2018 2019 2020 2021 2022 20232024

罹
患
率
（
人
口
１
０
万
人
あ
た
り
）

患
者
数

患者数 罹患率



Ｅ．結論

奈良県内で微生物検査室を有する9医療機

関を対象に，IPD，IHD，STSS，IMDの患者

情報および菌株を収集する体制が整い，患者

および菌株の評価を行った．今後も本事業を

継続し，人口ベースのIPDおよびIHDの罹患

率を評価し，あわせて患者背景や予後，薬剤

感受性やワクチンのカバー率などの検討を行

う．

なお，本研究の遂行にあたっては，奈良県

保健研究センター，奈良県福祉医療部医療政

策局疾病対策課，各保健所の協力を多大なる

協力を得ている．また本研究の結果について

は，医師会や奈良県の感染対策啓発事業など

で適宜報告している．
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

令和6年度 分担研究報告書

山形県における成人の侵襲性細菌感染症のサーベイランス

研究分担者 阿部修一 山形県立中央病院 感染対策部長

研究要旨 侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)，侵襲性インフルエンザ菌感染症(IHD)，侵襲性

髄膜炎菌感染症(IMD)，劇症型溶血性レンサ球菌感染症(STSS)は，重症化率・致命率が高

い侵襲性細菌感染症である。本研究では，侵襲性細菌感染症の診療および感染対策，疫

学調査に活用することを目的として，前年度に続いて山形県における成人の侵襲性細菌

感染症の発生動向サーベイランスを行なった。

今年度も年 3 回に分けて山形県内の協力医療機関における成人の侵襲性細菌感染症の

菌株を収集した。今年度の検討対象例となったのは，IPD が 25 例，IHD が 1 例，STSS が

16 例収集された。今年度も IMD 症例の収集はなかった。

山形県において今年度の IPD の症例数は 25 例であった。これは新型コロナウイルス感

染症(COVID-19)パンデミックであった過去 4 年間と比較すると大幅に増加した。25 例の

IPD から 12 種類の血清型の肺炎球菌が分離された。血清型の内訳は，3 および 10A がそ

れぞれ 4 例，次いで 23A が 3 例，そして 6C，15A，22F，33F，35B がそれぞれ 2 例であり，

その他の血清型は 1 例ずつの分離であった。これらの血清型における，肺炎球菌ワクチ

ンのカバー率は，23 価莢膜多糖体肺炎球菌ワクチン(PPSV23)が 56.0%，20 価タンパク結

合型ワクチン(PCV20)は 56.0%，15 価タンパク結合型ワクチン(PCV15)は 40.0%であった。

以前の研究も含めて本サーベイランスによって継続的にデータが蓄積されている。こ

のデータは侵襲性細菌感染症の診療を続ける上で極めて有用であり，その情報を地域の

医療現場だけでなく，社会にも還元することで，ワクチン接種の意義を広く伝えること

ができると考えられる。

A. 研究目的

侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)，侵襲性イ

ンフルエンザ菌感染症(IHD)，侵襲性髄膜

炎菌感染症(IMD)，劇症型溶血性レンサ球

菌感染症(STSS)は，一般に重症化率・致命

率が高い侵襲性細菌感染症である。これま

で成人の侵襲性細菌感染症のサーベイラ

ンスを目的として，「成人重症肺炎サーベ

イランス構築に関する研究」（平成 25～27

年），「成人の侵襲性細菌感染症サーベイラ

ンスの構築に関する研究」（平成 28～30

年），｢成人の侵襲性細菌感染症サーベイラ

ンスの充実化に資する研究｣（令和 1～3 年）

の先行研究が実施され，山形県における侵
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襲性細菌感染症の発生状況を経年的に明

らかにすることができた。

令和 4 年度から本研究が始まり，今年度

は最終年度であったが，前年度に引き続き

山形県内の成人の侵襲性細菌感染症の発

生動向をサーベイランスした。さらに，そ

こで得られた情報を県内各医療機関にフ

ィードバックすることによって，地域での

診療に活用してもらうよう図った。

B. 研究方法

本研究の実施にあたり，例年と同様に山

形県健康福祉部健康福祉課，山形県の 2 次

医療圏（村山，庄内，置賜，最上）および

中核市（山形市）の各管轄保健所，ならび

に山形県衛生研究所に全面的に協力して

いただいている。今年度は 10 医療機関か

ら本研究に協力をいただいた。これら 10

の医療機関はいずれも県内の基幹病院や

地域の中核病院である。対象症例の分離菌

の捕捉率を向上させ，さらなるサーベイラ

ンスの強化を目指すという観点から考え

ると，これらの協力病院には重症患者が多

く集積するため，県内の侵襲性細菌感染症

の症例の大部分を引き続きカバーするこ

とができていると推測される。

症例登録について，まず侵襲性細菌感染

症（IPD，IHD，IMD，STSS）を診断した医師

により感染症法に基づいて発生届を提出

してもらった。その際分離された菌株は，

各医療機関の細菌検査室でマイクロバン

クに一時凍結保存し，年 3 回の予定で後日

まとめて収集した。菌株の収集に合わせて

症例調査票の記入を依頼して，症例情報を

各管轄保健所に提出してもらった。さらに，

保健所を通じてそれらの症例の基本情報

を県の担当者と共有した。

各医療機関で保存された菌株は，菌株収

集の前日から寒天平板培地で再培養され，

当日に管轄保健所の職員により回収，衛生

研究所に搬入された。衛生研究所に集約さ

れた回収菌株はまとめて国立感染症研究

所細菌第一部に送付されて研究対象株と

なった。そして，菌株の解析結果は，研究

分担者から各協力医療機関にフィードバ

ックした（図 1）。

図 1. 山形県における研究体制

菌株収集について，新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）パンデミックの最中は，

各協力医療機関の感染症担当医師や検査

技師，保健所や県の担当者はいずれも

COVID-19 への対応を優先せざるを得なか

ったため，収集の回数を減らしていた。一

方，令和 5 年度から COVID-19 が 5 類感染

症に移行したため，従来通り年 3 回の収集

に戻った。今年度も同様に年 3 回（8 月，

11 月，1 月）収集した。

（倫理面への配慮）

本研究は国立感染症研究所の倫理審査

委員会で承認されている。また，侵襲性細

菌感染症はいずれも感染症法に基づく届

出感染症に該当することから，患者の個人
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各医療機関
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情報については報告の義務が生じるため，

本研究での同意の必要はないものの，個人

情報の保護を遵守し，その拡散防止に十分

な注意を払いつつ研究を進めている。この

ため各協力医療機関および患者情報に対

して，それぞれ番号を付与して匿名化を行

なっている。

C. 研究結果

1. 侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)

1) IPD の発症状況

令和 7 年 2 月末の時点で集積された成

人の IPD は 25 例であった（表 1）。全 25 症

例中男性は 17 例，女性 8 例であった。年

齢分布は 46 歳から 95 歳までであり，その

中央値は 74 歳であった。男女別の年齢中

央値は男性 74.0 歳，女性 73.5 歳とほぼ同

じであった。なお，今回の研究対象外の成

人 IPD の発生はなかった。

表 1. IPD 症例

病型は，菌血症を伴う肺炎が 12 例と最

も多く，次いで関節炎・椎体炎が 2 例，そ

の他は菌血症，髄膜炎，胆管炎がそれぞれ

1 例ずつであった（表 1）。

基礎疾患や合併症を有する例は 25 例中

13 例であった。その内訳（症例重複あり）

は，悪性腫瘍（肺癌，中咽頭癌，子宮体癌，

肝門部胆管癌，食道癌）6 例，血液疾患（悪

性リンパ腫，多発性骨髄腫）4 例，慢性腎

臓病 2 例，糖尿病 2 例，心血管疾患（心不

全）2 例，じん肺 1 例，肝硬変 1 例，自己

免疫性疾患 1 例（シェーグレン症候群），

であった。一方，10 例では特に基礎疾患が

なかった。

肺炎球菌ワクチンの接種歴については，

ワクチン既接種が 5 名，未接種が 14 例，

接種歴不明が 6 例であった。

調査票回収時における各症例の転帰は，

軽快が 12 例，死亡が 4 例，転帰不明が 9

例であった。死亡例 4例の年齢中央値は 74

歳であった。いずれも基礎疾患を有してお

り，その内訳は，悪性リンパ腫，多発性骨

髄腫，食道癌，肝硬変がそれぞれ 1 例ずつ

であった。

図 2. IPD 症例数の年次推移

山形県における成人 IPD 症例件数の年

次推移を見ると，2016 年をピークに徐々

に IPDは減少傾向にあったが，COVID-19の

流行に伴い，2020 年の IPD の症例数は 14

例，2021 年は 7 例とさらに減少した。2022
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年は 10 例とやや増加したが，2023 年には

再び減少した。ところが今年度は大きく増

加した（図 2）。

2) IPD 由来肺炎球菌の血清型分布

IPD 由来肺炎球菌 25株から 12種類の血

清型が分離された。血清型 3 および 10A が

最も多く，いずれも 4 株ずつであった。次

いで血清型 23A が 3 株であった。他の血清

型は 22F，33F，6C，15A，35B がそれぞれ

2 株ずつ，6B，19A，7C，24F が 1 株ずつで

あった（図 3）。今年度の分離株のうちワク

チンでカバーされる株は 14 株，カバーさ

れない株は 11 株であった。

図 3. IPD の血清型分布

3) 肺炎球菌ワクチンカバー率

現在，国内で使用できる肺炎球菌ワクチ

ンはポリサッカライドワクチンがPPSV23，

結合型ワクチンが PCV20 および PCV15 で

ある。2019 年〜2024 年の IPD 分離株にお

けるこれら 3 種類のワクチンの血清型カ

バー率の年次推移を示す（図 4）。2019 年

から 2021 年までこの 3 種類のワクチンカ

バー率はほぼ横ばいであったが，2021 年

から 2022 年にかけて，いずれもカバー率

が低下した。2022年から 2023年にかけて，

いずれも一旦カバー率が上昇したが，2024

年には再びカバー率は低下した。

図 4. IPD のワクチンカバー率の推移

2. 侵襲性インフルエンザ菌感染症(IHD)

1) IHD 発生状況

昨年度に引き続いて今年度も成人 IHD

症例が 1 例報告された（表 2）。病型は敗

血症であり，莢膜型は NTHi であった。届

出の時点での臨床転帰は不明であった。

表 2. IHD 症例

3. 侵襲性髄膜炎菌感染症(IMD)

1) IMD 発生状況

今年度も IMD 症例の発生はなかった。
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4. 劇症型溶血性レンサ球菌感染症(STSS)

1) STSS 発生状況

令和 7 年 2 月の時点で集積された STSS

は 16 例であった（表 3）。性別は男性が 5

例，女性が 11 例であった。発症時の年齢

分布は 55 歳から 97 歳までであり，その中

央値は 76.5 歳であった。男女別の年齢中

央値は男性 75.0 歳，女性 88.0 歳と今年度

は女性の方が高齢だった。転帰について，

軽快したのはわずか 2例のみであり，10例

は死亡した。4 例の転帰は不明であった。

病型は，敗血症が 5 例（A 群 2 例，B 群

1 例，G 群 2 例），壊死性筋膜炎がのべ 5 例

（A 群 2 例，B 群 1 例，G群 2 例），蜂窩織

炎が 4 例（G 群のみ），化膿性関節炎が 1 例

（G 群），肺炎が 1 例（G 群）であった（図

5）。なお，壊死性筋膜炎のうち 1 例では B

群と G 群が重複して分離されたため，実人

数としては 4 例であった。また，死亡例を

病型別に見ると，敗血症が 5 例中 4 例，壊

死性筋膜炎が 4 例中 2 例，蜂窩織炎が 4 例

中 2 例であった。また，関節炎と肺炎いず

れの症例も死亡した。

分離菌株の Lancefield 分類は，G 群が

10 例，A 群が 4 例，B 群が 2 例であった（G

群と B 群に重複例あり）。Lancefield 分類

で A 群であった菌株は 4 株全てが S. 

pyogenes，G 群であった菌株は 10 株全て

が S. dysgalactiae sup. equisimitis

(SDSE)と同定された。B 群であった菌株は

S. agalactiae と同定された。死亡例の

Lancefield 分類の内訳は，G 群が 10 例中

6 例，A 群が 4 例中 3 例，B 群が 1 例中 1

例であった（G 群と B 群に重複例あり）。

A 群の菌株の emm 遺伝子型は emm1.0 が

3 株， emm49.0 が 1 株であった。B 群の菌

株の血清型はⅠb 型と VIII 型であった。G

群の菌株の emm 遺伝子型は stG6792.3 が 4

株で最も多く，次いで stG485.0 が 2 株，

stG10.0，stG245.0，stG653.0，stG840.0 が

それぞれ 1 株ずつであった。

表 3. STSS 症例

図 5. STSS 症例の病型分類

次に 2019 年〜2024 年の STSS 症例の発

生件数の年次推移を示す（図 6）。2020 年

の 15 件と比較すると，2021 年〜2022 年の

2 年間における件数は大幅に減少し，特に

A群溶血性レンサ球菌は 2年報告がなかっ

た。ところが，2023 年から 2024 年にかけ

て A 群も含めて再び増加する傾向にある。
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図 6. STSS 症例数の年次推移

D. 考察

本研究は，先行研究から培われたサーベ

イランスデータの精度をさらに向上させ，

そこで得られたデータを地域にフィード

バックすることによって，感染症診療およ

び感染症対策をさらに強化することを目

的として昨年から新たに開始され，今年度

はその最終年度に当たる。

山形県の研究体制は，県および保健所，

衛生研究所による全面的な協力が得られ

ているため，これまで大変スムースに研究

を推進することができている。令和 4 年度

をもって 1 医療機関から協力辞退の申し

出があったが，令和 5 年度から残り 10 医

療機関から引き続き協力していただいて

いる。今年度も協力辞退された医療機関か

らの侵襲性感染症の報告がなかったこと，

この 10 医療機関はいずれも地域の基幹病

院であることから，県内 4 医療圏をほぼ網

羅できており，県内全域での侵襲性感染症

の菌株の捕捉率が維持できていたと考え

る。

今年度の IPD 症例は，25 例，12 種類の

血清型が確認された。COVID-19 流行下で

は，その感染拡大に伴って IPD の症例数が

減少した 1)2）。その要因の一つとして，市

中での感染予防策の普及による肺炎球菌

の感染伝播の抑制が考えられた。2023 年

の COVID-19 の 5 類感染症移行に伴って，

本研究班の他の道県の多くから IPD の症

例数が COVID-19 流行期と比べて増加し始

めていることが報告された。昨年度までの

山形県の状況はそれと異なり，IPD の増加

が認められなかったが，その要因として山

形県における市民のマスク着用率が依然

として高かったことが関係しているかも

しれない，と考察した。今年度は山形県で

も IPD の大幅な増加が認められたが，その

理由は明らかではない。

COVID-19 が通年性に市中で流行を繰り

返すようになり，かつ肺炎球菌やマイコプ

ラズマ，百日咳など他の呼吸器ウイルス感

染症も同時に流行する。したがって，特に

高齢者において IPD の罹患リスクや死亡

リスクが高くなることが予想されるため，

高齢者に対する肺炎球菌ワクチンの接種

推進がますます重要となるだろう。従来の

PCV13 や PCV７に代わり，より多くの血清

型をカバーする PCV20 と PCV15 が認可さ

れた。今年度の山形県における PPSV23，

PCV20，および PCV15 のワクチンカバー率

は昨年度よりもやや低下したが，それでも

40〜56％のカバー率を維持している。また，

今後 PPSV23 に代わり PCV21 が認可されれ

ば，現在カバーされていない血清型もカバ

ーできるようになると予想される。このよ

うな基礎データはワクチン接種を進める

上で有用な情報である。引き続きワクチン

カバー率の変化を見極め，ワクチン接種率

との関連を明確にするためにも，本サーベ

イランスを継続する意義は高いと考える。
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今年度，山形県では成人 IHD の発生は 1

件のみであった。また，IMD の報告はなか

った。

STSS については，今年度の症例数は 16

例と昨年度よりもさらに増加した。G 群溶

血性レンサ球菌が 10 例と最も多かった。

COVID-19 流行後に A 群溶血性レンサ球菌

による STSS が増加したという報告 3)があ

るが，山形県でも同様の事象が見られた。

今年度の A群溶血性レンサ球菌は 4例中 3

例が emm1.0 であったが，いずれも M1UK

sublineage であり，当時の国内での流行

状況に合致した。我々が実施した山形県内

の環境表面のスワブによる検討では，M1UK 

sublineage の遺伝子は，郡部よりも都市

部の方からより多く検出された 4)。すなわ

ち，人と人の接触が多い方が疾患としての

STSS がより多く発生することが示唆され

た。また，今年度の山形県の STSS での死

亡例は 13 例中 6 例と多かった。このよう

に STSS では重症例が少なくないことから，

引き続き本研究によるサーベイランスを

継続することで，山形県における STSS の

動向を把握することが重要であると考え

られる。

最後に本研究の課題として，登録症例の

臨床情報の収集が（だいぶ改善したものの）

まだ一部で不十分であったことが挙げら

れる。担当者の転勤などにより，情報収集

や調査が進まないケースが少なくない。少

なくとも調査票の記載漏れをなくすよう，

来年度は各医療機関の新たな担当者を通

じて，患者情報の確実な収集を図りたい。

E. 結論

昨年に引き続き，本研究のサーベイラン

スにより山形県内における侵襲性細菌感

染症のデータが集積され，その情報を基に

して各医療圏・地域レベルで本疾患の現状

を把握することができている。本研究を継

続することによって，山形県における侵襲

性細菌感染症のサーベイランスを質量と

もに強化していきたいと考える。
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研究要旨

肺炎球菌は肺炎の主な起炎菌であり、しばしば、菌血症や髄膜炎などの侵襲性肺炎

球菌感染症（invasive pneumococcal disease; IPD）を引きおこす。肺炎球菌は菌体

表層に存在する莢膜のポリサッカライドの違いにより、約 100 種類の血清型に分類さ

れる。現行の肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチンはカバーする血清型に対する有

効性が高いものの、ワクチンに含まれない血清型による IPD の増加が懸念されている。

本研究では、現行肺炎球菌ワクチンの感染防御効果を多角的に解析する目的で、細菌

学・免疫学的観点から、23 価肺炎球菌ポリサッカライドワクチン（PPSV23）免疫血清

を介した補体の沈着活性を解析した。今年度は昨年度に引き続き、成人 IPD 由来菌株

を用いて、昨年度構築した方法を用いて解析を行った。PPSV23 血清型のうち、成人 IPD

症例から分離された 20 血清型の菌株を用いて解析を行った結果、一部の血清型の菌株

を除いて、多くの血清型の菌株にて PPSV23 免疫血清による補体 C3 沈着の増加を認め

た。今後も細菌学的・免疫学的観点から、現行肺炎球菌ワクチンの感染防御効果を明

らかにしたい。

Ａ．研究目的

肺炎球菌は成人の市中肺炎の原因菌と

して最も頻度の高い細菌であり、しばし

ば菌血症や髄膜炎などの侵襲性肺炎球菌

感染症（invasive pneumococcal 

disease; IPD）をおこす。肺炎球菌は菌

体表層に存在する莢膜のポリサッカライ

ドの違いにより、約 100 種類の血清型に

分類される。現行の肺炎球菌ワクチン

はポリサッカライドベースワクチンで

あり、現在、23 種類の血清型のポリサッ

カライドを用いた 23 価肺炎球菌莢膜ポ

リサッカライドワクチン（PPSV23）と 15

または 20 価肺炎球菌結合型ワクチン

（PCV15 または PCV20）が、65 歳成人と小

児において定期接種されている。これら

のワクチンの有効性が示されているもの

の、ワクチンに含まれない血清型（非ワ

クチン血清型）による IPD 罹患が増加し

ている（血清型置換）。現行ワクチンの有



効性を把握するためには、多角的な解析

を行う必要があり、IPD症例から分離され

た菌株を用いた細菌学的および免疫学的

な解析は重要と考えられる。肺炎球菌に

対する感染防御において、菌に対する抗

体の結合および補体の沈着によるオプソ

ニン化を介した食細胞の貪食殺菌が重要

である。そのため、肺炎球菌ワクチン免

疫血清による菌への抗体の結合を介した

補体沈着活性を解析することにより、ワ

クチンの感染防御効果を検討する指標と

なると考えられる。本分担研究では、成

人の侵襲性肺炎球菌感染症例から分離し

た菌株を用いて、PPSV23 免疫血清中の抗

体を介した補体 C3 沈着活性の解析を行

うこととした。

Ｂ．研究方法

1) 肺炎球菌

2013 年から 2024 年の間に成人 IPD 症

例の血液、髄液または他の組織から分離

された肺炎球菌株を用いた。PPSV23 に含

まれる血清型の肺炎球菌株を用いた。肺

炎球菌株は血液寒天培地にて画線培養し、

翌日コロニーを回収、吸光度測定の後、

OD600=0.1=約 1x108CFU/ml（数種の肺炎球

菌株を用い、コロニーカウント法より求

めたおおよその CFU 濃度の平均値）とし

て各菌株サンプル：約 2x107CFU/菌株サン

プルとして用いた。

2) 反応緩衝液

血清反応及び補体反応時の緩衝液とし

て、0.1%ゼラチン添加 PBS(+)溶液

（ナカライ社）を用いた。

3) 試薬

免疫血清は PPSV23 投与被験者血清

（Human Anti-Pneumococcal capsule 

Reference Serum (1st International 

Standard) 007SP; NIBSC）を用い、補体

と し て は ウ サ ギ 血 清 （ Pel-Freez 

Biologicals 社）、検出抗体は FITC 標識

ヤギ抗ウサギ C3 抗体（MPbio 社）を用い

た。

4) 肺炎球菌の蛍光ラベリング

肺炎球菌を Fixable Viability Dye

（FVD）（Thermo 社）で染色した。染色手

順は血液寒天培地より回収した肺炎球菌

ペレットを 1xPBS(-)で再懸濁し、FVD 溶

液を 500 倍希釈で加えた後、室温で 30 分

間遮光して反応させた。反応後、緩衝液

で洗浄・遠心後、補体結合アッセイに用

いた。

5) 補体結合アッセイ

菌ペレット（約 2x107CFU）を 10%血清/

緩衝液で再懸濁し、37℃、30 分間静置で

反応させた。反応後、1xPBS(-)で洗浄・遠

心（15,000rpm, 4℃, 2 分間）し、補体/

緩衝液で再懸濁し、37℃, 30 分間静置で

反応させる。1xPBS(-)で洗浄・遠心

（15,000rpm, 4℃, 2 分間）後、1xPBS(-)

で希釈した FITC 標識ヤギ抗ウサギ C3 抗

体で 4℃, 20 分間染色、1xPBS(-)で洗浄・

遠心後、PI 染色液（終濃度 10μg/ml）

/1xPBS(-)で再懸濁し、フローサイトメト

リーCytoFLEX（Beckman Coulter 社）で解

析した。フローサイトメトリー解析の結

果から、各血清型の肺炎球菌株への補体

C3 の結合率を算出した。



C. 研究結果

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌

株および、本研究にて確立した、菌体へ

の補体 C3 沈着活性の解析法を用いて、解

析を行った。今年度も引き続き、PPSV23

に含まれる血清型の菌株を用いて解析を

行った。まず、昨年度の解析にて、PPSV23

免疫血清による補体沈着増強作用を認め

られなかった菌株について、再解析を行

った。血清型 3 の肺炎球菌 2 株の再解析

では、PPSV23免疫血清の存在下において、

菌体への補体 C3 の沈着率の増加を認め

た（図 1）。一方で、血清型 7F の 4 株にお

いては、いずれの菌株も PPSV23 免疫血清

による補体沈着の増強効果は認められず、

むしろ PPSV23 免疫血清の存在下で補体

沈着の減少を認めた（図 1）。PPSV23 免疫

血清非存在下における補体 C3 の沈着率

が高いことが要因ではないかと考えられ

た。

図 1．PPSV23 免疫血清を介する補体 C3 の沈着

活性の解析結果-1

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 3 と 7F）に対する PPSV23 免疫血清の存在

（緑）または非存在下（補体 C3 only、白）で

の補体 C3 沈着率を示した。

血清型 19F の肺炎球菌株については、

１株は PPSV23 免疫血清の存在下におい

て、菌体への補体 C3 の沈着率の増加を認

めたものの、もう１株は保体の沈着率の

増加を認めなかった（図 2）。また、血清

型 23F の菌株では、2 株ともに PPSV23 免

疫血清による補体 C3 の沈着率の増加を

認めた（図 2）。

図 2．PPSV23 免疫血清を介する補体 C3 の沈着

活性の解析結果-2

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 19F と 23 F）に対する PPSV23 免疫血清の存

在（緑）または非存在下（補体 C3 only、白）

での補体 C3 沈着率を示した。

また、血清型 4、6B、19F、22F、23F、

33Fの肺炎球菌株については、一部の株に

ついては再解析を行うと共に、新たに株

を追加して、PPSV23 免疫血清による菌体

への補体 C3 の沈着の影響を解析した。

血清型 4、6B、19F については、PPSV23 免

疫血清の存在下において、菌体への補体

C3の沈着率の増加を認める株と認めない

株が混在していた（図 3）。一方で、血清

型 22F、23F、33F の菌株では、PPSV23



PPSV23 免疫血清による補体 C3 の沈着率

の増加を認めた（図 3）。

図 3．PPSV23 免疫血清を介する補体 C3 の沈着

活性の解析結果-3

成人 IPD 症例から分離された肺炎球菌株（血清

型 4、6B、19F、22F、23F、33F）に対する PPSV23

免疫血清の存在（緑）または非存在下（補体 C3 

only、白）での補体 C3 沈着率を示した。

D. 考察

現行の莢膜ポリサッカライドベースの

肺炎球菌ワクチンは含有するポリサッカ

ライドの血清型に対する感染防御効果が

高い。しかし、肺炎球菌は約 100 種類の

血清型が存在し、現行ワクチンに含まれ

ない血清型の増加により幅広い感染防御

効果をもたらすことができないことが懸

念されている。肺炎球菌のポリサッカラ

イドベースワクチンは、基本的に血清型

に依存した感染防御効果をもたらす、す

なわち、交差反応性が期待できないため

である。本研究では、現行肺炎球菌ワク

チンの感染防御効果を多角的に解析する

目的で、細菌学・免疫学的観点から、

PPSV23免疫血清を介した補体の沈着活性

を解析した。  

昨年度に引き続き、成人 IPD 由来の

PPSV23 血清型の菌株に対する、PPSV23 免

疫血清を介する補体沈着活性を解析した。

今年度は昨年度、補体沈着活性の増強作

用を認めなかった菌株についての再評価

を行った。その結果、血清型 3 や 23F な

どの菌株では、PPSV23 免疫血清を介する

補体 C3 沈着の増強効果を認めた。

一方で、血清型 7F の菌株やその他、ご

く一部の菌株では、PPSV23 免疫血清を介

する補体沈着の増強作用が認められず、

PPSV23 免疫血清存在下で、むしろ補体沈

着活性が低下した。PPSV23 免疫血清非存

在下においても、菌株への補体沈着が高

いことが、そのような結果をもたらした

と考えられる。

E. 結論

本研究では、現行の莢膜ポリサッカラ

イドベースの肺炎球菌ワクチンの感染防

御効果を多角的に解析する目的で、細菌

学・免疫学的観点から、PPSV23 免疫血清

を介した補体の沈着活性を解析した。本

研究にて確立した解析方法および成人

IPD由来菌株を用いて解析を行った。まだ

菌株数が少ない血清型があるものの、

PPSV23 血清型のうち、成人 IPD 症例から

分離された 20 血清型の菌株を用いて解

析を行い、血清型 7F および一部の菌株を

除いて、多くの血清型の菌株にて、PPSV23

免疫血清による補体 C3 沈着の増加を認

めた。今後も細菌学的・免疫学的解析に

より肺炎球菌ワクチンの感染防御効果を

明らかにすることで、今後のワクチン政

策において、有用な知見を得られるよう

に解析を続けたい。
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Ａ．研究目的

侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は重症度が
高く、患者発生時には感染拡大防止のため迅
速に積極的疫学調査を実施する必要がある
ことから、2015年5月より患者を診断した医
師は患者の氏名・住所等の個人情報を含め、
ただちに保健所に報告しなければならない
と感染症法上の取り扱いが変更された。また、
2016年11月にはIMDの届出基準が変更され, 
血液と髄液のみならず, その他の無菌部位
についても検査材料として含まれることと
なり、より一層IMDの正確な患者数を把握す
る体制が整った。

感染症発生動向調査へのIMD報告例は年間
約40例で罹患率は0．028/10万人・年（Natio
nal surveillance for meningococcal dise
ase in Japan, 1999-2014.Fukusumi M, Kam
iya H, Takahashi H, Kanai M, Hachisu Y,
Saitoh T, Ohnishi M, Oishi K, Sunagawa
T.Vaccine. 2016 Jul 25;34(34):4068-71）

と諸外国と比較しかなり少ない。しかし、高
校の寮で発生した髄膜炎菌によるIMDアウト
ブレイク事例（病原微生物検出情報.IASR 3

2: 298-299, 2011）や、国内で開催された国
際イベントが原因で複数のIMD患者が発生す
る事例（IASR Vol. 36 p. 178-179: 2015年9
月号)等が報告されており、決してIMDは軽ん
じられる疾病ではない。

本研究の目的は、感染症発生動向調査で報
告された症例について自治体の積極的疫学
調査で収集した情報を追加収集し、正確なIM
Dの疫学、分離株の血清群の分布を明らかに
し、ワクチンの効果判定のために有用なエビ
デンスを構築することにある。さらに、わが
国のIMDのハイリスク群、リスク因子等を特
定し、2015年より販売開始となった髄膜炎菌
ワクチン接種の対象となる者を決定するこ
とにある。

Ｂ．研究方法

全国から感染症発生動向調査に報告され
た侵襲性髄膜炎菌感染症について、以下のス
キームで患者の情報収集、並びに検体の確保
を行う（図1）。

研究要旨：感染症発生動向調査において五類疾患である侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は重

症度が高く、患者発生時には感染拡大防止のため迅速に積極的疫学調査が実施される。その

際には、届出時に求められる項目以上に患者情報などが収集される必要があり、国内の侵襲

性髄膜炎菌感染症対策の構築にも有益な情報が含まれていると考えられる。2015 年 5 月より

わが国でも 4 価の髄膜炎菌ワクチンが接種可能となり、国内における正確な疾病負荷や血清

群の割合、ハイリスク群の特定は、ワクチンを有効に活用し、重症患者を未然に防ぐ公衆衛

生対応においても貴重な情報となる。また、IMD はマスギャザリングそのものがハイリスク

となることから、国際的なイベントが開催される予定である国内の IMD 対策にも本研究結果

は貢献できる。本研究は国内の IMD 患者の情報収集、検体確保の両面で強化し、国内の IMD
のハイリスク因子を明確化することを目的としている。



図１．本研究の全体像
感染症発生動向調査への患者報告がトリガ
ーとなり、報告のあった自治体へ感染症法第
15条に基づく積極的疫学調査の一環として
のさらなる情報収集や病原菌の分析を実施
するのかを確認する。本疾患の重症度及び公
衆衛生上の重要性から多くの自治体が追加
調査を予定すると考えられることから、自治
体からの本調査に関する合意が得られた場
合、検体確保ならびに患者への積極的疫学調
査により収集した情報のうち、感染症発生動
向調査に報告した項目以外の情報を、質問票
（添付）にて収集する。質問票の項目は以下
の通りである。なお、収集したデータはエク
セルで作成するデータベースに登録する。ま
た、確保した菌株は国立感染症研究所細菌第
一部に郵送していただき血清群、遺伝子解析
等を実施、結果を疫学データベースに追記す
る。

a.臨床所見：
• 髄膜炎例：頭痛、発熱、髄膜刺激症状の他、

痙攣、意識障害
• 敗血症例：発熱、悪寒、虚脱
• 重症化例：紫斑の出現、ショック並びにD

IC（Waterhouse-Friedrichsen症候群）
• その他、点状出血を眼球結膜や口腔粘膜、

皮膚に認める、出血斑を体幹や下肢に認め
る、関節炎、肺炎

b.検査：
• 分離・同定による病原体の検出
• ＰＣＲ法による病原体の遺伝子の検出
• 検体は血液、髄液、並びに通常無菌の部位
（関節液など）から採取されたものとする

疫学情報、並びに検体の確保が不明な場合、
自治体の了承のもと、患者を診断、加療を行
った医療機関の担当医へコンタクトを行う
（自治体と話し合いにより自治体の方にま
ずコンタクトを取っていただくこともあり
うる）。担当医の了承が得られれば、質問票
について該当患者の情報収集、並びに検体の
提供を依頼する。得られた情報、菌株情報は
データベースに登録する。症例数が少ないた
め、調査対象は全国、全年齢とした。

また、本調査の結果をもとに、すでに発出
されている「侵襲性髄膜炎菌感染症対応ガイ
ドライン（初版）」の改訂を行う。

（倫理面への配慮）
感染症発生動向調査で報告を求められて

いない情報も収集することから国立感染症
研究所倫理委員会に本研究に関して倫理申
請を行い承認された（国立感染症研究所倫理
審査第992号）

Ｃ．研究結果
感染症発生動向調査に基づく国内の侵襲

性髄膜炎菌感染症（Invasive Meningococcal 
Disease: IMD）の報告数（図 1）は、報告の

対象となった 2013 年から 2019 年までは年

間 20～40 例程度であったが、2020 年の新

型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行

開始後に減少した。しかし、2023 年の報告

数は 21 例と COVID-19 流行開始前の水準

に戻り、2024 年の報告数は過去最多の 66 
例となった。

  2022 年 1 月～2024 年 12 月の３年間に感

染症発生動向調査への届出があった IMD は

95 例で、これらすべての症例が調査対象で

あり調査票を管轄自治体に送った。そのうち

有効な回答が得られた症例は 74 例（回収率

78%）であった。
回答のあった症例のうち、男性：47例 64％

＞女性：27例 36％、年齢の中央値は53歳（範
囲：0-88歳）、年齢分布は成人（特に40歳以
上）に多く小児や10代の割合は少なく、発症
30日以内の死亡例は4例であった。菌株の血
清群が検査され、情報を得られた株数は66
例であり、Y群が最も多く37例（56%）次い
でB群23例（35％）とであった。基礎疾患を
もつ症例は37例（50%）であった。

表１．調査票が回収できた症例の基本属性
（2022年1月～2024年12月、2025年1月20日時



点、n=74)

70例（95％）に入院歴（入院なしの内訳は、
死亡２例と不明２例）があり、26例（35％）
がICUに入室した。入院期間の中央値は13日
（範囲:0‐90日）で後遺症を7例（9％）に認
めた。最も多い病型は菌血症で半分を占め、
髄膜炎との併発と併せて全体の70％であっ
た。髄膜炎のみは26％であった。

共同生活ありの回答のうち寮・社会福祉施設
は5%だった。発症前1か月以内のマスギャザ
リングへの参加歴は12％で認められた。海外
渡航歴の例は少なく（4％）、MSM（Men who 
have Sex with Men）は認めていない。MCV4
接種者は4％にとどまった。濃厚接触者に対
して予防内服実施との回答を得られたのは4
7例（64%）であった。

これらの結果や最近の耐性菌の出現傾向、ワ
クチンの変更などを考慮し、ガイドラインの
改訂を実施した。

Ｄ．考察
IMDの報告数はCOVID-19流行開始後に減少

したが2023年にはCOVID-19 流行開始前の水
準に戻り2024 年報告数は過去最多となった。
2024年は世界的にIMDの報告が増えており、C
OVID-19流行開始に伴う減少とその後の増加
も含め日本でも同様の傾向を認めた。

本研究では2022年1月～2024年12月の３
年間のIMD強化サーベイランスの結果をまと
めた。感染症発生動向調査に報告された症例
のうち約８割で詳細な情報が収集された。

海外からの報告と比較し、国内のIMDの疫
学は小児や10代の症例割合が低く、一方高齢
者の占める割合は高いという特徴はこれま
での本邦の報告と同様であった。一方、血清
型についてはY群の割合が最も高いが、現在
国内で使用できるワクチンでは予防できな
いB群が3割5分程度存在し、その割合はこれ
までの報告より高かった（１）。

諸外国のIMDの報告に比べて、IMDのハイリ
スクである複数人数との生活形態をとって
いる割合が多いという点では共通していた
が、学生寮などの集団での生活形態であった
人は少なく、家族との同居が多かった。一方、
無脾症、補体欠損症、HIV感染症などの基礎
疾患を持つ患者や、マスギャザリングへの参
加、MSMといった海外からの報告で多く認め
られるIMDのハイリスク因子を有している患
者は少なかった。

しかし、2025年４月に日本国際博覧会（大
阪・関西万博）を控え今後海外から国内への
人の流入が増加することが予想される。万博
に向けての感染症リスク評価（２）において
もIMDは大会に関連した集団発生、大規模事
例かつ重症度の高い症例の発生が懸念され
ることから注意すべき感染症として挙げら
れている。日本において４価（A,C,Y,W）の
髄膜炎菌ワクチンは承認されているものの、
血清群Bをカバーするワクチンは承認されて
いない。現状、血清群B群はY群に続いて2番

目に割合が高く、以前よりその割合は増加し
ている。血清群B群による事例が発生した際
の迅速な公衆衛生対応の一環として血清群B
を含むワクチンが使用可能となるよう国内
での承認が待たれる。

なお、本調査の制限としては、感染症発生
動向調査に届け出られたIMD全例に調査票の
依頼を実施しているが、回収率は100%ではな
い、転帰等は最終的に報告いただくよう依頼
しているが、いくつかの症例は届出時点での
情報のみを集計している、予防接種歴やMSM
かどうかなど「不明」の回答があることが挙
げられ、結果の解釈に注意が必要である。

Ｅ．結論
以上の結果や制限、世界のIMDの状況を現

在発出されている侵襲性髄膜炎菌感染症対
応ガイドラインに反映させて第二版を作成
した。2025年４月に開幕する大阪・関西万国
博覧会に向けて本ガイドラインが公衆衛生
対応に生かされ、IMD患者が発生した際の正
しい対応が実施されることを望む。
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劇症型溶血性レンサ球菌感染症の疫学情報

            研究代表者：明田幸宏(国立感染症研究所細菌第一部)
            研究分担者：土橋酉紀(国立感染症研究所実地疫学研究センター)
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            研究協力者：門脇知花(国立感染症研究所実地疫学研究センター)

A. 研究目的
劇症型溶血性レンサ球菌感染症

(Streptococcal toxic shock syndrome, 
STSS)は、感染症法の5類感染症全数報告対
象疾患である。近年、STSSの報告数が増加
しており、社会的な関心が高まっている。

さらに、2023年秋以降、感染症発生動向調
査にて、A群溶血性レンサ球菌（GAS）によ
るSTSS症例およびGAS咽頭炎症例が急増し
た。また、2023年夏以降に、2010年代に英
国で流行した病原性および伝播性が高いと
されるStreptococcal pyogenes M1UK 
lineage（UK系統株）の集積が、日本国内で
も確認された。これらの疫学的な変化をうけ、
2024年はSTSSへの注目がさらに高まった年
となった。

しかし、現在のところ、STSSの疫学研究
は国内外を含めて少数であり、さらに菌種別
の疫学的特徴について調べられたものは少
ない。

本研究では感染症発生動向調査事業では

収集できないSTSS患者の疫学情報を収集し、

原因菌の侵入門戸及びSTSS発症者の属性、

背景要因、基礎疾患、臨床症状等を菌種(S. 

pyogenes、S. agalactiae、S. dysgalactiae 

subsp. equisimilis (SDSE)) ごとに明らかに

することを目的としている。

B. 研究方法
研究デザインは前向き観察研究である。今

まで侵襲性肺炎球菌感染症及び侵襲性イン
フルエンザ菌感染症の研究で構築したスキ
ームを利用し、国内10道県(北海道、宮城県、
山形県、新潟県、三重県、奈良県、高知県、
福岡県、鹿児島県、沖縄県)を対象とした。

国立感染症研究所倫理審査委員会で承認
を得た2016年9月14日以降に診断された
STSS症例のうち、医療機関の協力が得られ、
研究分担者、自治体及び衛生微生物技術協議
会溶血性レンサ球菌レファレンスセンター
を経由して質問紙票と原因菌株が収集でき
た症例を登録した。

質問紙票を用いて、小児との同居歴、咽頭
炎、水痘、インフルエンザの既往、妊娠・出
産歴、外傷・手術歴、基礎疾患等、過去の文
献等から溶連菌の感染経路やリスク因子と
考えられている項目に関する質問や、臨床像
に関する項目を収集した。

対象は、2016年9月14日以降に診断され、
2025年1月31日までに調査票(第1版、第2版、
第3版)が得られた症例のうち、NESID届出基
準を満たした者とした。また、転帰に関する
検討においては「最終的な転帰」に、「軽快」
もしくは「死亡」と記載があった者とした。
なお、今年度は、2024年12月～2025年1月に、
これまで転帰不明等で登録されていた症例
の転帰を追跡した。

但し、再発が疑われるものについては初回
のみを解析対象とした。

また報告数は、初診日（不明な者について
は発症日）を用いて集計した。

研究要旨 劇症型溶血性レンサ球菌感染症(Streptococcal toxic shock syndrome, STSS)につい

て、STSS は感染症法の 5 類感染症全数報告対象疾患であり、致命率も高く、社会的に注目されて

いる。新型コロナウイルス感染症流行後は、その発生動向が注目されている。また、これまでの

疫学研究では、STSS の疫学、特に菌種別の疫学的特徴について調べられたものは少ない。本研究

班では、感染症発生動向調査事業では収集できない STSS 患者の疫学的情報を国内 10 道県の協力

のもと収集した。2016 年 9 月 14 日以降に診断され、2025 年 1 月 31 日までに 694 例の調査票(第
1～3 版)を収集した。このうち、感染症発生動向調査の届出基準を満たす症例 599 例、菌種別の内

訳は、S. pyogenes 223 例、S. agalactiae 106 例、S. dysgalactiae subsp. equisimilis (SDSE) 266
例 、その他の菌種 4 例であった。また、そのうち転帰が判明している症例 492 例を対象に死亡に

関するリスク要因の検討を行った。

報告数について、S. pyogenesは、新型コロナウイルス感染症流行開始後である2020年以降減少

していたが、2023年10月以降増加した。一方、S. agalactiaeの報告数は、ほぼ横ばい、SDSEの報告

数は、やや増加傾向が疑われた。またS. pyogenes、S. agalactiae、SDSEの致命率はそれぞれ50％、

52％、59％であった。

死亡に関連したリスク因子としては、S. pyogenesでは高齢、SDSEでは高齢、施設長期入所、

要支援・介護であることが挙げられた。



解析方法は、記述疫学と転帰別(死亡と軽

快)の比較を行いオッズ比(OR)とその95%信

頼区間(CI)を算出した。

C. 研究結果
10道県から報告された694例と感染症発生

動向調査に届出されたSTSS症例との突合を
行い、下記の要件を満たすものは599例であ
った(S. pyogenes 223例、S. agalactiae 106
例、SDSE 266例、S. constellatus 2例、不
明2例)であった。

感染症発生動向調査の届出に必要な要件
以下のアの(ア)及び(イ)かつイを満たすも

の
ア 届出のために必要な臨床症状
(ア)ショック症状
(イ)(以下の症状のうち２つ以上)
肝不全、腎不全、急性呼吸窮迫症候群、播

種性血管内凝固症候群(DIC)、軟部組織炎(壊
死性筋膜炎を含む)、全身性紅斑性発疹、痙
攣・意識消失などの中枢神経症状

イ 病原体診断の方法
通常無菌的な部位(血液、髄液、胸水、腹

水)、生検組織、手術創、壊死軟部組織から
分離・同定によって病原体が検出されたもの

〇S. pyogenes 223例、S. agalactiae 106例、
SDSE 266例の疫学
＊菌種別ではS. constellatus 2例、不明2例を
除いて解析を行った
１）経時的変化（n=599）

2016年～2024年の報告数について、2016
年以降、年々増加傾向(2016年9例、2017年
44例、2018年49例、2019年77例)であったが、
2020年64例、2021年60例、2022年49例と報
告数は減少した。その後、2023年90例、2024
年151例と増加した。

特にS. pyogenesは、2020年15例、2021年
10例、2022年10例と報告数が減少していた
が、2023年34例、2024年78例と増加した。

一方、S. agalactiaeは、2020年15例、2021
年14例、2022年11例、2023年17例、2024年
22例であり報告数はほぼ横ばい、SDSEは、
2020年34例、2021年36例、2022年28例、2023
年37例、2024年49例であり、2022年に少し
減少したが、近年再度増加傾向を認めた。

ただし、遅れ報告があるため、2024年の解
釈には注意が必要である。
２）年齢、性別（菌種別）

年齢中央値(範囲)はそれぞれS. pyogenes
65(22-98)歳、S. agalactiae 79(40-95)、SDSE 
81(25-99)歳であった。S. pyogenesは50～70
代に多い傾向、SDSEは70代以上が多かった。
各菌種において、男女の報告数はほぼ同数で
あり、性差は認められなかった。
３）症状（菌種別）

感染症発生動向調査届出要件に関連し
た症状について検討を行った。ショック症状
は届出の必須項目である。

S. agalactiaeでは、腎不全 76/106 (72%) 、
DIC 58/106 (55%) 、中枢神経症状41/106 
(39%) が多かったが、軟部組織炎が34/106
(32%) が他の菌種に比べて少ない傾向であ

った。S. pyogenesとSDSEは、それぞれ腎不
全 173/223(78%) 、201/266(76%)、DIC 
136/223(61%)、172/266(65%)、軟部組織炎
142/223(64%)、149/266(56%)が多く認めら
れた。

〇転帰を把握できた492例の疫学
＊菌種別ではS. constellatus 2例を除いて解
析を行った

転帰が把握できた症例は492例であり、内
訳は軽快223例(45.3%)、死亡269例(54.7%)
と半数以上が死亡していた。
１）年齢と致命率

致命率は、40歳未満 7/21(33%)、40代
12/21(57%)、50代 20/46(43%)、60代
47/92(51%)、70代 53/117(45%)、80代
85/132(64%)、90代以上 45/63(71%)あった。
死亡例の数は60代以上で多く、致命率は特に
80代以上で高かった。

菌種別ではS. pyogenes、S. agalactiae、
SDSEの致命率はそれぞれ、50％、52％、59％
であった。S. pyogenesは40歳未満にも死亡
例が認められた。

２）属性と転帰の検討
属性と転帰との関連について検討を行っ

た。性別、年齢(65歳未満、65歳以上80歳未
満、80歳以上)、BMI(18.5未満、18.5以上25
未満、25以上)、施設長期入所、介護度(要介
護・要支援、自立)、基礎疾患の有無、発症
前の外傷におけるOR (95%CI)を算出した。
年齢65歳未満をリファレンスにしたところ
年齢80歳以上で2.29(1.45-3.63)、施設長期入
所1.98(1.22-3.23)、要介護・要支援
1.61(1.09-2.38)に関連を認めた。

菌種別では、S. pyogenesにて年齢80歳以
上で2.43(1.02-5.76)、SDSEにて、年齢80歳
以上で2.92(1.24-6.85)、施設長期入所
1.99(1.06-3.75)、要介護・要支援
1.75(1.01-3.04)に関連を認めた。

３）基礎疾患と転帰の検討
基礎疾患と転帰との関連について検討を

行った。悪性腫瘍（治療中/経過観察中）、
慢性心不全、慢性呼吸器疾患、慢性肝疾患、
慢性腎臓病、糖尿病、リンパ浮腫を含む四肢
浮腫等において、ORと95%CIを算出した。
死亡のリスク要因として関連が認められる
ものはなかった。しかし、リンパ浮腫を含む
四肢浮腫は、0.36(0.18-0.72)であり、死亡を
減少させた。菌種別では、SDSEにおいて、
四肢浮腫0.36(0.18-0.72)であった。

３）届出要件に関連した症状と転帰の検討
感染症発生動向調査届出要件に関連した

症状と転帰との関連について検討を行った。
全体では、腎不全、中枢神経症状、肝不全、

急性呼吸窮迫症候群と死亡におい関連を認
めた。それぞれのOR(95%CI)は、
2.29(1.51-3.48)、2.24(1.45-3.48)、
1.78(1.20-2.65)、1.64(1.02-2.63)であった。
また、軟部組織炎と死亡においては
0.51(0.36-0.74)であり、軟部組織炎がある場



合は死亡を減らしていた。
菌種別では、S. pyogenesは、腎不全と死

亡において関連を認め、OR (95%CI) は、
2.98(1.39-6.36)であった。S. agalactiaeは、
中枢神経症状と死亡において関連を認め、
OR (95%CI) は、3.93(1.57-9.81) であった。
SDSEでは急性呼吸窮迫症候群、肝不全、腎
不全と死亡において関連を認め、それぞれの
OR(95%CI)は、2.64(1.19-5.87)、
2.58(1.39-4.79)、2.33(1.27-4.25)であった。

また、S. agalactiae、SDSEともに、軟部
組織炎を有することが死亡を減らすことが
示唆された。それぞれのOR(95%CI)は、
0.13(0.04-0.39)、0.37(0.21-0.64)であった。

Ｄ．考察
今回の研究では、感染症発生動向調査届出

条件をみたすSTSSについて、菌種別の疫学
的特徴と、転帰の違いによる疫学的特徴につ
いて検討を行った。

感染症発生動向調査届出基準を満たす症

例は599例、かつ転帰が判明している症例は

492例(2016年9月-2025年1月)であった。全体

の致命率は54.7%であり、S. pyogenes、S.

agalactiae、SDSEでは、それぞれ50％、52％、

59％であった。
報告数は、特にS. pyogenesは、新型コロナ

ウイルス感染症流行開始後である2020年以
降の減少傾向であったが、2023年10月以降増
加した。

届出に必要な症状では、ショック症状、腎
不全、DIC、軟部組織炎が多いが、S. 
agalactiaeは、軟部組織炎が他の菌種に比べ
て少なかった

症状と転帰の関連では、腎不全、肝不全、
中枢神経症状、急性呼吸窮迫症候群がある者
が死亡する傾向、軟部組織炎のある者で死亡
が減少する傾向を認めた。

属性と転帰との関連では、高齢、施設長期
入所、要支援・介護に該当する者が死亡する
傾向が認められた。基礎疾患と転帰との関連
では、リンパ浮腫を含む四肢浮腫のある者で
死亡が減少する傾向を認めた。

研究の制限として、本調査で収集された情
報は、感染症発生動向調査の一部であること、
また結果はすべて粗の結果であり、調整は行
っていないことが挙げられる。
Ｅ．結論

今回STSSの診断基準を統一するため
STSS届出基準を満たす症例に限定して解析
を行った。症例は599症例であった。報告数
はS. pyogenesが、2023年10月以降に急増し
た。また、転帰が判明している症例の致命率
は54.7%であり、高齢になるほど高い致命率
を呈した。死亡に関連したリスク要因として
は、高齢、施設長期入所、要支援・介護が挙
げられた。また、発症後の症状と死亡との関
連では、軟部組織炎でオッズ比が低かった。

謝辞
本研究の研究分担者、研究へご協力いただ

きました医療機関の医療従事者・地方自治体
職員の皆様方に心より感謝申し上げます。

Ｆ．研究発表

1.論文発表

なし

2.学会発表

・衛生微生物技術協議会第44回研究会 トピ

ックスⅢ溶連菌（令和6年7月11日）

・第73回日本感染症学会東日本地方会学術集

会/第71回日本化学療法学会東日本支部総会

合同学会 「緊急企画」（令和6年10月19日）

・令和６年度地域保健総合推進事業における

地域レファレンスセンター連絡会議 講演

「劇症型溶血性レンサ球菌感染症の疫学」

（令和6年11月15日）

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況

1.特許取得：なし

2.実用新案登録：なし

3.その他：なし
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

分担研究報告書

成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

侵襲性肺炎球菌感染症の疫学情報解析

研究分担者 新橋 玲子  国立感染症研究所感染症疫学センター 主任研究官

研究協力者 笠松 亜由  国立感染症研究所感染症疫学センター 主任研究官

研究要旨

20 1 3年4月から2 0 2 4年1 2月に研究班に登録された、 IP D症例の記述と解析を行った。

登録数は2 0 2 0～2 2年のC OV I D -1 9パンデミック期間に減少したが、20 2 3年以降は増加

傾向にあり、20 2 3年は2 22例、2 0 24年は2 69例であった。

2 02 3～2 4年登録例の原因血清型は、血清型3 (7 1例 )、1 9 A (4 4例 )、35 B (4 3例 )、1 5 A (
4 2例 )、2 3 A (4 1例 )の順に多く、血清型3は、20 1 3～2 02 4年の期間を通じて高い割合で

推移した。3 5 B ,  1 5 A ,  2 3 Aの検出割合は、本研究班開始当初の2 0 1 3～16年と比較して増

加した。

1 5歳以上の IP D患者は、男性が女性よりやや多く、6 5歳以上の高齢者が約7割と大半を

占めた。基礎疾患に免疫不全を有する者の割合は2～3割であり、病型別では肺炎が最も

多く約6割を占めた。これらの特徴は、P P S V 2 3 ,  P C V 1 3 ,  P C V 2 0 ,  P C V 2 1のそれぞれに含

まれる血清型による患者においても同様の結果であった。

A．研究目的

小児において肺炎球菌結合型ワクチン

（P C V）が導入されて以降、成人の侵襲性

肺炎球菌感染症（ I P D）の原因血清型にお

いて、P C V 含有血清型が減少した。小児の

定期接種に用いられる P C V として、2 02 4
年 4 月に沈降 15 価肺炎球菌結合型ワクチ

ン (P C V 1 5 )が、2 02 4 年 1 0 月に沈降 2 0 価

肺炎球菌結合型ワクチン (P C V 2 0 )が追加さ

れており、成人 IP D の疫学は今後も変化し

ていくことが想定される。

また、成人を対象とした定期接種ワクチ

ンとして、これまで 2 3 価莢膜多糖体ワク

チン (P P S V 2 3 )が使用されてきたが、今

後、P C V 1 5 ,  2 0 を導入するかどうかについ

て議論が行われている。

定期接種ワクチンの選択や任意接種の対

象者を議論する上で、 IP D 患者の発生動向

や特性、原因血清型を継続して評価してい

くことが重要である。本研究では、研究班

に登録された I P D 症例の疫学情報につい

て、記述と解析を行うことを目的とした。

B．研究方法

➀本研究が開始された 2 01 3 年 4 月から

2 02 4 年 1 2 月に研究班に登録された症例に

ついて、年別登録数を集計した。

➁20 2 3～2 4 年の登録例における原因血清

型のうち、全血清型に占める割合が高い血

清型検出割合の年次推移を集計した。

➂男女別登録数、年齢分布、基礎疾患、病

型、P P S V 2 3 接種歴を集計した。また、こ

れらの患者特徴について、P P S V 2 3、沈降

1 3 価肺炎球菌結合型ワクチン (P C V 1 3 )、
P C V 20、沈降 2 1 価肺炎球菌結合型ワクチ

ン (P C V 2 1 )に含まれる血清型による I P D
患者ごとに集計を行った。

C．研究結果

➀登録数は、サーベイランス開始後数年を

経て、2 0 1 7～1 9 年は年間約 4 0 0 例で推移

した（図 1）。新型コロナウイルス感染症

パンデミックがはじまった 2 0 2 0 年以降に

届出数は減少し、2 0 2 0 年は 1 7 8 例、2 0 2 1
年は 1 7 6 例、2 0 2 2 年は 1 5 5 例であった。

2 0 2 3 年以降、登録数は増加傾向にある

（2 0 2 3 年 : 2 2 2 例、2 0 2 4 年 : 2 6 9 例）。

➁2 0 2 3～2 4 年登録例の原因血清型は、血清

型 3 ( 7 1 例 )、1 9 A ( 4 4 例 )、3 5 B ( 4 3 例 )、
1 5 A ( 4 2 例 )、2 3 A ( 4 1 例 )の順に多かった。

血清型 3 は、2 0 1 3～2 0 2 4 年の期間を通じ

て高い割合で推移した（図 2）。3 5 B ,  1 5 A ,  
2 3 A の全血清型に占める割合は、2 0 1 3～1 6
年はそれぞれ 4 . 6 %、5 . 9 %、7 . 0 %であった
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が、2 0 2 3～2 4 年は 8 . 8 %、8 . 6 %、8 . 4 %で

あった。

➂2 0 1 3～2 4 年に登録された 3 , 0 1 4 例のう

ち、男性は 1 , 7 9 6 例 ( 5 9 . 6 % )であった

（表）。また、6 5 歳以上が 2 , 1 3 6 例

( 7 0 . 9 % )と大半を占めた。基礎疾患に免疫

不全を有する患者は 8 2 3 例 ( 2 7 . 3 % )であっ

た。病型別では肺炎が最も多く 1 , 7 7 8 例

( 5 9 . 0 % )、髄膜炎は 4 0 3 例 ( 1 3 . 4 % )であっ

た。これらの特徴は、P P S V 2 3 ,  P C V 1 3 ,  
P C V 2 0 ,  P C V 2 1 のそれぞれに含まれる血清

型よる患者においても同様の結果であっ

た。

各ワクチン含有血清型による患者数、お

よび全登録に占める割合は、P C V 2 1 が

2 , 3 7 2 例 ( 7 8 . 7 % )、P P S V 2 3 が 1 , 7 5 6 例

( 5 8 . 3 % )、P C V 2 0 が 1 , 7 5 0 例 ( 5 8 . 1 % )、
P C V 1 3 が 9 3 6 例 ( 3 1 . 1 % )であった（表）。

D．考察

C OV I D -1 9 パンデミック以降に減少して

いた IP D 登録数は、2 0 23 年以降、増加傾

向にある。感染症発生動向調査における全

国の 1 5 歳以上の I P D 届出数も同様の推移

を示しており、今後も発生動向の推移を注

視する必要がある。

原因血清型のうち血清型 3 は、2 0 2 2 年

を除く全ての年で最も多く検出された。血

清型 3 は、6 5 歳以上の成人等を対象とし

た定期接種ワクチン ( P P S V 2 3 )、6 5 歳以

上の成人を含むハイリスク者を対象とし

た任意接種ワクチン (PCV13 ,  P CV15 ,  
PCV20)、小児の定期接種ワクチン

(P C V 1 3 ,  P C V 1 5 ,  P C V 2 0 )のいずれにも含

まれている血清型であり、対応法について

検討する必要がある。

20 2 3～2 4 年の 3 5 B ,  1 5 A ,  2 3 A の検出割

合は、研究開始当初の 2 0 1 3～1 6 年と比較

して増加した。これらの血清型は、これま

で国内で使用されてきた肺炎球菌ワクチン

には含まれない。成人に特化して設計され

た P C V 2 1 は、これら 3 種の血清型を含む。

P C V 2 1 は、日本国内における製造販売承認

申請中である。

肺炎球菌ワクチンは、それぞれ含有する

血清型に対して免疫を付与する。そのた

め、各ワクチンに含有される血清型による

I P D 患者の特性を把握することは、ワクチ

ン接種対象者を考慮する上で重要である。

性差、年齢分布、基礎疾患を有する者の割

合、病型の特徴は P P S V 2 3 ,  P C V 1 3 ,  
P C V 20 ,  P C V 2 1 の 4 種のワクチン含有血

清型による I P D 患者において、概ね同様で

あった。

E .  結論

IP D 登録数は、2 0 2 0～2 2 年の C OV I D-
1 9 パンデミック期間に減少がみられたが、

2 02 3 年以降は増加傾向にある。血清型 3
による IP D 登録が依然として多く、対応策

の検討が重要である。これまで国内で使用

されてきた肺炎球菌ワクチンには含まれな

い 3 5 B ,  1 5 A ,  2 3 A の検出割合が研究開始当

初と比較して増加しており、引き続き注視

していく必要がある。

謝辞：松永理恵子様（感染症疫学センタ

ー）、常彬先生、明田幸宏先生（細菌第

一部）。研究班 1 0  道県の先生方、感染

症発生動向調査にご協力いただいている

保健所、地方感染症情報センター、衛生

研究所、医療機関、感染症サーベイラン

スに携わる関係者。

G．研究発表

1．論文発表

① Ka j i h a r a  T,  Ya h a r a  K ,  Ka mi g a k i  T,  
H i r ab a y a s h i  A ,  Ho s a k a  Y,  
K i ta mu r a  N ,  S h i mb a sh i  R ,  S u z u k i  
M ,  S u g a i  M ,  S h i b a y a ma  K .  E f f e c t s  
o f  c o r o n a v i r u s  d i s e a s e  2 01 9  o n  th e  
sp r e ad  o f  r e s p i r a to r y - t r a n s mi t te d  
hu ma n - to -h u ma n  b a c te r i a .  J  
In fe c t ; 8 9 (2 ) :1 0 6 2 0 1 :2 0 2 4 .

② Ta mu r a  K ,  S h i mb a s h i  R ,  
Ka s a ma ts u  A ,  C h a n g  B ,  Go to h  K ,  
Tan a b e  Y,  Ku r o n u m a  K ,  Os h i ma  K ,  
M a r u y a ma  T,  N a k a ma ts u  M ,  A b e  S ,  
Ka s a h a r a ,  K ,  N i s h i  J ,  A r a k a wa  Y,  
K i n j o  Y,  S u z u k i  M ,  A k e da  Y,  O i s h i  
K ;  A d u l t  I P D  S tu d y  Gr o u p .  
U n v e i l in g  th e  r o l e  o f  p r e c e d in g  
s e as o n a l  i n f l u en z a  i n  th e  
de v e l o p me n t  o f  b a c te r e mi c  
pn eu mo c o c c a l  p n e u mo n i a  i n  o ld e r  
ad u l t s  b e fo r e  t h e  C OV I D -1 9  
pa nd e mi c  i n  J a p an .  I n t  J  I n fe c t  
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Di s ;  1 4 3 :  1 0 7 0 2 4 :2 0 2 4 .

2．学会発表

なし

H．知的財産権の出願・登録状況

1．特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし

図１．IPD 登録数、2013 年 4 月～2024 年 12 月
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図２．2023～24年のIPD原因血清型の検出割合が上位5種血清型の年次推移

表．ワクチン型別IPD患者の特徴、2013～2024年
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

分担研究報告書

成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

侵襲性インフルエンザ菌感染症の疫学情報解析

研究分担者 加藤 博史 国立感染症研究所実地疫学研究センター 研究員

研究協力者 塩本 高之 国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース 協力研究員

立花 佳弘 国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース 協力研究員

清水 恭子 国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース 協力研究員

        広瀬 卓哉 国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース 協力研究員

        酒井 香穂 国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース 研究員

砂川 富正 国立感染症研究所実地疫学研究センター センター長

研究要旨

侵襲性インフルエンザ菌感染症（ I H D）の疫学情報の記述と解析を行った。感染症サー

ベイランスシステム（N E S I D）において、全国における15歳以上の I H Dの届出数は、C
O V I D - 1 9流行後に I H Dの新規発生数が大きく減少したことを示唆する傾向がみられ、研

究班で収集された症例数も同様の傾向であった。年齢・性別・病型・基礎疾患等の基本属

性、致命率及び菌株における莢膜型やβ - l a c t a m a s e産生についてはC O V I D - 1 9流行前後で

、大きな変化は見られなかった。また、米国と同様に、日本においても妊娠出産年齢女性

で I H Dの報告が一定程度あり、リスク因子の探索と対策の構築が重要と考えられた。引き

続き、研究班で収集された情報や菌株の解析をすることで、今後の I H Dの発生動向を把握

する必要があると考えられた。

A．研究目的

本研究では、侵襲性インフルエンザ菌感

染症（ I H D）の疫学情報の記述と解析を目

的としている。

インフルエンザ菌（ H a e m o p h i l u s  

i n f l u e n z a e ）は非侵襲性の呼吸器感染

症の他、菌血症や細菌性髄膜炎等の I H D
を引き起こす。その病原性は莢膜の有無

によって大きくかわる。特に血清型 b 型

（ H i b ）感染症はワクチンで予防可能で

あり、 2 0 1 3 年に定期接種化（生後２～

７カ月未満で開始、初回免疫 3 回、１年

後に追加免疫）された後、その発生数は

特に小児で減少し、現在は 6 5 歳以上の

成人にかかる疾病負荷が大きい。従っ

て、成人 I H D の疫学的特徴を把握する

ことは重要である。本研究では I H D 症

例の基本属性の特徴、血清型、薬剤感受

性を把握、解析を進めている。

2 02 0 年に新型コロナウイルス感染症

（ C O V I D - 1 9 ）が流行して以降、サーベ

イランスでは多くの感染症で発生動向の

変化が認められ、 I H D も同様に発生動向

に変化が見られた。今期は C O V I D - 1 9

パンデミックに伴う I H D の発生動向や

分布の変化についての評価を行った。

B．研究方法

全国の I H D の流行状況を確認するため

に、2 0 1 6 年第 1 週から 2 0 2 4 年第 1 2 週ま

での、全国の感染症サーベイランスシステ

ム（N E S I D）に届出された I H D 症例の情

報も合わせて集計し、記述した。

さらに、2 0 1 3 年から 2 02 4 年の期間中、

研究班対象の 1 0 道県から届出された I H D
症例の情報を用いた。具体的な情報として

は、性別、年齢、病型、血清型、β -
l a c ta ma s e 産生の有無を集計し、記述し

た。

C．研究結果

1 )  N E S I Dに報告された I H D症例の届出数（

2 0 1 3年第1週～2 0 2 4年第5 2週、全国、n = 4 1
4 9）

I H Dが全数届け出疾患になった2 0 1 3年以

降、徐々に届出数が増加したが、C O V I D - 1
9パンデミックが発生した2 0 2 2 0年以降、他

の呼吸器疾患同様届出数は激減した。その
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後、2 0 2 3年にC O V I D - 1 9が5類定点となり

、対策が緩和されて以降、届け出数は増加

した。男性は2 3 9 0例、女性は1 7 5 9例であり

、男女比は1 . 3 6 : 1であった。年齢別にみる

と、0～4歳と6 0～8 9歳の年齢群で届出が多

かった。2 0～4 9歳の年齢群では、男性（1 5
1例）に比べて、女性（2 4 0例）の方が多か

った。都道府県別では、沖縄県（1 . 2例 / 1 0
万対）、富山県（0 . 7例 / 1 0万対）、高知県

（0 . 6例 / 1 0万対）の順で多く届出がされた

。

2 )  研究班における I H D症例の基本属性 ( n =
4 9 2、2 0 1 3年～2 0 2 4年 )

期間中、4 9 2例が報告された。男性が2 7 7
例（5 4 %）、女性が2 3 2例（4 6 %）であった

。年齢中央値は7 8歳（四分位範囲：6 6～8 7
歳）であった。基礎疾患があったのは3 9 1例
（7 9 %）、入院していたのが2 9 2例（5 9 %）

、入院後3 0日以内の死亡は6 8例（1 4 %）で

あった。病型は菌血症が4 2 7例（8 7 %）、肺

炎が3 0 0例（6 1 %）、髄膜炎が1 3例（3 %）

、副鼻腔炎が1 0例（2 %）であった。インフ

ルエンザの先行感染があったのが3 9例（8 %
）、インフルエンザワクチン接種歴を有し

ていたのは6例（3 %）であった。血清型は

無莢膜型が4 0 4例（8 7 %）、莢膜型が1 8例
（4 %）であった。莢膜型のうち、 f型が1 0
例、 e型が6例、b型が2例であった。βラク

タマーゼを産生していたのが、6 1例（1 2 %
）であった。

1 5～4 9歳の女性例に着目して解析したと

ころ、期間中4 6例報告されていた。うち、

妊娠に関連していた例が1 1例（2 4 %）、流

産または死産となった例は4例（9 %）であ

り、骨盤内感染が1 1例（2 4 %）、羊膜炎が5
例（1 1 %）であった（重複あり）。血清型

は、無莢膜型が4 3例（9 3 %）、莢膜型のう

ち e型が2例（4 %）、bと f型が1例ずつ（2 %
）であった。病型は菌血症が3 7例（8 0 %）

、肺炎が4例（9 %）、髄膜炎が1例（2 %）

であり、3 0日以内死亡した例は0例であった

。

D．考察

I H Dの届け出数は2 0 2 0年から2 0 2 2年まで

は減少したが、2 0 2 3年以降、再増加した。 I
H Dの届出数は2 0 1 9年に比べて2 0 2 0年は5 3 .
4 %減少したが、厚生労働省院内感染対策サ

ーベイランス事業（ J A N I S）における全国

の血液培養検査数は、2 0 1 9年に比べて2 0 2 0
年は7 . 4 %の減少にとどまっているとされ ( K
a j i h a r a  T ,  e t  a l .  J  I n f e c t .  2 0 2 4 ;  8 9 :  1 0 6 2 0
1 )、検査数の減少に比べて届出数は大きく

減少していた。

報告数は少ないものの、1 5 - 4 9歳では妊娠

に関連した症例が報告されており、流産ま

たは死産となった症例も報告されていた。2
0 0 8年から2 0 1 9年にかけて米国では、無莢

膜型 I H Dを発症した妊娠出産年齢（1 5 - 4 4歳
）の女性4 0 0人中1 0 5人（2 7 . 0 %）が妊娠ま

たは産後１か月以内に診断され、死亡例は

いなかったものの、うち5 2人（5 4 . 7 %）が

流産または死産となったと報告されており (
S a r a  S E ,  e t  a l .  C l i n  I n f e c t  D i s .  2 0 2 3 ;  7 6 :  
1 8 8 9 )、日本においても同様に注意すべきグ

ループであると考えられた。

E．結論

C O V I D - 1 9 流行後には、 I H D の罹患率が大

きく減少したことを示唆する傾向がみられ

たが、C O V I D - 1 9 が 5 類定点移行後に届出

数は増加し、緊急事態宣言前より多い傾向

であった。妊娠出産年齢女性の感染が一定

程度みられ、リスク因子の探索と対策の構

築が重要である。引き続き、研究班で収集

された情報や菌株の解析をすることで、今

後の I H D の発生動向を把握する必要がある

と考えられた。

謝辞：研究班 1 0  道県の先生方、細菌第

二部（林原絵美子先生、久保田眞由美先

生）、細菌第一部（常彬先生、明田幸宏

先生）、感染症発生動向調査にご協力い

ただいている保健所、地方感染症情報セ

ンター、衛生研究所、医療機関、感染症

サーベイランスに携わる関係者の皆様。

G．研究発表

1．論文発表

なし

2．学会発表

立花佳弘 ,  塩本貴之 ,  清水恭子 ,  他 .  成人の

侵襲性インフルエンザ菌感染症の疫学動向

―2 0 1 3 年から 2 0 2 3 年までの研究班の成果

より－ .  第 2 8 回日本ワクチン学会 .  2 0 2 4
年 .  愛知県 .
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）

分担研究報告書

高知県における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの充実化に資する研究

令和 6 年度 研究報告書

研究分担者 横山 彰仁 高知大学医学部呼吸器・アレルギー内科

研究協力者 荒川 悠 高知大学医学部 感染症科

       石田 正之 社会福祉法人近森会近森病院 呼吸器内科

影山 温子 高知県衛生研究所保健科学課

研究要旨 【背景】侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）や侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD）、

劇症型溶血性レンサ球菌感染症（STSS）、侵襲性髄膜炎菌感染症（IMD）は第 5 類感染症に

指定されている重要な感染症である。成人のワクチンカバー率の推移など不明な点も多いた

め、平成 25 年度から全国 10 道県で本研究班によるサーベイランスが開始され、高知県も参

加している。【目的】高知県における IPD、IHD、STSS、IMD の発生状況、患者背景、血清

型、予後を明らかにする。【方法】令和 6 年 1 月から令和 6 年 12 月末までの 12 か月間に高

知県内で届け出のあった IPD、IHD、STSS 症例の調査票を用いて患者背景を解析した。提

供の得られた菌株について国立感染症研究所にて血清型を解析した。【結果】令和 6 年 1 月

から 12 月までの 12 か月間に IPD は 19 例の届け出があった。血清型は 6 例で判明した。そ

の結果判明した前年度のワクチンカバー率は 15.3%であった。IHD は 9 例の届出があり、そ

のうち血清型が判明した 4 例は NTHi で 1 例が f あった。STSS は 7 例の届出があり、うち

4 例は A 群溶血性連鎖球菌(GAS)であった。期間内に IMD の届出はなかった【結論】IPD の

件数は COVID-19 の流行以降減少傾向であったが、感染対策の緩和に伴い増加傾向であり、

IHD についても増加傾向であった。SSTS も他地域で増加傾向であった GAS の頻度が増加

している。COVID-19 への感染対策の緩和の影響でこれらの侵襲性細菌感染症の増加がみら

れている可能性があり、今後も動向を注視していく必要があると考えられる。

Ａ．研究目的

肺炎球菌は成人市中肺炎の起炎菌として重

要な菌である 1)。肺炎球菌感染症の大半は菌

血症を伴わない肺炎であるが一部の症例で

は菌血症を伴う肺炎、敗血症、髄膜炎を起こ

すことが知られており、侵襲性肺炎球菌感

染症（invasive pneumococcal disease、以下

IPD）と呼ばれている。インフルエンザ菌も

成人市中肺炎の重要な菌 1)であり、同様に侵

襲性インフルエンザ菌感染症（ invasive 

Hemophilus influenzae disease、以下 IHD）



を生じることがある。IPD と IHD は平成 25

年 4 月 1 日から第 5 類感染症に指定され、

感染症法により 7 日以内の届け出が義務づ

けられた。平成 26 年 10 月から 65 歳以上の

成人を対象に PPSV23 ワクチンが定期接種

化されるに至った。このように肺炎球菌感

染の重要性が認識されワクチン接種も普及

しつつあるが、患者背景や血清型（莢膜型）

の推移、ワクチンのカバー率など不明な点

も多い。これらの点を明らかにする目的で、

平成 25 年度から全国 10 道県において成人

の重症肺炎サーベイランス構築に関する本

研究を開始した。本全国研究の一環として

高知県における IPD、IHD の発生状況、患

者背景、莢膜型を明らかにする目的で、調査

を行った。また、平成 28 年度からの第二期

研究では同じく第 5 類感染症である劇症型

溶血性 レンサ球菌感染症（ streptococcal 

toxic shock syndrome、以下 STSS）、侵襲

性髄膜炎菌感染症（invasive meningococcal 

disease、以下 IMD）（直ちに届出必要）も

研究対象に加わった。本年度は研究計画の

最終年となるが、昨年度に引き続き高知県

における IPD、IHD、STSS、IMD の発生状

況、患者背景、血清型を明らかにする目的に

引き続き本サーベイランスを行った。

Ｂ．研究方法

令和 6 年（2024 年）1 月から令和 6 年 12

月末までの 12 か月の間に高知県保健所に届

け出のあった成人（15 歳以上）の IPD、IHD、

STSS、IMD（IMD のみ全年齢）全例を調査

対象とした。高知県衛生研究所に提出され

た調査票のデータをもとに患者の年齢、性

別、飲酒歴、喫煙歴、病型、基礎疾患、ICU

管理の有無、インフルエンザ同時感染の有

無、インフルエンザワクチン接種の有無、肺

炎球菌ワクチン（PCV13、PPSV23）摂取の

有無、転帰を集積し解析した。また、高知県

衛生研究所が菌株を回収し国立感染症研究

所にて血清型等を解析した。IMD に関して

は症例数が少ないため 10 道県に限定せず全

国規模で実施しリファレンスセンターを介

して菌株を回収する方法をとった。統計解

析ソフトは R(ver. 4.4.3)を用いた。

（倫理面への配慮）

本研究は、患者への侵襲や治療を伴う介入

研究ではない。匿名化された届け出情報の

みを扱い、患者個人が特定できないように

厳重に管理して解析を行った。菌株の生物

学的解析については患者個人の生体情報で

はないため患者の同意は必要としない。全

体研究の中央審査で倫理委員会の承認が得

られており、高知大学においても倫理委員

会の審査・承認を得ている(倫理委員会承認

番号 28-82)。倫理面の問題はない。

Ｃ．研究結果

令和 6 年には 19 例の IPD の届出があっ

た.年齢分布は年齢分布は 16 歳から 100 歳

で、中央値は 74 歳であった。

解析できた 19 例中 18 例の病型は、肺炎＋

菌血症でそれぞれ 13 例、髄膜炎が 2 例であ



った。無菌検体としての胸水から検出され

た症例が 2 例みられた。

血清型が前回報告以降で判明したのは 10

例(2024 年 3 月まで 8 例、それ以降 2 例)で

あった。この結果により 2023 年度のワクチ

ンカバー率は 15.3%となった。2014 年度か

ら 2023 年度までの 10 年間のカバー率の推

移をもとにロジスティック回帰分析を実施

したところ、PPSV23 でカバーされる血清

型の割合は年々有意に低下している傾向が

認められた（回帰係数 = -0.262、95%信頼区

間: -0.417 ～ -0.106、p = 0.001）。

(図１)。

IHD は期間内で 9 例の届出があり、肺炎

菌血症が 4 例で菌血症例が 3 例であった。

STSS は 7 例の届出があり。Lancefield 分

類では A 群が 4 例、G 群が 3 例であった。

全例で転帰が報告されており 4 例が死亡し

ていた(死亡率 57.1%)。期間内に IMD の届

出はなかった。

Ｄ．考察

高知県は令和 7 年 3 月時点での推計人口

65.1 万人（高知県総務部統計課、前年より

1.1 万人減少、減少率 1.4％）、65 歳以上の

割合 36.8％（前年 36.1%）と全国でも最も

過疎高齢化かつ人口減少が進んでいる県の

一つである。東西に長く人口の半分が高知

市周辺に集中している。本研究班 10 道県の

中では過疎高齢化県を代表して参加してい

る。もともと高知県では人口が少ないこと

もあり IPD、IHD、STSS ともに発生数は少

なく、研究開始となる平成 26 年度から令和

元年度までの年間平均発生数は IPD が

14.33 例であった。さらに、新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）の世界的蔓延のと

それに対する感染対策の影響により IPD が

本研究班の調査でも全国的に減少していた

ことが明らかになっており、COVID-19 流

行前(2017～19 年）と比較して、流行後(2020

～2022 年)には IPD 罹患率は 60％減少した
2)。当地域においても COVID-19 の流行が

みられた令和 2 年以降では COVID-19 流行

前と比較し著明に減少していた。しかし、昨

年度末の報告から追加となった期間内（令

和 5 年 1 月～12 月）では 11 例と、徐々に

増加傾向であり、最終的に本年度は 19 例と

COVID-19 流行以前の水準であった。この

要因としては日本国内においてマスク着用、

手洗い、手指消毒、うがい、密を避けるなど

の感染対策を国民全体が行うとともに、行

政側からの通知などにより国内外の人の移

動が大きく制限された影響により減少した

ものが徐々に緩和されるに従い増加してき

たものと考えられる。実際に COVID-19 へ

の感染対策で侵襲性細菌感染症が減少した

という報告は国内外で報告されている(2)-(7)。

一方でワクチンカバー率については依然と

して経年的に低下傾向でありこれは全国的

にも同様の傾向である 8)。インフルエンザ桿

菌についても増加傾向であり、昨年までは

報告が稀であった STSS については、国内

で A 群溶血性連鎖球菌（GAS）を中心とし

た侵襲性溶血性連鎖球菌の発生数が増加傾



向となっており 9)、実際に昨年度は当地域に

おいては GAS の報告はなかったものの、今

年度は GAS4 例を含む 7 例の STSS の届出

があり、半数以上の症例が死亡していた。こ

の流行時期のギャップについては、都市部

との距離や人口密度の問題も考えらえるが、

今後も引き続きサーベイランスを行うこと

が重要と思われる。

Ｅ．結論 COVID-19 流行に伴い低下して

いた侵襲性細菌感染症は増加傾向となって

いる。更に IPD においては経年的なワクチ

ンカバー率の低下がみられており、今後の

推移についても注視する必要があると考え

られる。
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図 1 高知県内における肺炎球菌ワクチン(PPSV23)カバー率の推移

折れ線：PPSV23カバー率(%)

縦棒：年度別IPD報告数
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三重県における侵襲性細菌感染症サーベイランス

研究分担者 三重県立一志病院 丸山貴也

研究要旨：人口ベースで成人の侵襲性細菌感染症を評価する体制を構築することで罹患率が

算定でき、その特徴を解析することで、より適切な治療、予防を確立することができる。

Ａ．研究目的

1.三重県の医療機関で発症した成人の侵襲性細菌感染症を評価する体制を構築する。

2.IPD,IHD,STSS,IMD と診断された症例の患者情報と菌株を収集し、感染症研究所で莢膜型、

遺伝子型、薬剤感受性などを精査する

Ｂ．研究方法

1.三重県の基幹定点医療機関 9 施設＋1 施設については保健環境研究所で菌株、患者情報を

一括して収集し、国立感染症研究所へ送付する。

2.それ以外の医療機関については、三重県立一志病院で菌株を収集し、国立感染症研究所へ

送付する。

（倫理面への配慮）本研究では、必要な検体は研究参加前に採取、保存されている菌株を用

いるため、予想される不利益は少ないものと考えられる。      

Ｃ．研究結果

三重県在住者では、令和 6 年度は IPD 7 例、IHD 3 例、STSS 23 例、IMD 1 例が集積された。

今年度の IPD 莢膜型は 35B 型:2 例,3 型:2 例,m19A：1 例、23B：1 例、15A:1 例であった。

Ｄ．考察

令和 5 年度と比較し、IPD は少なく、STSS は多く検出された。侵襲性細菌感染症全体の発生

数は増加しており、今年度も COVID-19 に対する感染対策の緩和が影響しているものと推察さ

れる。

Ｅ．結論

調査に協力していただけない医療機関は無く、良好な関係が築けていると考える。今後も引

き続き行政、各医療機関と連携をとり、菌株と臨床情報の収集につとめる。

Ｇ．研究発表

1.  論文発表

Tamura K, Shimbashi R, Kasamatsu A, Chang B, Gotoh K, Tanabe Y, Kuronuma K, Oshima 



K, Maruyama T, Nakamatsu M, Abe S, Kasahara K, Nishi J, Arakawa Y, Kinjo Y, Suzuki 

M, Akeda Y, Oishi K; Adult IPD Study Group. Unveiling the role of preceding seasonal 

influenza in the development of bacteremic pneumococcal pneumonia in older adults 

before the COVID-19 pandemic in Japan. Int J Infect Dis. 143, 2024.

2.  学会発表

丸山貴也、肺炎診療のガイドライン 新しい成人肺炎診療ガイドライン 2024 について肺炎

の予防：新しい肺炎球菌ワクチンの展開、第６４回日本呼吸器学会学術講演会

丸山貴也、モーニングセミナー1：新規ワクチンによる高齢者感染症の予防戦略 成人におけ

る肺炎球菌感染症予防の重要性、第 28 回日本ワクチン学会・第 65 回日本臨床ウイルス学会

合同学術集会
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成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

成人侵襲性肺炎球菌感染症の罹患率の推移とウイルス感染症の役割

研究代表者 大石 和徳 富山県衛生研究所 所長
研究協力者 田村 恒介、金谷潤一 富山県衛生研究所 主任研究員

研究要旨

成人 IPD サーベイランスにおいて、COVID-19 流行後(2023-24 年)の 65 歳以上の IPD 罹患率(/ 10 万人)

は 2023 年には 2.26,2024 年には 2.39 と再増加したが、未だパンデミック前(2017-19 年)の罹患率

4.26 より低いレベルであった。一方、感染症発生動向調査において、2024 年 12 月〜2025 年 1 月に高

齢者の IPD 報告数の急増が確認された。この所見は COVID-19 パンデミック前の高齢者のインフルエ

ンザの流行と IPD 患者報告との関連性の評価から、高齢者の IPD 報告数が急増した原因は、高齢者に

おけるインフルエンザ報告数の増加と関連性があることが推察された。また、成人 IPD 症例における

COVID-19 の合併例は 2020-22 年に 15 例(4%)、2023 年に 8 例(5%)が報告された。それぞれの致命率は約 25％

であり、COVID-19 の合併のない IPD 症例の致命率（14〜21％）より高かった。

Ａ．研究目的

肺炎球菌は乳幼児の鼻咽頭に保菌され、

主に飛沫感染によってしばしば侵襲性肺

炎球菌感染症（IPD）を発症する。わが国

では厚生労働研究班において 2013 年度か

ら国内 10 道県の成人 IPD 届出症例を対象

として成人の IPD サーベイランスを実施

しており、これまでに小児 PCV13 の定期接

種導入による成人 IPD における間接効果

として PCV13 血清型の割合の有意な減少

を明らかにした。また、COVID-19 のパン

デミック発生後に、成人全年齢の IPD 罹

患率が 60％減少したことを報告した。本

研究では、COVID-19 流行後の成人罹患率

の再増加、成人 IPD 症例における COVID-

19 の共感染の割合とその致命率を明らか

にしたので報告する。

Ｂ．研究方法

IPD症例の定義は無菌的検体からの肺炎

球菌の分離培養とした。原因菌の血清型は

抗血清による凝集試験により血清型を決

定した。症例の臨床情報については調査票

を回収し解析した。

2017～2023 年の期間に、本サーベイラ

ンスに登録された 15 歳以上の患者のうち、

患者情報、菌株の血清型情報が評価可能

な 1,942 例を解析対象とした。2017～19

年を COVID-19 パンデミック前、パンデミ

ック後を 2020～22 年と 2023 年に分けて

解析し、罹患率、インフルエンザ先行感染

および COVID-19 の共感染の臨床像を評価

した。臨床病型は菌血症を伴う肺炎、髄膜

炎、巣症状を伴わない菌血症、その他（肺

炎、髄膜炎以外の病型）に分類した。

（倫理面への配慮）

本研究は、匿名化された情報を用いて実

施しており、国立感染症研究所倫理審査

委員会の承認を得て実施した（審査番号

1362）。

C. 結果

1．成人 IPD の罹患率の推移（図 1）

2020–22年のCOVID-19パンデミック期

間には成人全年齢の IPD 罹患率(10 万人)

は 0.85 にまで減少していたに対し、2023

年には 1.01、2024 年に 1.11 と増加した。



65 歳以上では 2020–22 年のパンデミック

期間には IPD 罹患率は 1.78 であったに対

し、2023 年に 2.26、2024 年に 2.39 と増加

した。しかし、2024 年においてもパンデ

ミック前の約 44％減に留まっていた。

2．先行するインフルエンザの割合と予後

への影響

2017–19 年（パンデミック前）、2020–22

年、2023 年の先行するインフルエンザの

割合は 15-64 歳 (2017-19: 5.1%, 2020–22

年：0%, 2023 年：9.5%) および 65 歳以上

(2017–19 年：5.3%, 2020–22 年：1.1 % vs 

2023 年：3.8%)において、有意に異なって

いた(15-64 歳, p=0.008, 65 歳以上, p=0.003)。

また、2020–2022 年、2023 年いずれもイン

フルエンザ後の IPD 症例において死亡例

の報告はなかった。

3. 2024/25 インフルエンザシーズンにおけ

る IPD 発生動向

2024 年 12 月〜2025 年 1 月にかけて感

染症発生動向調査において IPD 患者報告

の急増が認められた。そこで、富山県内の

2017~24 年までの 65 歳以上の IPD 報告と

60 歳以上の定点報告の関連性を評価した。

COVID-19 パンデミック期間(2020〜2022

年)は IPD 報告数は減少していたが、2024

年 12 月〜2025 年 1 月における IPD 報告

数は、パンデミック前より高いか、パンデ

ミック前と同等レベルまで増加したこと

が判った。一方、60 歳以上のインフルエ

ンザはパンデミック期間（2020〜2022 年)

は消失し、2023 年、2024 年の冬期には 60

歳以上のインフルエンザ報告は少数であ

った。2024 年 12 月~2025 年 1 月の高齢者

における IPD 報告数の増加は高齢者のイ

ンフルエンザ罹患者が増加したことが原

因であることが推察された。

4． COVID-19 共感染の割合と予後への影

響

2017–19 年のパンデミック前、2020–22 年

のパンデミック期間中と比較して、

COVID-19 の共感染の割合は 15-64 歳

(2020–2022 年：2.2% vs 2023 年：2.4%)

および 65 歳以上 (2020–22 年：4.1 % vs 

2023 年：5.1%) 有意な変化はなかった。ま

た、COVID-19 共感染のある IPD 症例にお

ける致命率はパンデミック期間中（2020–

22 年）で 26.7%、パンデミック後（2023

年）で 25%と高かった。

Ｄ.考察

わが国の成人 IPD の罹患率がパンデミ

ック中と比較して、2023 年、2024 年と増

加した。特に 65 歳以上ではその変化は明

確であった。2023 年 5 月には COVID-19 は

2類相当の全数把握疾患から5類定点把握

疾患に引き下げとなったことで COVID-19

封じ込め対策は緩和された。この対策緩

和は 2023 年、2024 年の 65 歳以上の IPD

罹患率の増加に関与した推察される。さ

らに、パンデミック期間中に減少してい

たインフルエンザ後の IPD 発症の割合が、

パンデミック後には有意に増加していた

ことが明らかとなった。この所見は、2023

年、2024 年の 65 歳以上の IPD の再増加に

インフルエンザの二次感染が関与したこ

とを示唆している。また、2024 年の 65 歳

以上の IPD 増加が限定的であった理由と

しては、2023/24 のインフルエンザシーズ



ンにおける 65 歳以上のインフルエンザ罹

患割合が少なかったこと等が一因と推察

される。一方、2024-25 年のインルエンザシ

ーズンにおいて、高齢者の報告数が増加し

たことが今回の顕著な IPD の報告の増加が

感染症発生動向として確認された。

Ｅ.結論

パンデミック後の 2023 年、2024 年に成

人 IPD の罹患率はやや増加した。IPD 罹患

率の再増加にはCOVID-19封じ込め対策の緩

和が関与したと考えられる。一方、2024 年

12 月から 2025 年 1 月に高齢者における罹

患者数が増加したが、この所見は 2024-25 

年インフルエンザシーズンに高齢者にイン

フルエンザ流行が拡大したことがそのトリ

ガーとなったと考えられた。成人 IPD 患者

における COVID-19 の合併例が 4〜5%に報告

され、致命率は約 25％と高かった。

F．健康危険情報

なし.

G.研究発表

1)論文発表

1.Garcia Quesada M, et al. The PSERENADE 

Team. Serotype distribution of remaining 

invasive pneumococcal disease after extensive 

use of ten-valent and 13-valent pneumococcal 

conjugate vaccine: a global surveillance 

analysis. Lancet Infect Dis 2025 25(4):445-

456.

2. Bennet JC, et al. The PSERENADE Team.

Global impact of 10- and 13-valent 

pneumococcal conjugate vaccines on 

pneumococcal diseases in all ages: The 

PSERENADE project. Lancet Infect Dis 2025 

25(4):457-470.

3. Yang Y, et al. Global impact of 10- and 13-

valent pneumococcal conjugate vaccines on 

pneumococcal meningitis in all ages: The 

PSERENADE project. J Infect 

2025;90(3):106426.

4．大石和徳．肺炎球菌ワクチン．日本内

科学会雑誌 113 巻, 11 号 2058−2062，

2024．

5．大石和徳．肺炎球菌ワクチン：高齢者．

臨床とウイルス Vol. 52 (4): 222-226, 

2024

2)学会発表

1. 田村恒介,常彬,新橋玲子,他.成人の菌

血症を伴う肺炎球菌性肺炎発症に於け

るインフルエンザの先行感染の役割．

第 98 回日本感染症学会学術講演会（神

戸市）6 月 27 日～29 日,2024 年.

2. 田村恒介,竹内典子, 常彬 新橋玲子,

他.全年齢を通じた侵襲性肺炎球菌感

染症の血清型別罹患率およびワクチン

カバー率について. 第 28 回日本ワク

チン学会学術集会（名古屋市）10 月 26

日～27 日,2024 年.

3. 大石和徳、田村恒介、舟坂雅春、白崎

文朗、堀地 肇、村上美也子．県医師

会との連携による高齢者肺炎球菌ワク

チンの定期接種率向上の取り組み．第

28 回日本ワクチン学会学術集会（名古

屋市）10 月 26 日～27 日,2024 年.

4. 大石和徳．モーニングセミナー3．慢性

肝疾患における肺炎球菌ワクチン接種

を考える.日本肝臓学会総会（熊本市）

6 月 13 日〜14 日, 2024 年



Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

１．特許取得

なし

２．実用新案登録

なし

3. その他

なし



図 1．成人 IPD の年別、年齢群別 (2017–2024 年：n=2,161)
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令和 6 年度分担研究報告書

成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究 (22HA1007)
鹿児島県における成人侵襲性細菌感染症の疫学調査

研究分担者 西 順一郎 1)、研究協力者 藺牟田直子 1)

1)鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 微生物学分野

A． 研究目的

2024 年の鹿児島県における成人侵襲性細

菌感染症の人口ベースの全数調査を通じて、

年齢別の罹患率とその病型を検討し、侵襲性

細菌感染症の疾病負担を明らかにする。また、

その原因菌の莢膜血清型を調査し、Hib ワクチ

ンの間接効果、肺炎球菌ワクチンの直接・間接

効果、髄膜炎菌ワクチンの効果を検討する。さ

らに、鹿児島大学病院の大腸菌尿路感染症患

者における菌血症合併率と原因大腸菌の遺伝

子型・血清型分布を明らかにする。

B． 研究方法

鹿児島県は、人口 156万、65歳以上 51万人

（32.7%）、病院数は 245 である。感染症法に基

づき保健所に侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）、

侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD）、劇症

型溶血性レンサ球菌感染症（STSS）、侵襲性

髄膜炎菌感染症（IMD）の届出があった場合は、

保健所が病院検査室や検査センターに菌株の

確保を依頼し、保健所から国立感染症研究所

（以下感染研）に菌株を送付する。または、了

承が得られた細菌検査室からは、研究分担者

に直接菌株が送られ、研究分担者が感染研に

送付する場合もある。保健所または研究分担者

は主治医に調査票の記載を依頼し、感染研に

送付している。なお、成人例は 15 歳以上の症

例とし、侵襲性髄膜炎菌感染症だけは全年齢

を対象とした。

肺炎球菌は感染研で特異的血清を用いた

研究要旨

2024 年 1 月～12 月の鹿児島県の成人侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）は 15
人みられ、髄膜炎 3人、菌血症 7人、菌血症を伴う肺炎 5人だった。65歳以

上の IPD患者は 13人であり、65歳以上の人口 10万人あたりの罹患率は 2.5
と 2023年と同じであった。収集した 13株の血清型は、PCV15・20／PPSV23
タイプ 5 株（3 型 3 株、19F 型 1 株、19A 型 1 株）、PCV20／PPSV23 タイ

プ 4 株（10A 型 2 株、15B 型 2 株）、PPSV23 非含有タイプ 4 株（15A 型・

23A型・23B型・35B型各 1株）であった。侵襲性インフルエンザ菌感染症

は 5人で 2023年の 6人から 1人減少、劇症型溶血性レンサ球菌感染症は 17
人で 2023年の 6人から大きく増加した。侵襲性髄膜炎菌感染症はみられなか

った。大腸菌については、2023 年 6 月～2024 年 5 月 1 年間の鹿児島大学病

院の大腸菌尿路感染症患者における菌血症合併率が 17.6％（27/153）であっ

た。



莢膜膨化反応により莢膜血清型を決定した。さ

らに薬剤感受性検査と ST（シークエンスタイプ）

の解析を行った。インフルエンザ菌、レンサ球

菌、髄膜炎菌も同様の経路で感染研に送付し

た。

なお、IPD、IHD、STSS、IMDの病原体

サーベイランスは感染研の倫理委員会、血液

由来大腸菌の疫学調査は鹿児島大学の倫理

委員会で承認を得て行った。

また研究分担者は、鹿児島県で組織化され

ている感染制御の地域連携組織「鹿児島感染

制御ネットワーク」（感染制御担当者 340人、

80 施設）の代表世話人を務めており、地域

拠点病院の感染制御担当者とメーリングリ

ストを作成し情報交換を続けている。このネ

ットワークを通じて、医療機関にサーベイラ

ンスへの協力を依頼した。また本ネットワー

クには行政の職員も入会しているため、行政

との連携も比較的スムーズに実施できた。

さらに、研究分担者は AMED菅班の小児

侵襲性細菌感染症サーベイランスの研究分

担者でもあり、鹿児島県では小児と成人の両

サーベイランスを同じ担当者が同時に実施

できているという特性がある。

大腸菌に関しては、鹿児島大学病院で尿

路・血液から分離された菌株を収集し、菌株

の分子疫学的解析を実施した。

C. 研究結果

2024年の成人 IPD 患者は 15人であり、2023

年の 16 人から 1 人減少した。年齢は 37～99

歳、病型別には髄膜炎 3人、菌血症 7人、菌血

症を伴う肺炎 5 人だった。65歳以上の IPD患

者は 13人であり、65歳以上の人口 10万人

あたりの罹患率は 2.5と 2023年と同じだっ

た。

原因菌は 13 株収集でき、収集率は 86.7%、

血清型は PCV15・20／PPSV23タイプ 5株

（3型 3株、19F型 1株、19A型 1株）、PCV20
／PPSV23 タイプ 4 株（10A 型 2 株、15B
型 2 株、PPSV23 非含有タイプ 4 株（15A
型・23A 型・23B 型・35B 型各 1 株）であ

った。

IHD は、髄膜炎 1 人、菌血症 1 人、菌血

症を伴う肺炎 3人、計 5人であり、2023年

の 6人から 1人減少した。年齢は 59～94歳、

原因菌はすべて無莢膜型であった。

STSS は 17 人で 2023 年の 6 人から大き

く増加した。年齢は 30～92歳で、3人が壊

死性筋膜炎、6人が蜂巣炎・軟部組織炎を伴

っており、胃蜂巣炎と肺炎合併例も各 1 人

みられた。少なくとも 5人（29.4%）が死亡

した。原因菌の血清型は、A群 11株、B群

3株、G群 2株、Streptococcus constellatus

1 株だった。収集できた A 群 9 株中 7 株

（77.8%）が emm1.0 M1UK株であった。

IMDの報告はなかった。

大腸菌については、2023 年 6 月～2024 年 5

月 1 年間の鹿児島大学病院の大腸菌尿路感

染症患者における菌血症合併率が 17.6％

（27/153）であった。合併例の尿路由来株と血

液由来株の系統群/O 血清群はすべて一致し、

27 株中 B2/O25 8 株（29.6%）、B2/O6 6 株

（22.2%）、B2/O125 3 株（11.1%）が多かった。

D. 考察

IPD の頻度は、 2023 年とほぼ同等で、

COVID-19 の影響で減少していた IPD の罹患

率は再度増加傾向が続いていると考えられる。

小児の血清型置換が成人にも及んでおり、

PPSV23非含有型による IPDが増加傾向にあっ

たが、2024 年の成人 IPD 原因菌の PPSV23 タ



イプの割合は 69.2%（9/13）と高くなった。高齢

者やハイリスク者には PCV15・PPSV23 の連続

接種や PCV20 の単独接種が推奨される。

IHD の頻度も 2023 年とほぼ同等であった。

COVID-19 の影響で減少していたが徐々に増

加傾向にあり、高齢者の無莢膜型インフルエン

ザ菌による IHD リスクについて引き続き啓発す

る必要がある。

STSS は 2023 年に比べて大きく増加したが、

A 群レンサ球菌 emm1.0 M1UK 株の蔓延が背

景にあると考えられる。死亡例も 5 人と多く、早

期診断・早期治療のための注意喚起が重要で

ある。

IMD は 2019 年以後みられていないが、引き

続き若年成人も含めて啓発が必要である。

わが国における大腸菌菌血症の疫学研究は

十分とは言えないため、本年度は鹿児島大学

病院の大腸菌尿路感染症患者における菌血症

合併率を検討した。その結果、系統群Bに属す

る O25・O6・O125 など特定の血清型の大腸菌

株が高い頻度で菌血症を起こしていることが明

らかになった。今後の大腸菌ワクチン開発に向

けて重要な情報になると考える。

E. 結論

2024 年の IPD の頻度は 2023 年と同等で、

原因菌の血清型はワクチンタイプが比較的多

いため、PCV15・PCV20 を含めた肺炎球菌ワク

チンの積極的勧奨が重要である。IHD の頻度

も 2023 年と同様だったが、STSS は A 群レンサ

球菌 emm1.0 M1UK 株の蔓延を背景として大

きく増加した。鹿児島大学病院の大腸菌尿路

感染症患者における菌血症合併率は 17.6％

（27/153）であった。

F. 研究発表

１．論文発表

1) Tamura K, Shimbashi R, Kasamatsu A, 

Chang B, Gotoh K, Tanabe Y, Kuronuma K, 

Oshima K, Maruyama T, Nakamatsu M, 

Abe S, Kasahara K, Nishi J, Arakawa Y, 

Kinjo Y, Suzuki M, Akeda Y, Oishi K. 

Unveiling the role of preceding seasonal 

influenza in the development of bacteremic 

pneumococcal pneumonia in older adults 

before the COVID-19 pandemic in Japan. 

Int J Infect Dis 143:107024, 2024

2) Nakashio M, Nikaido R, Nishi J, Kasai M, 

Morisawa T. Haemophilus influenzae type 

f meningitis with an intraventricular 

abscess. Cureus 17(2):e79187, 2025

２．学会発表

1) 西 順一郎． Life-course immunization と

しての成人のワクチン 第 98 回日本感染

症学会学術講演会・第 72 回日本化学療

法学会総会合同学会 教育講演 神戸

2024.6.27-29

2) 竹本崇之，山田博之，上田雅章，藤林洋

美，笠井正志，藺牟田直子，西 順一郎，

港敏則．ESBL 産生大腸菌による菌血症

治療後に髄膜炎を発症した新生児 第

127 回日本小児科学会学術集会 福岡市

2024.4.19～21

3) 竹内典子、常彬、菅秀、石和田稔彦、石

黒信久、細矢光亮、齋藤昭彦、小田慈、

藤枝幹也、岡田賢司、西 順一郎、張慶

哲．2014-2022 年の小児侵襲性肺炎球菌

感染症のサーベイランス報告 第 56 回日

本小児感染症学会総会・学術集会 長崎

出島メッセ 2024.11.16-17

4) 西 順一郎、藺牟田直子、中村政敏、小



濱祐行、古城 剛、中村隼人、川村英樹、

大岡唯祐．3 次医療機関における尿路由

来大腸菌の O 血清群・病原性・薬剤感受

性の検討 第 36 回日本臨床微生物学会

総会・学術集会 2025.1.24-26

G. 知的財産権の出願・登録状況

特になし
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分担研究報告書

北海道における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

       研究分担者 黒沼 幸治 札幌医科大学

研究要旨 平成25年度より先行事業において北海道全域（約522
万人）を対象とする所管の行政機関と連携したサーベイランスシ
ステムを構築しており、12年目となる今年度も継続して症例の集
積を行った。政令指定都市である札幌市、中核市として位置づけ
され直轄する保健所を持つ旭川市、函館市、小樽市は保健所を中
心とした協力体制を継続した。北海道の直轄下にある保健所がカ
バーする地域は道衛研を介さずに直接菌株を国立感染症研究所に
送付し、患者情報は分担研究者が回収する体制として運用した。
令和6年度は侵襲性肺炎球菌感染症、侵襲性インフルエンザ菌感染
症は前年同様であったが、劇症型溶血性レンサ球菌感染症は増加
した。今後も注視が必要である。

Ａ．研究目的
平成25年度より北海道における侵襲性肺炎

球菌感染症（invasive pneumococcal disease:IP
D）および侵襲性インフルエンザ菌感染症(inva
sive Haemophilus influenzae disease:IHD)の
症例調査を行い、患者情報および菌株の収集を
行い、サーベイランス体制が構築された。さら
に平成28年度より新たに侵襲性髄膜炎菌感染
症（invasive meningococcal disease:IMD）、劇
症型溶血性レンサ球菌感染症（streptococcal to
xic shock syndrome:STSS）を加え、4疾患の症
例調査をおこなった。引き続きサーベイランス
を継続し、菌株の情報を診療に還元すると共に
長期間にわたるデータに基づく方策を構築す
る。

Ｂ．研究方法
道内で発生の届出がなされた15歳以上の患

者を対象に当該患者の診療を行った医療機関
から細菌検体の回収、および臨床情報の収集を
行う。
(Ⅰ)研究体制の構築およびサーベイランスの

実施
これまでに構築した体制を継続して行う。ま

た、これまで参加出来ていなかった施設にも参
加協力を依頼し、解析精度を向上させる。
(Ⅱ) 北海道における成人IPDの解析

菌株解析から得られた血清型、薬剤感受性検
査結果とともに臨床情報と併せて北海道にお
ける成人IPDの特徴を解析する。
(Ⅲ) 倫理面への配慮

臨床情報は匿名化された後に研究班に提供
される。情報の提供については各医療機関ごと
の倫理審査規定に従い可能な場合に提供され
た。

Ｃ．研究結果
新型コロナウイルス感染症（COVID-1

9）の感染対策に関する負荷は緩和されて
おり、サーベイランス事業は以前と同様の
体制で行うことが出来た。
１）菌検体、臨床情報の収集体制の構築
政令指定都市である札幌市、中核市として
位置づけされ直轄する保健所を持つ旭川
市、函館市、小樽市においては同市の保健
所を主体とした協力体制により、円滑に菌
株、患者情報の収集を行うことができた。
札幌市においてはNESID情報に基づいて
保健所から病院に菌株保存と患者情報収
集を依頼し、分担研究者が月に1度病院か
ら菌株を回収し、札幌市衛生研究所に集積
している。

北海道の直轄下にある保健所がカバー
する地域（全道人口の49％）は道衛研を介
さずに直接菌株を国立感染症研究所に送
付する。北海道保健福祉部健康安全局地域
保健課より分担研究者に発生情報をいた
だき、患者情報は分担研究者が回収する体
制としている。道内全ての地域について運
用可能な体制としている。

COVID-19流行時は侵襲性細菌感染症、
特にIPDやIHDの減少が見られていたが、
令和5年は侵襲性肺炎球菌感染症、侵襲性
インフルエンザ菌感染症が再増加し、令和
6年は前年同様であった（図1）。症型溶血
性レンサ球菌感染症は令和5年よりさらに
増加した。今後もさらに増えてくるのか注
視する必要がある。本サーベイランスで経
時的に確認することができたのは重要な
知見である。



２）北海道のIPD調査結果

令和6年12月までに道内発生IPDの菌株の患
者情報について解析結果が得られた。

ワクチンカバー率は令和6年はPCV7
3.7％、PCV13 22.2 %、PCV15 40.7%、PPS
V23 50.0%となっており、PCV13、PCV15とP
PSV23も低下傾向がみられている（図2）。
小児で適応となっているPCV20はPPSV23と
カバー率は一致していた。現在開発中とされる
PCV24もPPSV23と同様であった。今後あらた
なPCVとして見込まれているPCV21について
は88.9％と比較的高いカバー率が保たれてい
た。今後の新規ワクチン導入に関して有益な資
料となりうる。北海道におけるIPD血清型の年
別比較を示す（図3）。血清型3の比率は減少傾
向が見られたが、19Aについては再増加がみら
れている。さらに他のワクチン型の株は減少傾
向がみられ、非ワクチン型として15A、23A、3
5B型が増加傾向にある。

３）北海道のIHDとSTSS調査結果
令和6年はIHD報告数は前年と同様であった

（図1,4）。年齢中央値は70歳で報告地域は人口
分布に偏りはみられなかった。

STSSについては令和6年に報告の増加がみ
られた（図5）。帯広、釧路など道東地区でやや
多く、菌種はA群溶連菌の増加が顕著であった。

Ｄ．考察
北海道における成人侵襲性細菌感染症のサ

ーベイランスを開始して12年目となった。分担
研究者が保健所、病院細菌検査室、病院主治医、
国立感染症研究所との橋渡し役となり、道内全
域をカバーする体制が構築されており、継続し
て症例の集積が出来ていた。
COVID-19の影響で減少していたIPDやIHD

の報告数は令和5年に再増加したあと令和6年
も同様であった。STSSも増加傾向があり、特に
A群溶連菌の増加が顕著であった。今後も注視
が必要である。

Ｅ．結論
北海道において構築した侵襲性細菌感染症

サーベイランス体制により長期に症例を集積
することが出来た。COVID-19流行下において
も北海道の成人侵襲性細菌感染症の年次推移
をリアルタイムに確認し、血清型置換など臨床
に有用な情報を得ることが可能であった。本研
究で構築した体制で今後も継続して菌株、臨床
情報の収集をおこなっていくことは重要と考
える。
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種政策推進研究事業）分担研究報告書（R6）

沖縄県における成人の侵襲性細菌感染症のサーベイランス

研究分担者 仲松 正司 琉球大学大学院 感染症・呼吸器・消化器内科学

【研究要旨】侵襲性肺炎球菌感染症(IPD)、 侵襲性インフルエンザ菌感染症(IHD)、
侵襲性髄膜炎菌感染症(IMD)、劇症型溶血性レンサ球菌感染症(STSS)の沖縄県内での発生

動向を解析するとともに、沖縄県全体でのサーベイランス体制を構築し今後の感染症対策に
備える。
A) 研究目的

沖縄県は日本最西端に位置し亜熱帯機構の県である。アジアの玄関口として台湾や中国を
はじめとした東アジア、東南アジアの国々との交流が活発である一方、米軍基地が存在する
など日本本土とは気候や環境が異なる。そのため感染症においては菌種や流行パターンが日
本本土とは異なる事が予想される。本研究では感染症法に基づく届け出を元に、侵襲性肺炎
球菌感染症（IPD）、侵襲性インフルエンザ菌感染症（IHD）、 侵襲性髄膜炎菌感染症(IMD)、
劇症型溶血性レンサ球菌感染症（STSS）の沖縄県内での発生動向を解析するとともに、県内
の人的ネットワークを構築し今後の感染症対策に役立てることが目的である。
B) 研究方法
微生物検査室を有する県内 15 医療機関の医師と微生物検査技師、沖縄県衛生環境研究所、
沖縄県地域保健課間で、サーベイランスのためのネットワークを構築した。各施設協力の元
に４疾患の菌株や調査票を収集し、解析を行う。解析結果は定期的に各医療機関や行政にフ
ィードバックを行う。
（倫理面への配慮）
症例調査に関しては匿名化を図り、患者のプライバシーが守れるように配慮する。菌株の収
集に関しては倫理的な問題はないと判断する
C) 研究結果
（IPD）沖縄県で分離される肺炎球菌の血清型は、15A、10A、19A 型が多く、近年は 35B も
増加傾向である。2024 年度のワクチンカバー率は PPSV23、PCV20 で 44％、PCV15 が 11％
と 2023 年と比較し、カバー率が低下していた。
（IHD）2024 年度は 11 例解析した。病型は大多数で菌血症と肺炎の合併症であった。莢膜
型は全てで Non-typable であった。
（STSS）。2024 年は 22 例解析され、A 群 7 例、B 群 7 例、G 群 8 例だった。壊死性筋膜炎



が 8 例でみられていた。
（IMD）2024 年度は 3 例解析が行われた。血清型は Y2 例（血液から分離）、B1 例（喀痰

から分離）であった。血清型 B ではキノロンに非感性であった
D) 考察
   IPD の肺炎球菌血清型は近年ワクチンに含まれていない 15A、35B が増加している。
15A はペニシリンやカルバペネムに低感受性を示すことが多く、感受性結果でもペニシリン
非感受性率やカルバペム非感性率が増加している。今後の動向を注視したい。
新型コロナウイルス感染症流行が始まった 2020 年度以降、IPD、IHD、STSS とも報告数は
激減していたが 2022 年度以降報告数が増加しており、2024 年度は IHD、STSS で法ウ国数
の増加が顕著であった。

2024 年度から沖縄県・衛生環境研究所関係部署担当者と連携を強化し、菌株・調査票回収
耐性を強化体制の再整備を行った。
E) 結論

2024 年度サーベイラインス体制整備の再構築を行った。2022 年以降、IPD や IHD、STSS
の報告数は増加し IMD の報告も見られるようになっていて、今後ますます本サーベイラン
スの役割は重要になると考える。
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侵襲性 A 群溶血性レンサ球菌感染症サーベイランス研究

            研究代表者：明田幸宏 (国立感染症研究所細菌第一部)
            研究分担者：門脇知花 (国立感染症研究所実地疫学研究センター)

研究協力者：池辺忠義 (国立感染症研究所細菌第一部)
         土橋酉紀 (国立感染症研究所実地疫学研究センター)

A. 研究目的

国内の溶血性レンサ球菌感染症は、感染症

発生動向調査により5類全数把握疾患である

劇症型溶血性レンサ球菌感染症（streptococca
l toxic shock syndrome: STSS）と、小児科定

点把握疾患であるA群溶血性レンサ球菌（GA
S）咽頭炎にて、サーベイランスが実施され

ている。

2023 年秋頃よりGASによるSTSS症例の届

出数の増加、GAS咽頭炎の小児科定点当たり

報告数の増加が認められた。これら２つの届

出数・報告数増加には関連性が疑われている

が、現時点では結論に至っていない。また、

従来株より病原性や伝播性が高いとされるS.
pyogenes M1UK lineageの関東地方での集積

が国内で初めて確認されたが、その実態は把

握できていない。一方海外では、通常無菌的

部位からのGASの検出を症例定義とした侵

襲性A群溶血性レンサ球菌感染症（iGAS）を

集計している国が多く、同様にiGASの届出数

増加が報告されている。ただし、海外での症

例定義は我が国と異なるため（STSSとiGAS
感染症の違い）、国内外の届け出数を単純に

比較することが難しいのが現状である。iGAS
の一部がSTSSに移行することを考えると、我

が国のiGAS症例の基盤データとなる疫学・臨

床情報・分離株を収集し、これまで見逃され

ていたiGASの実態を明らかにすることは、i
GASひいてはSTSS症例の発生を抑止するた

めの施策立案につながる重要なデータにな

り得る。さらにiGASの保健医療に対する負荷

が見逃せない状況が本研究から明らかにな

れば、当該感染症の感染症発生動向調査への

追加を検討することも可能となる。

本研究は、iGAS症例の疫学・臨床情報と分

離株を収集し、iGASの疫学を明らかにするこ

とを目的に取り組んだ。なお、研究は、2024
年9月3日に厚生労働省から追加交付決定の

通知があり、2024年3月31日までの研究事業

として実施した。

研究要旨 国内の溶血性レンサ球菌感染症は、感染症発生動向調査により 5 類全数把握疾患であ

る劇症型溶血性レンサ球菌感染症（streptococcal toxic shock syndrome: STSS）と、小児科定点

把握疾患である A 群溶血性レンサ球菌（GAS）咽頭炎にて、サーベイランスが実施されている。

2023 年秋頃より GAS による STSS 症例の届出数、GAS 咽頭炎の小児科定点当たり報告数が増加

し、従来株より病原性や伝播性が高いとされる S. pyogenes M1UK lineage の関東地方での集積が

国内で初めて確認された。一方海外では、通常無菌的部位からの GAS の検出を症例定義とした侵

襲性 A 群溶血性レンサ球菌感染症（iGAS）の届出数増加が報告されているが、海外での症例定義

は我が国と異なるため、国内外の届け出数を単純に比較することが難しい。

本研究は、国内での実態がわかっていない iGAS の疫学を明らかにすることを目的にしている。

協力機関における iGAS 症例の疫学・臨床情報と分離株を収集し、疫学的・細菌学的解析結果か

ら症例の疫学的特徴について検討した。また、検査会社の協力を得て、非侵襲性検体由来菌株に

ついても収集し、細菌学的解析を実施した。

非侵襲性検体由来菌株（30 都道県、198 株）の収集結果から、iGAS 分離株の emm1型の分布と、

STSS の分布に関連性はみられなかった。また、非侵襲性感染と STSS 分離株ともに多い型もあれ

ば、非侵襲性感染では多いが STSS 分離株では少ない型が存在した。GAS 症例のなかで emm1型
における M1UK lineage が占める割合は高かった。一方、菌株の検査結果と質問紙票の両者が収

集できたのは２症例で、ともに emm1型の M1UK lineage であった。これらのことから、M1UK 
lineage が全国的に拡大している可能性が示唆された。

今回、研究期間が短く、十分な症例数を集めることは難しかったため、iGAS の実態把握につな

がる知見を見出すことはできなかった。国内における近年の GAS による STSS 症例の届出数の増

加傾向を鑑みると、iGAS 症例に関する情報収集の基盤を構築し、継続した調査を行っていくこと

は、引き続き重要な課題であると考える。



B. 研究方法

研究デザインは前向き観察研究である。

これまでの「成人の侵襲性細菌感染症サーベ

イランスの強化のための研究」で構築したス

キームを利用し、医療機関や自治体の協力が

得られた地域において iGAS 症例を登録し、

その患者情報（疫学・臨床情報）と分離株を

収集し疫学的解析を試みた。また、検査会社

（BML）の協力を得て非侵襲性検体由来菌

株を収集し、細菌学的解析を実施した。詳細

は以下のとおりである。

・研究対象：「成人の侵襲性細菌感染症サー

ベイランスの強化のための研究」に研究協力

している国内 10 道県（北海道、宮城県、山

形県、新潟県、三重県、奈良県、高知県、福

岡県、鹿児島県、沖縄県）のうち協力が得ら

れた道県、及びその他の都道府県内（富山県、

山梨県）にて診断された全年齢の iGAS 症例

（血液、髄液などの無菌的検体から GAS が

分離された症例）。それらは、感染症発生動

向調査の STSS の届出基準を満たさない症

例である。協力自治体に対しては、厚生労働

省から事務連絡が通知された（2024 年 12 月

3 日発出）。

・分離株の収集と菌株解析：医療機関により

分離された血液、髄液などの無菌的検体由来

の菌株を地方衛生研究所（地衛研）や保健所

が収集し、国立感染症研究所（感染研）に送

付された。感染研細菌第一部にて、原因菌の

血清型、菌種、遺伝子型等を解析した。解析

結果は、地衛研または分担研究者経由で医療

機関の担当者に報告した。並行して非侵襲性

検体由来菌株についても BML から収集して

同様の細菌学的解析を実施し、侵襲性症例由

来菌株との菌株比較を行った。なお、検査会

社からは菌株の患者情報は収集しない。

・患者情報の収集と疫学的解析：質問紙票を

用いて収集した症例の年齢、性別、基礎疾患、

症状/所見、重症度、転帰等についての疫学

情報と、細菌第一部での菌株解析結果のとり

まとめを感染研実地疫学研究センターで行

った。

C. 研究結果

〇非侵襲性検体由来菌株の検査結果

2024年6月から2024年9月の期間中、BMLの
協力のもと、30都道県から198株の非侵襲性

検体由来菌株を収集した。そのうちiGAS症例

は12例（6.1％）で、分離部位は静脈血からが

6例、創部からが6例であった。iGAS症例12
例のうち、emm1型は1株で、M1UK lineageで
あった。GAS症例は186例で、emm1型は56/18

6 (30.1%) 株、そのうちの50株 (89.3%) がM1
UK lineageだった。GAS症例では、emm1型の

次にemm89型が52/186（28.0％）で多かった。

〇無菌的検体由来の菌株検査結果と質問紙

票情報に基づく疫学

研究期間において収集できたのは、同県か

らの10代未満の2症例だった。2症例ともに、

菌株は静脈血から分離し、emm1型のM1UK l
ineageであった。また、ともに入院症例であ

ったが、重症化の記載はなかった。

D．考察

本研究では、無菌的検体からGASが分離さ

れた症例について、菌株解析と質問紙票を用

いて情報収集を行い、症例の疫学的特徴につ

いて検討した。また、非侵襲性検体由来菌株

についても収集し、細菌学的解析を実施した。

非侵襲性検体由来菌株の収集結果から、iG
AS分離株のemm型の分布と、STSSの分布に

関連性はみられなかった。また、非侵襲性感

染とSTSS分離株ともに多い型もあれば、非侵

襲性感染では多いがSTSS分離株では少ない

型が存在した。GAS症例のなかでemm1型にお

けるM1UK lineageが占める割合は高かった。

一方、菌株の検査結果と質問紙票ともに収集

できた症例は2例のみだったため、疫学的解

析を実施するには、症例数が不十分だった。

しかし、ともにemm1型のM1UK lineageであ

り、上述の結果も踏まえると、M1UK lineag
eが全国的に拡大している可能性が示唆され

た。

本研究では、承認から終了までの期間が短

く、症例数を十分に集めることはできなかっ

た。そのため、研究の限界として、症例を記

述的にまとめた結果にとどまり、iGASの疫学

を検討するに至らなかったことが挙げられ

る。

Ｅ．結論

本研究では、非侵襲性検体由来菌株の菌株

解析結果と無菌的検体由来の iGAS 症例の疫

学・臨床情報と分離株の収集結果から、その

特徴を記述的に検討した。しかし、iGAS 症

例を収集する基盤が整っていない中で十分

な症例数を集めることは難しく、iGAS の実

態把握につながる知見を見出すことはでき

なかった。国内における近年の GAS による

STSS 症例の届出数の増加傾向を鑑みると、

iGAS 症例を収集する基盤を構築し、継続し

た調査を行っていくことは、引き続き重要な

課題であると考える。
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ては以下のとおりです。

1.研究事業名

2.げげヒ胡(題名

3.OF究者名  (

4.倫洲l審査の状況

該当1生の有無

狛  無

/_記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

11査済み   審査 した機関 ;,{<lifll: r><:ul

人を対象とする生命利.学 。医学系イツ「究に関する倫lll!

1旨夕|(※ 3)
■   □ ■ 固力感染り虚り「究所 □

it■伝子治療等臨床イツF究に関する指針 □   ■ □ □

岸夕i労働省の〃「管する実施機関における動物実験
等の実施に関する基本指タト □   ■ □ □

/cの他、 該当する
“

打111旨

`‖

・があオЪ10:記入づ
´
ること

(指タトの名称 :               ) □   ■ El □

たり遵守すベき るlrill委員会の密杏が済んでいる場合は1「審査済みJにクし一部若ヒノくは全部の審査が完 ]´ し'(い 4tい場合は、「未11イド」にチ,1ッ クすること。

その他 (1寺記事項 )

(X2) rli dljf l; BA l;1, /c (t) Etr,n A iilffi
l*t l:1'AlEt'::-*tli\lrf.t:.lti)t- 7rtklJ|ffifi. j t:rlrri2Ltt- 4:r;)ihtl., \liiv):ltlat t.:iii1A:1jz,r : | "
5,厚生労働分野のイツ「究活動における不正行為への対応について

受ill■   未受ill□

当研究機関におけるCOlの 管』!に 関する規定の策定 4"t e 111 ; 1119a:l;ilA $.to)ult,tt. )

当イ〕眈 機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 ヒ|(無の場合は委託先機関 :

)

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 |t' I ,ltt t-J (Jlitr),iiAmto)utrrr:
)

当初I究に係るC01に ついての指導・管 l・Lの有無 有 □ 旺
い ■ (狛 の場合はその内容 :

)

・該当する□にチェックを入れ′ること。
・う)1■ 1″ F″[考σ)り illF Jい る本撻麟|′)J`も 作j立―l―る´と.

(留意11項 )



令和7年 3月 25日

厚生労働大臣 殿

機関名 |コ 立感染症研究所

所属研究機関長 職 名 所長

氏 41 脇田 隆宇

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい
ては以下のとおりです。

1.り「究事業る _新型≧ lTI興感染症及び予防接種政策推進研究事業     __

2.研究課題名

3.研究者名  (所属部署・職名) 細菌第 一部・主任イ,げL官 ____

4.倫理審査の状況

該当′Mlの有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※
"

人を対象とする生命科学・医学系研ブtに関する倫理

1:旨奮|(※ 3)
□   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指fl □   ■ □ □

厚41労lrt省のり千管する実施機関における動物実験
等の実施に関する基本指£1

□   ■ □ □

その他、該当する倫理指金1.が あれば記入すること

(指£卜の名称 1               ) □   ■ □ □

当該研
'Lを

実施するに当たり理守すべき 員会の審査が済んでいる場合は、「密査済″i正チェ
クし一部右しくは全部の審査が完了していない場合は、「木審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)米審査に場合は、その理由を記載すること
(※ 3)廃 lL前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫llll指壼lJ、 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とするF/N‐ 学系研究に関する倫理指まIJに 4L拠する場合は、当該項日に記入すること。

.該当する□にチェックを入れること。
'分担771究者の所属する機55の長も作成すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由:                  )

当初「究機関におけるCOI委 員会設置の有lt /1■  無 口 (無の場合は委託先機関:                 )

当り1究に係るCOIに ついての報告 。審査の有無 有 ■ 無 □ (11の場合はその理由 :

)

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 肛
い )

□ a (+i 0)tij.*l-J/c u)t)'t'# :

(li・7意lf項 )

(氏名 。フリガナ)__池辺忠義 。イケベタダヨシ



イ)不日7年13り 125「 |

厚生労働大臣 殿

機関名 |コ立感染症研究所

所属りけじ機関長 職 名 所長

氏 夕1 脇田 1墜字  __

次の職員の令和6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の4葬理につい
ては以1でのとおりです。

1,りF究事業夕|

2.研究課題夕l

3.研究者黎I (所属部署 :盤名)剤1菌第II判;・ 室長

4.倫理審査の状況

該当141の有無

有  無

ス:記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関
未審査 (※

2)

人を対象とづ
~る
生命牟|.学 。医学系りF究に関する倫

理才静卜篠 3)
□   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   目 □ □

厚生労flll省の所管する実施機関における rlJ14勿実験
等の実施に関する基本指針

□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(1旨タトの名 ///1ヽ :               ) □   ■ □ □

当核り「究者が当1亥り「究を実施するに当たり遵守すべ 倫りJ!指針に1/11‐ る l ll委員会の11査が済んでいる場合は、T需査済み|にチ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、1木 1絆 a■l」 にチェックすること。
その他 (特記事項 )

(※ 2)米害薔に場合は、その理!山 を記11す ること。
(※ 3)廃 IL前の「疫学研究にlllする倫11指針」、「臨床研究に関するlrijlL指 針」、|と トゲノム・ili伝子

`F″

予研究に関する倫理指夕1」、「人を文I象とする医学系研究に関する倫理1旨
'|」

に準lltLす る場合は、当該項日に記入すること。

5,厚生労働分 llr2のりF究活動における不正行為への対応について
研究倫理教育の受言‖状 17L 受言‖ 日  米受講 □

利益相反の管理

当りF究機関におけるCOIの 管理1に関する力t定の策定 有 日 ,[t n (,li(@lrAr:tzsd)rllrt 
;

)

当初千究機関におけるCOI委員会設置の有無 有 ■ 無 □(無の場合は委託うし機関:                 )

当研究に係る (〕 01に ついての幸‖告・審査の有無 +l I lili D0urnigAm/cr^fllt+r :
)

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 ロ カ【日 (有の場合はその内容 :

)

・該当する□にチェックを入,tる こと。(留意JI項 )



イ)不,7`113月 25に 1

厚生労働大臣 殿

機関名 国立感染症研究所

所属り「究機関長 職 名 所長

氏 夕1 脇田 隆字

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい
ては以下のとおりです。

1.研究事業名   |

2. 研究課題名

研究者名3.

4.倫理審査の状況

該当性の有無

冶
・  ′熙

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 米箸査 (※ 2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫lll

l旨全卜(※ 3)
□   ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験
等の実施に即する表本指金|

□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指夕|‐の名F//1t l               ) □   ■ □ □

究者が当F亥イツF究を実施するに当たり遵守すバき倫理指針に開する倫理委員会の籍査が済んでいる
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、

その他 (特記事項)

、「審査済み」にチェッ
「未ifr査」にブュiッ クすること。

(※ 2)米審査に場合は、その垣
(※ 3)廃 吐前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に y・lす る倫理指針 l、 「ヒトゲノム `遺伝子解析llJF究 に開する倫理指針」、「人を対象とする医学系研究にlylす る倫理指針 |に 準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

受講 ■  木受言‖ □

利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (′‖の場合はその理由 :

)

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 :                 )

当研究に係るColについての報告・審査の準 有 ■ ,l-E r (,ft orfl-6 ttt< o)tld1 :
)

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有鯉い 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容 :                 )

留意尋f項) ,該 当する□にチェックを入オじるこ
・分担研究者の所 177す る機 Brlの長も ′茂J~る こと。



令和7年 3月 25日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立感染症研究所

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 脇田 隆字

次の職員の令和6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名  新興 。再興感染症及び予防接種政策推進事業

2,研究課題名  成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究
|                                                    '

3.研究者名  (所属部署・職略) 細菌第二部・室長

(氏名・フリガナ) 林原 絵美子 0リ ンパラ エミヨ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること.

その他 (特記事項)

(※2)未審査に場合は、その理由を8a載すること。
(※3)廃止前の r疫学研究に38する倫理指針J、「臨床研究に関する倫理指針J、 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針J、 「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針Jに2B拠する場合は、当該項目に鶴入すること。

5,厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 日  未受講 □

(留意事項) 。該当する□にチェックを入れること.
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

4.倫理審査の状況

該当社の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針 (x3)
■   □ ■ 国立感染症研究所 ロ

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 口   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に38する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :              ) □   ■ □ □

るに当たり る 1,し :こチェッ

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 口 (無の場合はその理由:                  )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機88:                 )

当研究に係るCOIについての報告 。審査の有無 有 ■ 無 □(無の場合はその理由:                  )

当研究に係るCOIについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容 :                )



令和7年 3月 25日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立感染症研究所

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 脇田 隆字

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

2.研究課題名 _成人の侵襲性細菌感染症土
=バ
ィランスの強化のための研究

3.研究者名
|
|

(氏名 。フリガナ)1木下 諒 3キ ノシタ リョウ

4.倫理審査の状況

|

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 ｀
未審査 〈※2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

指針 (※ 3)
■   □ 目立感yり主研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   目 □ □

厚生労働省の所管する実施機関にお |り る動4勿実験
等の実施に関する基本指夕|

ロ   ロ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   目 □ □

1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すハき倫理指
'1に

開する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針」、 に関する倫理指針 J、 |ヒ トゲノム・ i量伝子flrr析研究に関する倫理指針 J、 「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項日に記入すること。

5。 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 日 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由: )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無.■ (有の場合はその内容 :                 )



令和 7年 3月 7日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立大学法人東北大学

所属研究機関長 職 名  総長

氏 名  冨永 悌二

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び禾1益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。

1.研究事業名  新興 。再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

2.研究課題名  成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

3.研究者名  (所属部署・職名) 大学病院 。講師

(氏名 。フリガナ)大島 謙吾 。オオシマ ケンゴ

4.倫理審査の状況

チェックする と。

その他 (特記事項)

(留意事項) 。該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成するこ

場ヽ合

人を対象とする生命科学 。医学系研究に関する倫
理指針 (※ 3)

該当性の有無

有  無

■ □

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査
(※ 2)

■ 国立感染症研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験
等の実施に関する基本指針

□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査]にデiヽリグ丁ると
るヽ場合は、 1審査済み」にチェ

豪菅学暫響撃繁‰契琶司琴電鶉 すぎ麿警悔7鏃蝠 ら[営ゲル 遺断晰研究に関する鯉御、吹劉
5。 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■無□ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委員会設置の有無 有■無 □ (無の場合は委託先機関 :                 )

当研究に係るCOIについての報告・審査の有無 有■無 □ (無の場合はその理由 :                 )

当研究に係るCOIについての指導・管理の有無 )有 無□ (有の場合はその内容 :研究実施の際の留意点を示した。■

□



令 和  7年  3月 27日
厚生労働大臣  殿

機関名 新潟県立新発田病院

所属研究機関長 職 名 院長

氏 名 田中 典生

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名  新興 。再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

2.研究課題名  成人の侵襲性細菌感染症サー
`lミ

イランスの強化のための研究

3.研究者名  (所属部署 。職名)__新 潟大学 。ryF常勤講師

(氏名 。フリガナ)  田邊 嘉也・タナベ ヨシナリ

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

キ旨金十(※ 3)
■   □ ■ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実用

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

(指針の名称 :

□   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり掟
クし一部若しくは全部の審査が完了していない

その他 (特記事項 ) |

べき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
ま、「未審査Jにチェックすること。

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場

5。 厚生労働分野の研究活動における不

研究に関する倫理指針 J、 「ヒトゲノム

は、当該項目に記入すること。

行為への対応について

遺伝子解析研究に関する倫理指針J、 「人を対

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定σ策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告 。審査の有知 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有1 有 缶
小 )□ ■ (有の場合はその内容 :

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること
'分担研究者の所属する機関の長も作 すること。



令和  7年  1月 27日
厚生労働大臣  殿

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究

ては以下のとおりです。

機関名 久留米大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 内村 直尚

の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

1.研究事業名

2.研究課題名

3.研究者名

4.倫理審査の状況

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり べき倫理指針に関する倫理委員会の審査が んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していなし

その他 (特記事項 )

は、「未審査Jにチェックすること。

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「 に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針Jに準拠する は、当該項目に記入すること。

行為への対応について5.厚生労働分野の研究活動における不I

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること。

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する

キ旨金|(※ 3)
久留米大学

遺伝子治療等臨床研究に関する指針

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

(指針の名称 :

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由:

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 :

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有1 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容 :

・分担研究者の所属する機関の長も こと。



令和 7年 2月 1日
厚生労働大臣 殿

機関名 公立大学法人奈良県立医科大学

所属研究機関長 職 名 理事長

氏 名 細井 裕司

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究

ては以下のとおりです。

の調査イ〕F究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

].り「究事業名

2.研究課題名

3.研究者名

(

4.倫理審査の状況

(※ 1)当該41「究者が当言亥7,「■: るに当たり べき倫理指針に関する倫理委員会の審査が んでいる場合は、 査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場

その他 (特記事項 )

1ま、「未審査Jにチェックすること。

(※2)未審査に場合は、その理由を記1支すること。
(※3)廃 止前の 1疫学研究に関する倫理指針」、 | に関する倫理指fl J、 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指多lJ、 「人を対
象とする医学系研究に関する倫Fll指 11」 に準拠する場 は、当該項目に記入すること。

行為への対応について5.厚生労働分野の研究活動における不

6.利益相反の管1■

・該当する□にチェックを入れること。

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 isflil$ rNrl

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

1旨

`十

(※ 3)
国立感染症研究〕f

遺伝子治療等臨床研究に関する指夕|

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

(指針の名称 :

り「究倫 llll教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

当llyl究機関におけるCOIの 管理に関する規定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 口 (無の場合は委託先機関 :

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有 有 ■ 無 口 (無の場合はその理由 :

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容 :

(11マ :は lfJ:〔 )

.分
1■研究者の所属する機 lllめ 長 1) すること。



厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿
(国立保健医療科学院長)

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研

ては以下のとおりです。

1.研究事業名

2.研究課題名

3.研究者名

4.倫理審査の状況

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり き倫理指
'十

に関する

令和 7 年 4 月 14 日

機関名  山形県立中央病院

所属研究機関長 職 名  病院長

氏 名  鈴木 克典

の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

サーベイ

済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していなし

その他 (特記事項 )

「未審査Jにチェックすること。

(※ 2)未審査に場合は、その理由
(※ 3)廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針 J、 「 究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針Jに準拠する場 、当該項目に記入すること。

5。 厚生労働分野の研究活動における不 為への対応について

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

‖ヨ金十(※ 3)
山形県立中央病院倫理委員会

遺伝子治療等臨床研究に関する指針

厚生労働省の所管する実施機関における動物

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

(指針の名称 :

研究倫理教育の受講状況 受講 □  未受講 □

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定 □ 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 И 無 □ (無の場合は委託先機関 :

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有リ 有 □ 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究に係るCOIに ついての指導 。管理の 有 日 無 □ (有の場合はその内容 :

(留意事項)

・分担研究者の所属する機関の長も ること。



厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿
(国立保健医療科学院長)

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研

ては以下のとおりです。

1.研究事業名  新興 。再興感染症

2.研究課題名  成人の侵襲性細菌ィ

3.研究者名 (所属部署・職名 )

(氏

4.倫理審査の状況

リガ

2025年  3月   19日

機関名 東京慈恵会医科大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 松藤 千弥

調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

イヽランス の た

。キンジョウ ユウキ

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する輸

指針 (※ 3)
■   □ ■ 国立感染症研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実1

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

(指針の名称 :

□   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場

その他 (特記事項 )

倫

未

き

ｒ

指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
査」にチェックすること。

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨ル
象とする医学系研究に関する倫理指針Jに準拠する場

5.厚生労働分野の研究活動における不]

究に関
‐

ヒ、当該

テ為ヘ

る倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
〔目に記入すること。

)対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定′ 定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有1 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有1 有 □ )
缶
小
■ (有の場合はその内容 :

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること
・分担研究者の所属する機関の長も作 ること。



几1生労働大Hi 般

次の‖1員の令和 6年度厚Jl労 lrll牟 |

ては以 卜のとおりです。

1.研究11「業イ1

2.研究常井t題″1

3.llJF究者`夕 1
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イ)ス 11741i〔り1125「 |

厚Jittll171ttHl ,戦

次の‖,員の令詢16句 ittlii生 労1助滲「学イJF

ては以 ドのとおりです。

1.り l究事業名

2.イツ1究課題名 _成人の侵襲性利1菌
`

I,.研究者・名  (Ш屈剖s署・‖,41)実 :

4.倫理審査の状況

|;機 |り

`

「りi属イツ1究イぶ卜J∫こ llt

氏

υ)静ガイヽ棚:プtに J6ιする、倫J‖ !有

■―ベイラ立スの強化の

究センタ▼―・室」(

1・ ツチハシ ユウキ

1名  口J立ォlR染 ,11り 1究 iり千

イl り1長

イ1 並L」降生   _____

‖fイド状況及(が禾Jイ 本ヽHl更奪卜υ)41:,11!に′つい

ためのlJI究

該当・‖:θ )有 1〔

イド   ,||〔

左和上で該14がある14/7合のみ記入 (】 (1)

審査済み   審イドt´ た4鶏勝| '.,k'li..iLl. titzt
ノ、を対線と`り

‐
るイLイドオ「1ク・|ような系イJ「究に|,|‐り

｀
るイ

指 針 (〉(3)
|コ   園 1_〕 1」

遺伝子治療等臨床りI究に関する1旨『 |. [1  回
厚生労lJIJ省の所41する実施機llllにおける動物実
等●)りで力Lに関

‐
Fl・る1彎本指

`:「

L]  団 □

その他、該当する倫理|!1旨針が,らればi己入するこ

(1旨

“

「の名称 :

til  田

(※ 1,当 ‖́イ州究性が■11亥ワ「究を実施するに当たり11
ク t′ …・711若 しくは全湘

`の

11lFが完了t.てい7●・いJ

その他 (4寺記可I項 )

爾 が W而 面 縣 西 マ 面 而 輛 面 TIIT
(※3)廃 ‖:前の「皮学研究に|ゝIJ・ る鮒,1‖‖1″ IJ、 「1糊
魚とするは学系研究に|"|する倫],1指夕「Jに 1“拠する

'5,厚生労働分野のイツ晩 活動における不

べき倫川!指夕|に開する倫瑚1委員会の1絆 II添蔦んでいる場合は、「審査済み1にチ:「 」
I、 11(常 llt i{〔チュlッ クすること。

究に1鰤する倫11指″|」 、「しトゲノム・遺伝子解析研究にら3する倫IP」「i夕 」、「人を共|
上、当Ittlll日 に記入することで

l為への対″卜について

り「篠i倫川!教育σ)受鮒状沙t 受:‖ 団  米受:‖ Lj
6.利 益相反の管 ,11

当り「公‖幾1間にお {り るCC)lの 1ヤ理に関する規定し 子「 口 lifi t.. l (l[u.;fl] i,r{;IZ.- /)l1lll,lI ;
)

当lJ究:機関に16け るCOl委 員会設世の有11 詢 国 1〔 「」(無の場合は委ハ〔先機関 :

)

当lll究;に 係るC()1に ‐・Dい での報告・牝イドのイ1・ 1 冶
.

El JItt t-l (Jit(artl Iir:tji /)ulrlr :
)

当イリ「究にイ系るCOIに /Dいての1旨導 ,1111の /1´

)
日 (ィ |の 11ふ合|■その内容 :

(|ヽ7意 1「 )'() ・n亥当する□にチェックを入れること
・分担りr究者のフi属する機関のJモ t)作

|



・イ)牙口7イ 113り12511

厚生労働大臣 殿

機関名 国立感染症研究所

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 脇田 隆字

次の職員の令和6年度厚生労働科学研

ては以¬でσ)と おりでづ
~。

の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

1.研究事業名

2.研究課題名

3.研究者名

・フリガナ シンバシレイコ

4.倫理審査の状況

当該研究を実施するに当たり に開する倫理委員会の審 済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない

その他 (特記事項 )

「未審査」にチェックすること。

(※2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針J、 「F こ関する倫理指針」、「ヒトグノム・遺伝子解析研究に開する倫理指,lJ、 「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針 |に対E拠する は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不 為への対応について

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関
人を対象とする生命科学。医学系研究に関する

才旨金十(※ 3)

遺伝子治療等臨床研究に関する指針

厚生労llJl省の所管する実施機関における動物

等の実施に関する基本

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

(指す|の名称 :

りF究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 口 (無の場合は委託先機関 :

当研究に係るCOIに ついての報告 .審査の有 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究に係るC01に ついての指導・管理の冶 泊 □ 無 ■ (有の場合はその内容 :

・分担研究者の所属する機関の長も

(留意事項)



厚41労働大Hi 殿

次の職員の令和 6年度サ学:生労

ては以 ドθ)と おりでづ^。

1.01究 lI業 4/・ 1

2.り「究lヵ (′選夕|

3.llJり [輩・名

(

4.倫川!審査の状沙ι

その他、該当チる而,1脂針がぁれIJ:liL入する

(1旨す卜の名称 :

ソt響徹7W洋り靴ね 、究鷲T
そ`υ)イ也 (小崎記l伸東)

/ir ,L ,'Zi liii.r;i;.F, tltg(,ttltifl- za fih,rftf l,;lri:.t i. iiiiil.l-<,

イ)′キ17イ 113り 125「 1

機関名 国立ォ感染り11り 1究 iサ i
l)「ル;イツl究機関長 ‖ヽ 夕l りi長

lt 名 1傷圧| 1資 :事二____

究費の調査研究にお|サ る、倫理:解査1人況及び不1益相反等の4キリ理につい

ンスの」ぬ

{rt'ii'illllii j:l.i:l)\J't-za{fiiJ1ll../tiit:itA)lifl;7,rffi -6.1,
, lr(lli: /r j lJ.'l' :,. ..t .t t'l.t: L.

1,il(ll]il 'Lt'ii iffirlllliiil;l,l . I r:: l. ,,/ .,, r\ . ;t't{ri.:i:./ilt i)iti)1,1111:.litj.)- 4fiill\liiitril J,.. p1i;r:rill.l l;iid,,zv]"'^r .: t^
「ノ、を対

5.厚 Ji労働分野の研究湾1動における 1行為への対″卜について
りF究倫理教育θ)受講1た況 '.9irvr: U ,l:-{tiiit U
(3  不可ネl本口ヵ

`げ

)今ゃJJI

fi' E )|.\ L)ulttott.v,liti."a/)Jllltt,r :

当研究に係るCOrに ついての指導・11瑠 Iの有
(17意 1'り1) ・F亥彙り・る1_lにチ:・ ック栞入ォtるこ

/1記でi該当がある場合のみ記入 (※ 1)

害子「済み   審査した1幾開
) r,i: x'l llt | -l' z-1 lli (f lll I f .t, ltj... tV ff\.ti )1:l* l -. [ir - i.
'li,?iif tiitl IJ立″感染夕11研究|り i

遺伝子治朋で4)籠 1床ィJ「究に‖|する精『 |′

鋏 編寧T五栞  磁

当初「究機おりにおけるCOlの 4111に関するり;t

当イツト究機関における(り ol委員会設置の有無 右
.国
 1(LJ(1(の↓り合は委it先機111:

rl・ E1 1l LI(11● )場合|■その,1‖山:

冶 [」 無 口 (右 171ttF)はそ1/1 1Nl容 :

11研究に係るC()Iに ついての判1告 `絆査の

分ヽ1■け「勢i十のルテlriす る機ら、のJ(1)



令和 7年 3月 25日
厚生労働大臣

機関名  高知大学

所属研究機関長 職 名  学長

氏 名   受田 浩之

次の職員の (元号)年 度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に
ついては以下のとおりです。

1.研究事業名

2.研究課題名  成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

殿

3.研究者名  (所属部署・職名) 医学部呼吸器アレルギー内科・教授

(氏名 。フリガナ) 横山 彰仁  ・ ヨコヤマ アキヒト

4.倫理審査の状況

(※ 3)廃止前の 1疫学研究に関する倫理指針J、 「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノ
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。

遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

才旨金十(※ 3)
■   □ ■ 高知大学医学部倫理委員会 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵ギ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針 |、 「臨5

べき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる
ま、「未審査」にチェックすること。

は 、 審 み」にチェッ

「

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 缶
小 )■ (有の場合はその内容 :

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



2025年 4月  16日
厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿
(国立保健医療科学院長)

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研

機関名 二重県立一志病院

所属研究機関長 職 名 院長

氏 名 丸山貴也
費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。

1.研究事業名

2.研究課題名

3.研究者名 _士

1tt, ' -< tv

4.倫理審査の状況

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵 べき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる 審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場

その他 (特記事項 )

は、「未審査Jにチェックすること。

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床 究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針J、 「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する |、 当該項目に記入すること。

行為への対応について5.厚生労働分野の研究活動における不

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関

人を対象とする生命科学 。医学系研究に関す

理指針 (※ 3)

遺伝子治療等臨床研究に関する指針

厚生労働省の所管する実施機関における

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

(指針の名称 :

研究倫理教育の受講状況 受講 日  未受講 □

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定 有 Й 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 □ 無 図 (無の場合は委託先機関 :国立病院機構二重病院)

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 日 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 図 (有の場合はその内容 :

該当性の有無

有  無
未審査 (※

2)

図   □ 日 国立感染症研究所 □

□   □ □ □

□   日 □ □

□   図 □ □



別 紙 5

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について
(平成26年 4月 14日 科発0414第5号)Jの別紙に定める様式 (参考)

令不日 6年  4月
厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿

(国立保健医療科学院長)

機関名 富山県衛生研究所

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 大石 和徳

次の職員の(元号) 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理
については以下のとおりです。
1.研究事業名

2.研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

3日

3.研究者名

4・ 倫理審査の状況

その他 (特記事項 )

、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 J、 「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5。 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長 t)作成すること。

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※
2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理才旨金十(※ 3)
/ □ / □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ / □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針
□ / □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と

(指針の名

称 :          )

□ / □ □

(※ 1)当 該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「

指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

審査」にチェックすること。

研究倫理教育の受講状況 受講 /  未受講 □

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 / 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 / 無 □ (無の場合は委託先機関 :

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 / 無 □ (無の場合はその理由 :

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 /(有の場合はその内容 :



令不日7年 3月 28日

厚生労働大臣 殿

機関名 国立大学法人鹿児島大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 佐野 輝

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名

2.研究課題名 成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

3.研究者名

(氏名・フリガナ)西 順一郎・ニシ ジュンイチロウ

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

才旨金十(※ 3)
■   □ ■ 国立感染症研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審杏済み |に場合は、「審査済み」
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査Jにチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について
研究倫理教育の受講状況 受講■  未受講 □

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告 。審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 缶
小 )■ (有の場合はその内容 :



2025年 3月 24日
厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿
(国立保健医療科学院長)

機関名 札幌医科大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 山下 敏彦

次の職員の令和 6年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名    新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

2.研究課題名 ___成 人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究

3.研究者名  (所属部署・職名)___医 学部呼吸器 。アレルギー
'、

科学講座・准教授

(氏名・フリガナ)   黒沼 幸治・クロヌマ コウジ

1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済みJにチェッ
クし 部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査Jにチェックすることc
その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃 |卜高なの「疫学研究に関する倫理指針J、 「臨床研究に関する倫理指針J、 「ヒトゲノム・遺伝了解析研究に関する倫理指針J、 「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針Jに準拠する場合は、当該項日にHL入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫埋教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

(留 意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分lll研究者の所属する機関の長も作成すること。

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 未審査 (※
"

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

才旨釜十(※ 3)
■   □ ■ 国立感染症研究所 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記人すること

(指針の名 r//1く :                ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審杏が済んでし

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由 : )

当研究機関におけるCOT委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (1(θ )場合は委託先機関 : )

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその埋山 : )

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場介はその内容 :                  )



令和 7年 3月 28日
厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿
(国立保健医療科学院長)

機関名 国立大学法人琉球大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名  西田 睦

次の職員の令和 7年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名   成人の侵襲性細菌感染症サーベィランスの強化のための研究

2.研究課題名 沖縄県における成人の侵襲性細菌感染症サーベイランス

3.研究者名  (所属部署・職名)  感染対策室 。特命講師

(氏名・フリガナ)  仲松 正司 (ナカマツ マサシ)

4.倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

/r記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査した機関 木審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

才旨金|(※ 3)
■   □ ■ 琉球大学 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指金| □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指金|
□   ■ □ □

その他、該当する倫理指金|が あれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □ □

(※ 1)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫月1指金|に関す 5倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「米審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)米審査に場合は、そのlrB由 を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指,|」 、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫IFB指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

(留意事項) ・該当する□にチェックを入れること。
・分ll研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ R Z(NDt));tJ,ZrDftil: )

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関 :
)

当研究に係るCOTに ついての報告・審査の有無 有 ■ R Z,j!!:o>t*6lt?otfrrt:
)

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 鉦
¨ )
■ (有の場合はその内容 :



令和7旬 13月 25「 |

厚生労働人は1 殿

1機 B‖名 口]、サ:サ惑クセl liり Fグじり千
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次の職員の令莉16年度厚生労働小1学研究費の調査イツ1究における、倫iJl箸査状況及び利益利1反等の管珀|につい
ては以 ドのとおりです。

1,り 1究事業名

2.イリ「プじ書‖tたШイ|

3.り 1究者名

の■究_______
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5,厚生労働分I挙のイツ1究活動における不il:行為への対す札tについて
:り「究倫J‖教育の受 1卜1状況 受「|ヤ 日  米受i‖ |キ |=〕
6.スコJ《 オヽロが〔σ)11'1り l

当7フ「究機卜Jにお {す るCOIの 生IIl11に関するlll定 び)策 lL

右 回 典(□ (無 a)場合は去I`先 もヽ限|:

有 回 1l l_J(11の 1}`卜 llその理由 :

(留意1「項) ・1亥当する1〕にチェックを入オ1′ること、
・分1lllJ「

`|:者

のア〕iル11・ る1雌 |夕 Iの lt t,(トルt,‐る■lr

4.倫劇1審査の状況

1〃 当‖|:′ )冶 貴〔

有  無

ムti己で該当が llllる 場合のみ薇1人 (※ |)
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匡l  田 L」 ヒ〕

その他、1亥 当する倫理1旨

“

卜が llllソ・し{Jilil入すること

(1旨針の

“

,羽::                 ) し)  ロ EJ l」
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'■

句■|｀ ミき倫J■ lF夕 |に開する倫川1姜「t会の絆査が済ス/でいイ蕩而 T「
~F蔦
:需語 二=/‐

当イリ「究機関におけるCOl委 員会設置の有無

当イリ「究に係るColに ついての1餞告・lFlヽのイ,無

当イウ「究に係るCOlに ついてυ)1旨導・1111′ )/1111 有 |:1 11図 (右の場合はその内容 :

有 回 無 IJ(無の場合はその理‖1:                 )


